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学校法人日本歯科大学 令和７年度事業報告書 
 
 

Ⅰ．法 人 

 

１．財 務 

（1）決算の概要 

①貸借対照表関係 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 

（単位：百万円）  

  令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  令和 6 年度  令和 7 年度  

固定資産  82,986 81,958 80,519 78,251 80,099 

流動資産  5,605 6,688 7,303 9,777 7,352 

資産の部合計  88,591 88,646 87,822 88,028 87,451 

固定負債  5,586 5,572 5,466 5,456 5,527 

流動負債  1,317 1,263 1,543 2,344 2,404 

負債の部合計  6,903 6,835 7,009 7,800 7,931 

基本金  79,754 81,697 81,741 82,053 82,689 

繰越収支差額  1,934 114 △ 928 △ 1,825 △ 3,169 

純資産の部合計  81,688 81,811 80,813 80,228 79,520 

負債及び純資産の部合計  88,591 88,646 87,822 88,028 87,451 

 

 イ）財務比率の経年比較  
比率名  算出方法  令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  令和 6 年度  令和 7 年度  

運用資産余裕比率  

運用資産－外部負債  

経常支出  

4.7 年 4.8 年 4.5 年 4.5 年 4.4 年 

流動比率  
流動資産  

流動負債  
425.6% 529.5% 473.3% 417.1% 305.8% 

総負債比率  
総負債  

総資産  
7.8% 7.7% 8.0% 8.9% 9.1% 

前受金保有率  
現金預金  

前受金  
633.4% 811.5% 719.4% 693.1% 525.2% 

基本金比率  
基本金  

基本金要組入額  
99.9% 99.9% 99.9% 99.3% 99.9% 

積立率  
運用資産  

要積立額  
106.1% 103.2% 100.8% 99.6% 98.0% 

 
 ②事業活動収支計算書関係  
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 ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較  
 

（単位：百万円）  

科   目  令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  令和 6 年度  令和 7 年度  

教
育
活
動
収
支 

収 

入 

学生生徒等納付金  6,531 6,466 6,276 5,779 5,990 

手数料  59 49 47 51 58 

寄付金  56 46 58 53 73 

経常費等補助金  67 61 101 79 100 

付随事業収入  89 104 109 113 102 

医療収入  3,529 3,448 3,538 3,736 3,845 

雑収入  96 105 151 114 140 

教育活動収入計  10,427 10,279 10,280 9,925 10,308 

支 

出 

人件費  6,530 6,067 6,209 6,131 6,339 

教育研究経費  4,118 4,162 4,615 4,290 4,508 

管理経費  1,189 1,240 1,259 1,500 1,406 

徴収不能額等  1 1 1 1 1 

教育活動支出計  11,838 11,470 12,084 11,922 12,254 

教育活動収支差額  △ 1,411 △ 1,191 △ 1,804 △ 1,997 △ 1,946 

教
育
活
動
外
収
支 

収
入 

受取利息・配当金  1,131 1,311 1,405 1,354 1,366 

その他の教育活動外収入  32 237 117 226 114 

教育活動外収入計  1,163 1,548 1,522 1,580 1,480 

支
出 

借入金等利息  0 0 0 0 0 

その他の教育活動外支出  2 7 0 0 0 

教育活動外支出計  2 7 0 0 0 

教育活動外収支差額  1,161 1,541 1,522 1,580 1,480 

経常収支差額  △ 250 350 △ 282 △ 417 △ 466 

特
別
収
支 

収
入 

資産売却差額  230 23 0 342 250 

その他の特別収入  25 11 113 263 196 

特別収入計  255 34 113 605 446 

支
出 

資産処分差額  1 262 64 726 96 

その他の特別支出  0 0 763 47 593 

特別支出計  1 262 827 773 689 

特別収支差額  254 △ 228 △ 714 △ 168 △ 243 

予備費  0 0 0 0 0 

基本金組入前当年度収支差額  4 122 △ 996 △ 585 △ 709 

基本金組入額合計  △ 1,307 △ 2,384 △ 714 △ 1,210 △ 1,578 

当年度収支差額  △ 1,303 △ 2,262 △ 1,710 △ 1,795 △ 2,287 
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前年度繰越収支差額  3,181 1,934 113 △ 928 △ 1,825 

基本金取崩額  56 441 669 898 943 

翌年度繰越収支差額  1,934 113 △ 928 △ 1,825 △ 3,169 

（参考）       

事業活動収入計  11,845 11,861 11,915 12,110 12,234 

事業活動支出計  11,841 11,739 12,911 12,695 12,943 

 
 イ）財務比率の経年比較  

比率名  算出方法  令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  令和 6 年度  令和 7 年度  

人件費比率  
人件費  

経常収入  
56.3% 51.3% 52.6% 53.3% 53.8% 

教育研究経費比率  
教育研究経費  

経常収入  
35.5% 35.2% 39.1% 37.3% 38.2% 

管理経費比率  
管理経費  

経常収入  
10.3% 10.5% 10.7% 13.0% 11.9% 

事業活動収支  

差額比率  

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額  

事業活動収入  
0.0% 1.0% -8.4% -4.8% -5.8% 

学生生徒等納付金  

比率  

学生生徒等納付金  

経常収入  
56.4% 54.7% 53.2% 50.2% 50.8% 

経常収支差額比率  
経常収支差額  

経常収入  
-2.2% 3.0% -2.4% -3.6% -4.0% 

 
③資金収支計算書関係  

 ア）資金収支計算書の状況と経年比較  
（単位：百万円）  

収入の部  令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  令和 6 年度  令和 7 年度  

学生生徒等納付金収入  6,531 6,466 6,275 5,779 5,990 

手数料収入  59 49 47 50 58 

寄付金収入  11 14 22 28 39 

補助金収入  91 73 214 312 287 

資産売却収入  2,816 2,687 821 5,922 6,340 

付随事業･収益事業収入  89 103 108 112 103 

医療収入  3,529 3,448 3,538 3,736 3,845 

受取利息・配当金収入  1,131 1,311 1,405 1,354 1,366 

雑収入  128 340 250 353 151 

借入金等収入  0 0 0 0 0 

前受金収入  757 730 891 1,265 1,196 
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その他の収入  9,430 5,145 4,505 5,176 1,232 

資金収入調整勘定  △ 1,755 △ 1,259 △ 1,346 △ 1,601 △ 2,028 

前年度繰越支払資金  4,227 4,795 5,924 6,403 8,768 

計 27,044 23,902 22,654 28,889 27,347 

            

支出の部  令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  令和 6 年度  令和 7 年度  

人件費支出  6,629 6,078 6,297 6,140 6,263 

教育研究経費支出  2,772 2,841 2,994 2,873 2,938 

管理経費支出  1,118 1,172 1,181 1,288 1,319 

借入金等利息支出  0 0 0 0 0 

借入金等返済支出  0 0 0 0 0 

施設関係支出  926 1,280 1,151 2,756 426 

設備関係支出  327 402 793 805 585 

資産運用支出  10,306 6,134 3,912 6,663 9,033 

その他の支出  354 351 331 441 860 

資金支出調整勘定  △ 183 △ 280 △ 408 △ 845 △ 358 

翌年度繰越支払資金  4,795 5,924 6,403 8,768 6,281 

計 27,044 23,902 22,654 28,889 27,347 

 
 イ）活動区分資金収支計算書の状況と経年比較  

（単位：百万円）  

科 目  令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  令和 6 年度  令和 7 年度  

教育活動による資金収支  

  

教育活動資金収入計  10,381 10,244 10,225 9,898 10,273 

教育活動資金支出計  10,517 10,084 10,473 10,300 10,519 

差引  △ 136 160 △ 248 △ 402 △ 246 

調整勘定等  △ 515 52 210 779 △ 129 

教育活動資金収支差額  △ 651 212 △ 38 377 △ 375 

施設整備等活動による資金収支  

  

施設整備等活動資金収入計 8,731 4,570 3,970 5,241 449 

施設整備等活動資金支出計 9,658 6,653 4,473 6,910 1,011 

差引  △ 927 △ 2,083 △ 503 △ 1,669 △ 562 

調整勘定等  △ 100 △ 60 △ 35 △ 70 △ 480 

施設整備等活動資金収支差額  △ 1,027 △ 2,143 △ 538 △ 1,739 △ 1,042 

小計（教育活動資金収入差額+ 

施設整備等活動資金収支差額）  
△ 1,678 △ 1,931 △ 576 △ 1,362 △ 1,417 

その他の活動による資金収支  
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その他の活動資金収入計  4,173 4,276 2,490 7,066 7,978 

その他の活動資金支出計  1,927 1,216 1,435 3,339 9,048 

差引  2,246 3,060 1,055 3,727 △ 1,070 

調整勘定等  0 0 0 0 0 

その他の活動資金収支差額 2,246 3,060 1,055 3,727 △ 1,070 

支払資金の増減額（小計 +その他  

の活動資金収支差額  
568 1,129 479 2,365 △ 2,487 

前年度繰越支払資金  4,227 4,795 5,924 6,403 8,768 

翌年度繰越支払資金  4,795 5,924 6,403 8,768 6,281 

 
 ウ）財務比率の経年比較  

比率名  算出方法  令和 3 年度  令和 4 年度  令和 5 年度  令和 6 年度  令和 7 年度  

教育活動資金収支  

差額比率  

教育活動資金収支差額  

教育活動資金収入計  
-6.3% 2.1% -0.4% 3.8% -3.7% 

 
（２）その他  
 ①運用資産の状況  
  「学校法人日本歯科大学資産運用内規」に基づき、過度なリスクを伴う金融商品へ

の投資は行わず、最大限のリターンを追及した安定的な資金運用を実施している。  
 ②学校債の状況  
  学校債の発行は行っていない。  
 ③寄付金の状況  
                    （単位：千円）  
   
 
 
 
 ④補助金の状況  
                    （単位：千円）  
 
 
 
 
 ⑤収益事業の状況  
  収益事業は行っていない。  
 
（３）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策  

特別寄付金  23,248 
一般寄付金  15,820 
現物寄付  33,805 

私立学校施設設備費補助金  186,686 
歯科医師臨床研修費補助金  54,934 
その他  45,111 
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  学生生徒等納付金収入は、令和 6 年度に新潟生命歯学部の学費を引き下げた影響に

より一時的に減少したものの、過去 2 年間の入学試験では志願者数・入学者数ともに

増加しており、収入は回復傾向にある。病院収入については、過去 3 年間にわたり増

収が続いている。受取利息・配当金についても、金利上昇を背景に更なる増収が見込

める環境となっている。一方で、人件費や物価の上昇が続いており、経費面では依然

として厳しい状況にある。今後も増収の確保と経費削減の両面から、収支差額の改善

に取り組む。  
 
２．理事・監事・評議員の選任 

    令和 7(2025)年 4 月 1 日付けで日本歯科大学学長に選任された藤井一維学長を、4 
月 1 日より施行された改正私立学校法及び寄附行為に基づき、同日に開催された臨  
時評議員会にて寄附行為第 7 条第 1 項第 1 号理事として選任した。  

寄附行為第 7 条第 1 項第 1 号理事   藤 井 一 維 

（任期:令和 7（2025）年 4 月 1 日から  
令和 11（2029）年定時評議員会終結の時まで） 

 
令和 7(2025)年 6 月 5 日、改正私立学校法及び寄附行為に基づき定時評議員会を開

催し、任期が本定時評議員会終結の時までとなる理事、監事、評議員について、下記

のとおり選任した。 

寄附行為第 7 条第 1 項第 2 号理事   中 原   泉 

（任期:令和 7（2025）年 6 月 5 日定時評議員会終結の時から  
令和 11（2029）年定時評議員会終結の時まで） 

寄附行為第 7 条第 1 項第 3 号理事   中 原   貴 

                        菊 池 憲一郎 

冨 田 武 夫 

藤 井 重 壽 

（任期:令和 7（2025）年 6 月 5 日定時評議員会終結の時から  
令和 11（2029）年定時評議員会終結の時まで） 

 

監事（常勤）  蓮 見 壽 伯 

監  事    加 藤 暢 一 

（任期:令和 7（2025）年 6 月 5 日定時評議員会終結の時から  
令和 11（2029）年定時評議員会終結の時まで） 

 

寄附行為第 32 条第 1 項第 1 号評議員  中 原   賢 

                                       若 槻 紀 寿 

寄附行為第 32 条第 1 項第 2 号評議員    渡 邉 儀一郎 

                                       浅 見 知一郎 
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                                       佐 藤 真奈美 

  寄附行為第 32 条第 1 項第 3 号評議員  安 井 利 一 

                                       西   芳 宏 

（任期:令和 7（2025）年 6 月 5 日定時評議員会終結の時から  
令和 11（2029）年定時評議員会終結の時まで） 

 

３．会計監査人の選任 

令和 7(2025)年 6 月 5 日、改正私立学校法及び寄附行為に基づき定時評議員会を開 

催し、会計監査人として渡邊久美子公認会計士を選任した。 

会計監査人  渡 邉 久美子 

（任期:令和 7（2025）年 6 月 5 日定時評議員会終結の時から  
令和 8（2026）年定時評議員会終結の時まで） 

 

４．日本歯科大学創立１２０周年事業 

  日本歯科大学創立１２０周年事業の一環として、記念のロゴマークや校歌のチャイ  

ムメロディーを作成し、新潟キャンパス正門前の石碑設置を計画した。  

 

５．内部統制システムの整備 

改正私立学校法において求められている内部統制システムの整備の一環として、基 

本方針を策定し、関連するコンプライアンス規程や内部監査規程を整備した。 

 

６．就業規則の改正 

  専門業務型裁量労働制の導入を検討していくために、就業規則に裁量労働制に係る 

事項を定めた条項を加え、改正した。  
 
７．学則の改正 

日本歯科大学学則の改正 

生命歯学部及び新潟生命歯学部のカリキュラム変更 

東京短期大学学則の改正 

歯科技工学科 3 年制移行に係る改正 

 

８．その他 

（１）新潟短期大学歯科技工学科設置認可後の履行状況調査（文部科学省）への対応  
新潟短期大学歯科技工学科設置後に実施される文部科学省による設置認可後の財  

政状況及び施設等の整備計画等の履行状況等調査への対応作業を行った。  
 

（２）給与明細書等の電子化  
   事務業務の効率化及び経費節減のために、給与明細書を完全電子化した。また、
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併せて源泉徴収票の取得や年末調整についても電子化した。  
 
（３）出張旅費の振込支給  
   事務業務の効率化及び申請者の時間的負担軽減のために、出張旅費の現金支給制  

度を原則振込支給制度に変更した。  
 

（４）生命歯学部校地の建物明渡請求の訴訟結果  
  ＪＲ飯田橋駅前本学体育館横の校地の建物明渡請求の訴訟について、勝訴結果と 

なった。 

 

（５）参議院第二別館内歯科診療所の施設運営公募の選定結果 

参議院第二別館内歯科診療所の施設運営公募について、応募の結果、本学が選定  
された。  
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Ⅱ．生命歯学部 

１．学部の概要  
（令和 7 年 5 月 1 日現在）  

学校名  学部・学科名  開設年度  修業年限  在学者数  
日本歯科大学  生命歯学部・生命歯学科  昭和 27 年     6 年  805 人  

 

２．令和８年度入学試験結果 

（令和 8 年 4 日 1 日現在） 

（ ）内は女子 

 

３．入試広報関係（学生募集） 

生命歯学部の学生募集として平成 25(2013)年度入試より、一般選抜入学試験（前期）

と大学入試センター試験利用入学試験（現：大学入学共通テスト）（前期）において、

納付金総額を半額とする特待生制度を実施し、より優れた学生確保に向けた対策を講

じ、これを実施した。  
令和 7(2025)年度の入試対策は、以下のとおりである。  

（１）学校推薦型選抜は、引き続き指定校推薦、一般公募推薦を実施した。  
 
（２）入試の情報源である大学ホームページ、各社進学ネットなどで広報の充実を図っ

た。  
（３）令和 7(2025)年度のオープンキャンパスは、学生の協力のもと対面型で開催した。

試験区分 募集人数 志願者数 受験者数 合格者数 

  

学校推薦型選抜 約 40  81(47) 81(47) 76(43) 

大学入学 
共通テスト利用

（前期） 
約 20 169(92) 155(86) 37(19) 

大学入学 
共通テスト利用

（後期） 
約 5 34(17) 30(15) 3(3) 

一般前期 約 53  352(166) 335(158) 108(52) 

一般後期 約 10 164(83) 145(69) 11(8) 1 年次  
入学者数  

1 年次 計 128 800(405) 746(375) 235(125) 128(70) 

編入学 若干名  15(9) 15(9) 4(3) 2 年次 

編入者数  

2 年次編入 計 若干名  15(9) 15(9) 4(3) 3(2) 
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参加延べ人数は 844 人であった。開催内訳は 5 月 18 日（土、39 組）、7 月 25 日

（木、98 組）、7 月 30 日（火、49 組）と 8 月 18 日（日、150 組）、10 月 26 日

（土、30 組）と最終回の 10 月 27 日（日、56 組）となった。いずれの回も学生に

よる学内ツアーや歯科体験コーナー、教員による対面型個別相談会を実施した。ま

たオンライン入試対策セミナーも実施した。  
 
（４）イベント併催型入試相談・説明会への積極的参入  

業者開催の入試相談・説明会に積極的に参加し、模擬講義や体験実習ブースを併

設したイベント併催型の入試相談・説明会にも参加した。新潟生命歯学部及び両短

期大学とともにオール日本歯科大学として対応した。  
 
４．教育関係 

令和7(2025)年度の生命歯学部における教育環境の概要として、授業は対面形式・座

席指定で行った。設備体制では引き続きオンライン配信システムを維持し、校内立入

りが制限された日時（解剖体諸霊位供養法会、大学入試共通テスト準備）は遠隔授業、

オンライン面接を行った。学期初めには全学年の学生に対して、新しい歯学教育モデ

ル・コア・カリキュラムに沿って新制されたカリキュラムと学修ロードマップについ

て、学生便覧とシラバスを併用して学年別ガイダンスで説明した。また、令和5(2023)
年版出題基準の適用4年目となる第119回歯科医師国家試験の出題傾向と合格ラインに

ついて分析し、問題選定委員会及び事後評価委員会と共有して対応を計った。また一

連の内容を、新入生オリエンテーション、保護者説明会及び教育フォーラムでも説明

し、学生・保護者・教員間で生命歯学部の状況と今後の教育方針を共有した。  
 

（１）カリキュラムの変更  
令和6(2024)年度入学の第1学年から適用されている令和4(2022)年度改訂版歯学教

育モデル・コア・カリキュラムを基準に、新版の趣旨に沿って既存科目の改廃を行

った。科目の再編成において、令和9(2027)年度を目処とした大枠の改訂を計画して

おり、令和7(2025)年度では、第4学年の後期に行われる科目の統合科目化と各科目

の半期前倒しを目的とした調整を進めた。学期毎の単位科目については、教授目的

に沿って授業様式を組み合わせ、適切な実施日・回数を設定した。学期内での科目

単位時間の担保に関しては、シラバスに準備学習内容を明示することで、単位取得

に充分な学習機会を確保させた。これらの改変に合わせて、授業計画表（シラバス）

の様式を順次更新した。  
令和9(2027)年度までの計画として、プロフェッショナリズム教育の再編も進めた。

第1学年のプロフェッショナリズム1では本学卒業生を中心とした講師を招き、歯科

のプロフェッションについて考える機会を提供した。また、第2学年のプロフェッシ

ョナリズム2では、本学独自の対話型鑑賞 (VTS; visual thinking strategy)の体験な

ど、物事に対する視点・観点を拡げることをねらいとしたアクティブラーニング授



11 
 

業および関連教材を充実した。  
第1学年では、教養系科目のうち生物学、化学の教授内容を見直し、歯科医学を修

得するうえで欠かせない生命科学の基盤事項を優先的に学べるようにした。また、

生命歯学概論、病院医療概論では、低学年から歯科臨床へ接する機会を増やし，年

度を通して触れられるよう配置した。  
第2学年後期の生命歯学探究実習では、講座（研究領域）ごとのに6～7人の学生グ

ループを配属し、各領域の研究テーマに沿って研究活動を行った。前年度に引き続

き、研究成果をポスター形式で発表し、相互討論を実施した。  
第4学年の統合臨床基礎学実習では、新共用試験で見直されたOSCE課題に沿って

病院実習前に修得すべき課題を中心に内容を改変し、円滑に病院実習へ移行できる

よう調整した。特に第4学年の年度末授業は、共用試験（CBT/OSCE）の実施スケジ

ュールを踏まえて授業と臨床基礎実習の履修期間を修正し対応した。令和8(2026)年
度では各科目の半期前倒しを前提とした統合科目の設定，内容調整を進める。  

第5学年に関しては、令和6(2024)年度から診療参加型臨床実習の内容充実を進め

てきた。臨床実習は、全科ローテーションを軸として、初診からの一連の診療プロ

セスを体験する持ち患者制と、診療科間の連携を重視したブロック制を併行実施し

た。また、第5学年講義は、週半日（2コマ）基礎系科目と臨床系科目で共通したテ

ーマについて相互討論を行うカンファレンス形式で実施した。  
 

 

（２）試験・成績判定基準等の改廃  
成績評価に関しては、第1学年～第5学年の前学期・後学期ともに定期本試験、追

再試験を行い、シラバスに提示した評価方法に則り実施し、定期試験の合格基準は

70点を継続した。また、学習態度に関して、遅刻、忘れ物、身なり・態度等の評価

を科目成績と切り分けた評価様式を導入し、学生に対して改善指導を行える体制を

構築した。第6学年に対しては、6月・8月・10月に総合科目の本試験3回を行い、11
月に第6学年課程の判定を行った。続く卒業審査では、学士試験の合格をもって卒業

を認定した。これら第6学年の試験はすべて歯科医師国家試験設計表に基づいた配分

で臨床実地問題を含む360問とし、合格基準はいずれも70点以上を継続した。  
総合試験は、当該学年までの履修科目全般に渡る知識の定着状況を確認する目的

で実施した。第1学年では、履修内容の幅が広いことから、教養系科目（生物学、化

学、物理学）や医学英語を中心に出題し、第2学年以降に求められる基礎学力の確認

を目的とした。出題形式は、履修内容（科目）に対応して、第1学年は100問、第2学
年は120問、第3学年は215問、第4学年は240問、第5学年は265問を出題し、合格基

準を70点とした。なお、第4学年の進級審査では、「共用試験の成績が国の定める到

達基準に達しない場合」を単独留級要件に加え実施した。  
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（３）学生の修学状態の確認と学習支援  
教務・学生部と学年主任・副主任で構成される学生指導委員会を月1回開催し、学

生の出席状況の確認と多欠席者への対応を協議するとともに､成績不良者に対して定

期試験後に学生と教員（学年主任､副主任､教学関係）との面談又は状況に応じて保

護者を交えた三者面談を行い､早期の原因究明とそれらへの対策とした｡また、就学

に対して様々な障害を抱える学生の増加に対応すべく、教員とリアルタイムでの出

席状況の共有を行い、連続した欠席が確認されたときにすぐに保護者への状況確認

と報告を行った。学生からの申し出があれば、合理的配慮についてすり合わせを行

い、学生の生活をサポートした。  
第6学年に関しては、第6学年学生指導プロジェクト委員会が学習面を中心に国家

試験終了後まで全般的なサポートを行った。11月の進級審査で第6学年課程未修了（6
年留級）の判定を受けた者に対しては､12月から3月までの期間に、自己分析の精度

を高め、自己学習を習慣化させる支援プログラムを実施した。さらに希望者にはテ

ィーチングアシスタント（TA）制度にてきめ細かな学習指導をおこなった。加えて、

低学年での成績不良者、留級者に対する学生指導プロジェクトの体制を第1学年に適

用した。また、第1学年の後学期では、前期定期試験結果を踏まえてピア・サポート

の時間（月曜4限）を設けた。グループ学習を推進する目的として、退館時間の延長

（22時），各教室とセミナー室の開放、6年生に対しての年末休日の教室開放日の設

定を行い，自習スペースの拡充を行った。  
 

（４）学生の目的意識の喚起と目標設定の支援  
定期試験準備について、例年受験後に試験勉強の不足について反省する学生が多

い。日頃の学習習慣の見直しを意識させる目的で、令和6(2024)年度の定期本試験で

は、追再試験受験申告票の申請時に「再試験願」の提出を課していたが、成績低迷

者の追再試験受験率の低下への対応と手続きの簡略化を目的に令和7(2025)年度では

この仕組みを廃止した。学修目的の意識改革には1年生オリエンテーション合宿や富

士見浜浦フェスタを通じて支援を行い、追再試験該当者の撲滅を目指す。  
 
（５）オンライン学習システムの運用  

学内の講義・実習において、学内無線LAN［Eduroam］、学習支援システム［Moodle］、
ノートPC/タブレット型PCなどの設備・教育機器を活用した。講義資料・レジュメ

等は、基本的に各科目のMoodleコース経由でPDFを事前配付するスタイルを継続し

た。併せて、学生の理解を促しやすい視覚素材（画像や動画）を盛り込んだ授業を

行った。クラウドベースのESS学習支援システムを用いて、各学年の総合試験、6年
本試験、学士試験等の作問と提出を行った。また、問題演習アプリもモバイル版ESS
に更新した。ここに収載されている過去の国家試験問題やCBT練習問題から演習セ

ットを構築し、第2～4学年に定期的に出題して自己学習を推進した。このオンライ

ン学習を円滑に実施できるよう、新入生とその学費出資者に対しては、生命歯学部
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の授業を受けるために必要なPC/モバイル端末のスペックとインターネット環境に関

して情報を提供した。  
必要に応じてZoomによるオンライン授業を実施する。学生の学内立入りが制限さ

れる学内行事日（解剖体諸霊位供養法会、大学入学共通テスト準備日等）の第6学年

講義や学士試験後の国家試験直前講義をオンラインで自宅受講とした。また、令和

8(2026)年度からは学習支援システム［Moodle］の廃止、Zoom契約の最適化を行う。  
 
（６）試験問題出題管理と成果のフィードバック  

令和7(2025)年度も引き続き歯科医師国家試験の出題傾向と学内試験の妥当性を

分析し、問題作成要領の改訂を継続した。各科目の教育内容の不足項目等、成績分

析結果を授業担当者へフィードバックする体制を整え、教育効果の向上に努めた｡ま

た、本学の試験問題の管理体制を強化する。教務が作成を依頼した試験問題は、新

作問題を基本とし､過去の問題をそのまま出題することは禁止している。教務では、

問題作成要項の改訂、提出問題の取り纏め、ブラッシュアップ資料作成、問題冊子

作成、試験実施後の成績分析を行い、各試験後は事後評価検討委員会で問題の妥当

性を検討した。試験の分析結果は､試験後の振り返り授業で学生にフィードバックし､

特に正答率の低い部分に関しては知識の補完や誤認項目に関する修正教育を行うよ

う科目担当者に指示した。中期的な教務計画では、ブラッシュアップの充実と各科

目で作成した実績のある良問のデータベース化を進める。  
 

（７）成績管理、教員教育  
教務が各所属に作成を依頼している各種試験問題や教育資料・メディアコンテン

ツ、歯学生共用試験関連の資料・成績情報を厳重に保管できる環境を整備した。教

務及び関連委員会では、これまで数々の学習環境改善の取り組みを行ってきたが、

令和7(2025)年度では、その効果を判定する根拠データの収集を図った。ここで得ら

れたデータをもとに、教育開発委員会などの教務関連委員会の改組を進めていく。

さらに若手教員の教育への関心・貢献を高めることを目的として、教務系委員会へ

の参加要請を教務主導で行う。  
 
（８）富士見・浜浦フェスタ  

令和7年4月22日（火）、23日（水）の2日間、生命歯学部と新潟生命歯学部の第3
学年学生を対象に、NASPAニューオータニ（新潟県南魚沼郡湯沢町）にて、「最短

で歯科医師になるための学習方略を考える」をテーマに掲げた「富士見・浜浦フェ

スタ（両学部合同のワークショップ）」が開催された。本年度のフェスタは、コロ

ナ禍前の平成31年4月以来の6年ぶりとなり、共用試験公的化などを鑑みた対象学年

の変更（以前は第4学年）や開催場所の変更などよる新しい形での開催となり、学生

187人（生命歯学部：130人、新潟生命歯学部：57人）、教職員47人が参加した。  
本年度のワークショップでは、「教科書を中心とした学習方略」、「通常の授業
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に臨む上での事前学習、事後学習」の2つ課題に焦点を絞ったプログラムとなった。

今年度のフェスタは、学生にとって、「第3学年開始時点において、歯科医師になる

ためにこれからの4年間をどのように学習していくべきか。」を真剣に考えることが

できた有意義な時間となった。また、久々に本フェスタを両学部合同で実施でき、

学生はもちろんのこと教職員においても、学部同士でコミュニケーションを図れる

良い機会となった。 

 
（９）歯学生共用試験、歯科医師国家試験への対応  

令和6(2024)年度から公的化された歯学生共用試験を円滑に行えるよう、環境整備

を行った。OSCEに関しては、試験会場の構造上、準備・設営の効率に課題が残され

ているが、臨床祖実習室のAVシステム、机上のPC、モニターおよびサーバー設備を

リニューアルした。CBT実施会場となるPCルームのPCにおいてはHDDからSSDへ

の変換、Windows11へのOSのアップグレードを行った。  
現行の令和5年版歯科医師国家試験出題基準は、第116回試験から適用され、令和

7(2025)年度の6年生が受験する第119回まで適用される。第116回、第117回、第118
回試験では想定を超える出題内容の変化が小さいことから、第118回試験の傾向を基

にブラッシュアップ作業を行った。  
 

（１０）保護者説明会  
令和7(2025)年度では、5月25日(日)の13時～16時30分に令和7年度保護者説明会

を対面にて行った。午前中は遠方の保護者を優先した個別面談を行った。総出席者

人数は186人（第1学年：39人、第2学年：72人、第3学年：25人、第4学年：16人、

第5学年：15人、第6学年：19人）であった。説明会では令和7(2025)年度の教育方針

を説明することで保護者の不安を解消し､大学に対して協力的な保護者の育成ができ

るよう努めた。また、アンケート結果から、遠方の保護者からオンライン配信の希

望も見受けられたが、対面式・ライブでの説明会に多くの保護者が満足していた。

個別面談は、対面形式と合わせて引き続きインターネットを用いた遠隔面談も併設

し、多様な要求に対応した指導を行う。  
 

５．歯科医師国家試験 

第119回歯科医師国家試験までのカリキュラムとして、令和7(2025)年度も引き続き

第6学年の4月から10月末までの授業期間は本試験を節目とした3クールに分け、臨床

系科目は「講義－翌日問題演習」の授業形態、基礎系科目は改変問題・新作問題の演

習講義とし、学習指向がパターン化されないよう科目配置を工夫した。第6学年課程修

了後の11月以降は、まとめ講義を2ヶ月で行った後、歯科医師国家試験を想定した直前

対策講義を実施した。国家試験直前の週は、最終調整期間として講堂とセミナー室を

自習室として開放し、各自で最終調整できるようにした。さらに、3限の時間を利用し

て直前の特別講義を実施し、国家試験対策を行った。  
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第119回歯科医師国家試験は、令和8(2026)年1月31日（土）、2月1日（日）の2日間

で実施され、本学新卒者は実践女子大学渋谷キャンパスで受験した。3月16日に発表さ

れた結果は、新卒者の合格者数は1,482人（118回は1,657人）、全体では1,757人（118
回は2,136人）で、新卒者で175人、全体で379人の減少が認められた。生命歯学部の新

卒受験者は127人中90人合格、新卒合格率70.9％であった。昨年の合格率93.3％から

22.4％低下した。既卒者は26人中6人合格（既卒合格率23.1％）となり、新卒・既卒を

合わせた総数での合格率62.7％は私立歯科大学17校中9位であった。既卒合格率は引き

続き改善すべき課題であり、既卒生に対する学修支援プログラムの強化を開始する。  
第119回歯科医師国家試験終了後の成績上位者への聞き取り調査では、本学で学んだ

内容で国家試験に対応できるとの意見が多かったものの、必修問題の高難度化、例年

よりも削除問題の増加が散見され、難易度の差が著しい傾向であった。国家試験終了

後、講義担当者を含む教員が国家試験問題を確認し、担当科目や関連科目での出題状

況を分析して120回国家試験に向けた対応策の策定を依頼し、今後の講義・試験に反映

させるよう依頼した。  
 

６．学生関係 

（１）全日本歯科学生総合体育大会開催への協力と参加 

第57回全日本歯科学生総合体育大会（歯学体）は鶴見大学歯学部が事務主管のも

と、令和6(2024)年12月27日（金）・28日（日）にラグビーフットボール、令和7(2025)
年3月20日（木）～23日（日）にスキーの冬期2部門から開催された。夏期部門は令

和7(2025)年7月31日（木）から8月10日（日）までの期間中に各部門が開催された。

冬期・夏期含めて開催された全23種目中、本学からは17部門での参加があり、昨年

の16部門参加から1部門の追加ができた。  
バスケットボール部が総合優勝、硬式野球部と男子硬式庭球部が優勝、剣道部が

準優勝、さらにアーチェリー部が総合3位と素晴らしい結果であった。結果、総合順

位は5位であり、昨年の総合7位から順位を上げることができた。この結果を経て、

今後の飛躍を目指し、さらなる練習環境の整備に努める。また、第58回全日本歯科

学生総合体育大会の冬期部門が開催され、ラグビーフットボール部門は令和7(2025)
年12月27日（土）から2日間にわたり千葉県松戸市の日本大学松戸歯学部グラウンド

で行われ、総合3位であった。スキー部門は令和8(2026)年3月19日（木）から3月22
（日）の4日間、北海道小樽市の朝里川温泉スキー場で行われ、女子スキー部が優勝

し総合5位であった。  
 

（２）国際交流 

本学はIUSOHとして海外15ヶ国18校と姉妹校提携を行っており、交換学生、訪問

学生の受入れを実施してきたが、令和2(2020)年度から令和5(2023)年度まで中止を

余儀なくされてきた。中止期間中に各姉妹校と行ってきた基盤再構築の結果、令和

6(2024)年度ではマンチェスター大学との交換留学制度が再開し、令和7(2025)年7月
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28日（月）から8月8日（金）の日程で、2人の交換学生を受け入れた。本学からは令

和8(2026)年6月29日（月）から7月10日（金）の日程で、2人の交換学生を派遣する

予定である。一方、一昨年度から再開された中山医学大学との交換留学制度は、令

和7(2025)年10月6日（月）から10月18日（土）の日程で4人の交換学生を受け入れ

た。本学からは、令和8(2026)年2月28日（土）から3月14日（土）の15日間の日程

で、東京と新潟合わせて4人の交換学生を派遣した。  
 

 

７．研   究  
（１）科学研究費について  

①令和 7(2025)年度の採択について  
令和 7 (2025)年度分  生命歯学部科学研究費助成事業採択件数及び配分金  

研究種目  審査区分  採択件数  配分額（千円）  
基盤研究 (B) 一般  1 3,380 

基盤研究 (C) 一般  40 64,740 

研究活動スタート支援   0 0 

若手研究   10 10,790 

挑戦的（萌芽）   2 4,290 

合計   53 83,200 

 

②令和 7(2025)年度の申請について  
   令和 8(2026)年度分  科学研究費補助金申請件数  

研究種目  件数  研究種目  件数  
基盤研究 (A) 2 研究活動スタート支援  7 
基盤研究 (B) 3 若手研究  21 
基盤研究 (C) 71   
挑戦的（萌芽）  3 合計  107 

 

（２）産学等連携について 

（令和 7 年度 生命歯学部委託研究費一覧）   

月日 研究依頼者 講座 
金額 

(単位:円) 
研究内容 

4 月 2 日 
亀水化学工業

㈱ 
総合診療科 4 100,000 

災害時の簡易的な義

歯の開発 
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4 月 30 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
130,000 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

5 月 20 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
16,500 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

5 月 30 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
135,000 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

6 月 5 日 
医療法人社団

青松会  
総合診療科 4 300,000 

バスケットボールに

おけるマウスガード

の必要性の検討 

6 月 20 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
16,500 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

6 月 24 日 
アサヒグループ

食品㈱ 

共同利用研究

センター 
1,375,000 

歯垢形成抑制成分を

配合した口腔ケア用

品の効果に関する研

究 

6 月 30 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
225,000 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

7 月 8 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
260,656 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

7 月 14 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
110,000 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と
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安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

7 月 15 日 サンメディカル㈱ 
歯科保存学講

座 
500,000 

根管象牙質壁に残存

する根管シーラーが

レジンコアの接着強

度に及ぼす影響 

7 月 18 日 ジーシー㈱ 
歯科補綴学第

1 講座 
1,192,446 技術指導料 

7 月 22 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
16,500 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

7 月 22 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
371,910 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

7 月 31 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
325,000 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

7 月 31 日 
クラレノリタケデ

ンタル㈱ 

接着歯科学講

座 
500,000 

試作品の評価および

ボンディング、Ｃ

Ｒ、セメント分野に

おける製品の評価 

7 月 31 日 
(公社 )東京都歯

科医師会  
歯周病学講座 1,220,000 

根拠に基づく最新の

歯周治療 

7 月 31 日 
(公社 )東京都歯

科医師会  

歯科理工学講

座 
1,120,000 

デジタルＭＩ最前線

～次世代補綴コンセ

プト～ 

7 月 31 日 
(公社 )東京都歯

科医師会  
総合診療科 4 930,000 

顎関節症治療の世界

ランキング上位 4 種

を知る！体験する！

医院展開する！ 
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7 月 31 日 
(公社 )東京都歯

科医師会  

口腔外科学講

座 
600,000 

口腔外科小手術～温

故知新～ 

7 月 31 日 
(公社 )東京都歯

科医師会  
口腔外科 300,000 

口腔外科小手術～温

故知新～ 

8 月 20 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
33,000 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

8 月 20 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
381,370 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

8 月 29 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
317,500 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

8 月 29 日 
クラレノリタケデ

ンタル㈱ 

接着歯科学講

座 
500,000 

試作品の評価および

ボンディング、Ｃ

Ｒ、セメント分野に

おける製品の評価 

9 月 8 日 
Geistlich 

Pharma AG 

放射線・病理

診断科 
3,673,956 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部の顎骨再生

に対するコラーゲン/

脱タンパクウシ骨ミ

ネラル複合体(DBBM-

C)の有効性と安全性

を評価する前向き多

施設共同試験 

9 月 22 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
16,500 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

9 月 30 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
332,500 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 
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9 月 30 日 (一財 )冨徳会  衛生学講座 300,000 

Streptococcus 

gordonii の善玉作用

を活用したプロバイ

オティクスの開発に

向けた基礎研究 

10 月 6 日 
Geistlich 

Pharma AG 

放射線・病理

診断科 
240,240 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部の顎骨再生

に対するコラーゲン/

脱タンパクウシ骨ミ

ネラル複合体(DBBM-

C)の有効性と安全性

を評価する前向き多

施設共同試験 

10 月 6 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
186,604 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

10 月 6 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
83,820 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

10 月 6 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
233,002 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

10 月 20 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
16,500 

品質管理支援業務

（商品開発に関する
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アドバイスや指導

等） 

10 月 31 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
372,500 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

10 月 31 日 
（特非）日本歯

周病学会  
歯周病学講座 500,000 

歯学部学生の喫煙状

況および加熱式、電

子、水タバコによる

口腔内への影響につ

いての縦断研究－パ

イロット研究－ 

11 月 12 日 
(公財 )大隅基礎

科学創成財団  
薬理学講座 3,900,000 

オルガネラは創られ

る：新規液胞生成分

子基盤の解明 

11 月 20 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
16,500 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

11 月 28 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
285,000 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

11 月 28 日 

国立研究開発

法人科学技術

振興機構  

歯周病学講座 780,000 

デメチルポリフェノ

ール含有の歯周病予

防を目指したオーラ

ルケア製品開発 

12 月 8 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
277,816 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

12 月 15 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
1,037,696 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ
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ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

12 月 19 日 ジーシー㈱ 
歯科補綴学第

1 講座 
1,141,245 技術指導料 

12 月 22 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
33,000 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

12 月 22 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
110,000 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

12 月 26 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
277,500 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

1 月 13 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
640,420 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル(DBBM)の有効性と

安全性を評価する前

向き多施設共同試験 

1 月 30 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
152,500 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

2 月 20 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
16,500 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

2 月 27 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
150,000 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 
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3 月 23 日 
㈱生活品質科

学研究所  

口腔リハビリ

テーション科 
16,500 

品質管理支援業務

（商品開発に関する

アドバイスや指導

等） 

3 月 23 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
300,000 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部の顎骨再生

に対するコラーゲン

／脱タンパクウシ骨

ミネラル複合体（Ｄ

ＢＢＭ－Ｃ）の有効

性と安全性を評価す

る前向き多施設共同

試験 

3 月 26 日 
Geistlich 

Pharma AG 

口腔インプラ

ント診療科 
946,536 

重度骨吸収を伴う上

顎臼歯部のリハビリ

テーションに対する

脱タンパク骨ミネラ

ル（ＤＢＢＭ－Ｃ）

の有効性と安全性を

評価する前向き多施

設共同試験 

3 月 28 日 
医療法人社団

青松会  
総合診療科 4 300,000 

女子サッカー選手に

おける脳震盪とマウ

スガードの必要性の

検討 

3 月 31 日 
埼玉県済生会

加須病院  

放射線・病理

診断科 
117,500 

胃癌・乳癌に対する

免疫組織化学および

分子病理学的検討 

3 月 31 日 
ナガセダイアグノ

スティックス㈱ 
歯周病学講座 1,100,000 

新規歯周病診断マー

カー探索の検討 

3 月 31 日 
亀水化学工業

㈱ 
総合診療科 4 100,000 

災害時の簡易的な義

歯の開発 

    合  計 28,630,717   

 

（３）研究活動における不正行為の防止に関する研修会について 

研究活動における不正行為への対応等に関するガイドラインに則り、本年度も研
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修会を教職員に対して実施した。期間を限定しオンライン (Moodle)にて次の通り開

催した。  
①  科学研究費の応募・不正行為説明会  

   日 時：令和 7(2025)年 7 月 23 日（水）～令和 7(2025)年 8 月 29 日（金）  
   対象者：科学研究費応募者  
 

（４）外部研究費獲得に向けた事務支援体制の強化 

科学研究費等の外部資金獲得に向けて事務職員の支援体制の強化を計ることを目

的に、学内専用ホームページを使用した情報発信、各種研修会への参加を実施した。

さらに、科学研究費等の申請者のうち、提出書類の添削を希望する申請者に対して、

研究推進委員会のメンバーが支援を行った。  
 

 

８．施設・設備関係  
（１）令和 7(2025)年度に実施した主な施設・設備工事等             

No 件  名 場 所 
金 額 

（単位：円） 
目的 

1 
小金井クラブハウス耐震改修工

事 
生命歯学部 16,940,000 改修 

2 
マルチメディア臨床実習教育シ

ステム 
生命歯学部 163,664,600 更新 

3 マイクロフォーカス X 線 CT 装置 生命歯学部 38,962,000 更新 

4 共焦点レーザー顕微鏡 生命歯学部 19,798,900 更新 

5 本館 B１学生ラウンジ改修工事 生命歯学部 4,014,780 改修 

6 附属病院 照明器具 LED 工事 附属病院 73,370,000 改修 

7 附属病院 受変電設備改修工事 附属病院 42,900,000 更新 

8 デジタル X 線透視撮影システム 附属病院 38,005,000 更新 

9 高圧蒸気滅菌装置 附属病院 12,650,000 新規 
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（２）科学研究費間接経費 

令和 7(2025)年度の科学研究費間接経費（707 万円）の使途について共同利用研究

センターの保守点検費用・生物科学施設保守点検費用及び光熱水費等に執行した。 

No 品  名  場 所  
金 額  

（単位：円） 
目 的  

1 
IPA アカデミックリミテッド  
コンカレントライセンス  

共同利用研究

センター  
2,142,250 

学 内 全 体 で の

使用  

2 走査電子顕微鏡保守点検  〃  1,427,800 〃  

3 透過電子顕微鏡保守点検  〃  1,331,000 〃  

4 液化窒素セルファー  〃  853,050  

5 
StepOnePlus リアルタイム  
PCR システム保守点検  

〃  716,034  

6 
QuantStudio3 リアルタイム  
PCR システム保守点検  

〃  525,690  

 

９．人事関係 

（１）部局長の選任について 

令和 7(2025)年 10 月 1 日付の役職教員について、令和 7(2025)年 5 月開催の理事

会において次のとおり決定し、選任した。  

役 職 名  所  属  職 階  氏  名  

共同利用研究センター長 

（新任）  
生理学講座  教 授  佐 伯 周 子  

 

令和 8(2026)年 4 月 1 日付の役職教員について、令和 8(2026)年 3 月開催の理事

会において次のとおり決定し、選任した。 

10 歯科用ユニット４台 附属病院 11,048,400 新規 

11 麻酔器 附属病院 10,560,000 新規 

12 
東京木場寮 空調機更新・LED

化工事 
東京木場寮 60,280,000 改修 
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役 職 名  所  属  職 階  氏  名  

多摩クリニック院長（重任）  口腔ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科  教 授  菊 谷   武  

大学院生命歯学研究科長 

（重任）  
小児歯科学講座  教 授  苅 部 洋 行  

 

（２）教員評価について 

令和 6(2024)年度分の教員評価は実施しなかったが、令和 7(2025)年度分の教員評

価に関する活動は、学生による授業評価を実施し、令和 8(2026)年度の教員による教

育・研究・診療等に関する調査の再開に向け調整を行った。  
 

（３）教職員健康診断等について 

令和 7(2025)年度は以下のとおり実施した。 

日 付  場 所  内 容  
人 数  

（単位：人）  

令和 7 年 6 月 3 日～5 日  大学内  
教職員定期健康診断  
（第 1 回有害業務従

事者健康診断）  
受診者  655 

令和 7 年 6 月 9 日，10 日  大学駐車場  胃 X 線間接撮影  受診者  62 

令和 7 年 11 月 27 日〜  

12 月 11 日  
附属病院・  

多摩クリニック  
第 2 回有害業務従事

者健康診断 
受診者  105 

令和 7 年 10 月 29 日〜  

   令和 7 年 11 月 26 日  
附属病院  

インフルエンザワク

チン接種  
院務部が中心となり

内科・外科の協力の

もと実施  

接種者 344 

 

 
１０．ＦＤ・ＳＤ関係 

令和 7(2025)年度の FD・SD として以下のとおり実施した。  
①  全教員参加の教育フォーラムの開催 (令和 7(2025)年 5 月 ) 
②  共用試験歯学生 CBT 問題作成のためのワークショップ (令和 7(2025)年 6 月 ) 
③  学年主任・副主任あり方研修会 (令和 8(2026)年 2 月 ) 
④  日本私立大学協会学生生活指導部課長相当者研修会 (令和 7(2025)年 7 月 ) 
⑤  日本私立大学協会大学教務部課長相当者研修会 (令和 7(2025)年 10 月 ) 
⑥  日本私立歯科大学協会学生生活協議会 (令和 7(2024)年 9 月 ) 
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⑦  日本私立歯科大学協会事務職員研修会 (令和 7(2024)年 11 月 ) 
 

１１．図書館 

（１）利用状況 

①開館日数 

開館時間 9 時 -20 時  9 時 -21 時  9 時 -17 時  16 時 -20 時  総開館日数  

開館日数 208 日  20 日  7 日  6 日  242 日  

 

②図書館サービス 

貸出サービス（郵送貸出含む） 文献複写サービス 

人数 冊数 学外への依頼 学外からの依頼 

2,014 人  3,631 冊  146 件  609 件  

 

（２）令和 7(2025)年度受入資料冊数  

 

資料 

総冊数 寄贈のみの冊数 

和書 洋書 合計 和書 洋書 合計 

図書 411 冊  32 冊  443 冊  109 冊  7 冊  116 冊  

製本雑誌 290 冊  160 冊  450 冊  89 冊  16 冊  105 冊  

印刷体雑誌 203 誌  158 誌  361 誌  *一部は電子ジャーナルと重複 

電子ジャーナル 1,642 誌  5,242 誌  6,884 誌  *新潟生命歯学部図書館と共同

購入 

 

（３）データベース説明会の実施 

①図書館員による実習形式の文献データベース説明会を行った。 

説明会内容：医中誌 Web、PubMed、JCR/EndNote/EJ、図書館ツアー 

参加者：大学院生、レジデント 計 52 人（全 25 回開催） 

②専門講師によるオンライン説明会を行った。 

   説明会内容：Web of Science「情報の洪水にもう翻弄されない！～本当に読ま

なければいけない論文をすぐに発見する方法～」 

   参加者：教職員、大学院生 計 16 人 
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（４）学生への教育支援 

①第 1 学年授業「歯科医療情報学実習」（11 回）を実施した。 

内容：図書館・OPAC・データベースの使用方法、著作権に関する講義 

図書館実習（スタンプラリー・図書館の利用方法・情報の検索） 

②PC ルームでの授業のため、PC 設定の支援を行った。 

③CBT・総合試験のため、PC ルームの PC 準備・メンテナンスを行った。 

④無線 (Eduroam)・Office365・Moodle・Google Workspace の利用者登録と接続支

援を行った。 

⑤新着図書の案内を図書館入り口前に掲示し、利用を促した。 

 

（５）PC ルームのパソコンおよびソフトウェアの更新 

PC ルームに設置しているパソコンについて、OS を Windows10 から Windows11
へ移行するとともに、Microsoft Office を 2024 版へバージョンアップした。これに

より、セキュリティリスクの低減を図り、学習環境の利便性向上を実現した。 

 

（６）図書館広報 

①図書館員が毎月テーマを設定し、関連する図書を選定・展示することで、図書の

利用促進に努めた。また、Face Book・メーリングリストを活用して図書紹介も行

った。 

②「日本歯科大学校友会・歯学会会報」（年 4 回）・「KOYU Times」（年 4 回）

に図書館紹介記事を掲載した。 

 

（７）当校発行資料の電子化 

資料の長期保存及び利便性の向上を目的に、当校の歴史的出版物や貴重書の電子

化を進めた。 

 

（８）千代田区と連携した企画展示 

認知症施策を推進している千代田区と連携し、館内において認知症関連図書の展

示及びパンフレット（千代田区認知症ガイドブック）の配布を行い、認知症に関す

る普及啓発活動に協力した。 

 

（９）日本歯科大学学術機関リポジトリにデータ追加 

「日本歯科大学生命歯学部研究年報令和 6(2024)年度」・「日本歯科大学紀要.一

般教育系」（54 巻  March 2025）・「日本歯科大学学位論文」12 件を追加した。 

 

（１０）学内 LAN 及びネットワークセキュリティ 

①学内 LAN メンテナンス 

ア 令和 7(2025)年 12 月 電気設備定期点検時に LAN 関係機器の停止を行った。 



29 
 

イ 耐用年数の経過および OS サポート終了に伴い、DNS サーバのリプレースを

実施した。 

②サイバー攻撃や不審メール等のセキュリティに関する注意喚起をメーリングリス

ト及び学内掲示を利用して広報した。 

 

（１１）大学ホームページの更新 

各講座からの依頼により、生命歯学部ホームページの更新・追加編集、また日本

歯科大学新聞、学内電子メールアドレス一覧ページの更新を行った。 

 

（１２）診療ガイドライン作成支援 

日本歯科保存学会「う蝕治療ガイドライン」作成において、学会の要請から文献

検索の支援を行った。 

 
１２．その他  
（１）危機管理体制 

大規模災害（震災）やパンデミックに備えて、生命歯学部緊急連絡網の更新を行

いながら、マニュアル等の見直し等を行い、教職員の安全強化を図った。  
 
（２）千代田区との大規模災害時における協定 

本学は、千代田区と地震、水災等の大規模災害時における帰宅困難者等被災者受

入に関する協定を締結している。また、千代田区帰宅困難者等一時受入施設として、

災害時特設公衆電話及び一時受入施設用看板の設置を行い、千代田区との連携を図

っている。令和7(2025)年度は、帰宅困難者対応訓練へ参加した。  
 
（３）地域との関わり 

千代田区との地域連携として、本学は平成 27(2015)年度から区民を対象とした区

民公開講座を毎年 1 回実施している。令和 7(2025)年度においても 10 月 19 日（日）

に以下のとおり開催した。  

そのほか、千代田区内の東京歯科大学と大学入試センター大学入学共通テストや

医療系大学間共用試験実施評価機構の認定評価者講習会を本学にて実施した。 

 

１３．附属病院  

名称  開催日  開場  テーマ及び講師  

区民公開講座  10 月 19 日（日） 
九段  

ホール  

ポリファーマシーにご用心！  
日本歯科大学  
口腔外科  
松野智宣 教授  
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（１）診療実績について（歯科・医科）  

令和 7(2025)年度診療実績については、下表のとおりとなった。  

附属病院については、「患者数」は前年度に比べ、歯科は外来は増加、入院は減

少となり、医科は外来および入院ともに増加した。開院日数は昨年度と比べ 1 日減

り 242 日となった。「診療収入」については、外来は前年度に比べ医科、歯科とも

に増加した。入院は、歯科は減少、医科は増加した。附属病院の診療収入額につい

ては、前年度比 5.8％増の約 26 億 5000 万円超となった。  

多摩クリニックについても患者数、収入ともに増加し、附属病院と多摩クリニック 

合計で約 28 億 7000 万円を達成し、前年度比 6.0％増の約 1 億 6300 万円の増収と  
なった。  

 

①  延べ患者数  

 

 
 

 

 
 
 

 

②  診療収入（円）  

令和7年度（A） 令和6年度（B） 差引（A-B） 増減（A/B）

歯　科 1,681,743,653 1,607,078,833 74,664,820 4.6%
医　科 392,859,449 320,150,796 72,708,653 22.7%
小　計 2,074,603,102 1,927,229,629 147,373,473 7.6%
多摩クリニック 217,234,300 197,835,128 19,399,172 9.8%
合　計 2,291,837,402 2,125,064,757 166,772,645 7.8%
歯　科 362,509,099 372,119,772 -9,610,673 -2.6%
医　科 219,614,713 212,884,657 6,730,056 3.2%
小　計 582,123,812 585,004,429 -2,880,617 -0.5%

2,873,961,214 2,710,069,186 163,892,028 6.0%

区分

入院

総　合　計

外来

 
注：診療実績に基づき算出  

 
（２）医科・歯科との連携 

本院は内科、外科（乳腺・内分泌外科を含む）の医科を併設した歯科大学病院で

ある。その特徴を生かして、良好でスムーズな医科歯科連携を行っている。特に、

乳腺・内分泌外科においては、入院手術患者のみならず化学療法患者などに対する

令和7年度（A） 令和6年度（B） 差引（A-B） 増減（A/B）

歯　科 151,440 151,203 237 0.16%
医　科 12,365 12,338 27 0.2%
小　計 163,805 163,541 264 0.2%
１日平均来院患者数 676.9 673.0 3.9 0.6%
多摩クリニック(242日) 18,335 17,267 1,068 6.2%
多摩クリニック１日平均来院患者数 75.8 71.9 3.9 5.4%
合　計 182,140 180,808 1,332 0.7%
歯　科 2,717 3,152 -435 -13.8%
医　科 1,598 1,482 116 7.8%
合　計 4,315 4,634 -319 -6.9%
１日平均入院患者数 11.8 12.7 -0.9 -6.8%

区分

入院

外来
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周術期口腔機能管理を口腔リハビリテーション科が担当しており、適切な医科歯科

連携の機能が構築されている。 

一方、増加している有病者や障害者などの歯科治療においては、医科併設の特徴

を生かし、全身状態を把握しながら医療安全に配慮した歯科治療を積極的に行って

いる。また、歯科診療中の誤飲・誤嚥発生時や患者の体調急変時なども、歯科から

医科へスムーズな対応が図れる体制が構築されているので、迅速に対応することが

可能である。 

さらに内科とは、近年「口腔内疾患と全身疾患との関連」が注目されているため、

歯科治療のみでなく関連疾患の加療を依頼している。また、いびき・睡眠時無呼吸

患者のほか、口腔心身症や口腔粘膜疾患などの患者に対する漢方医学的なアプロー

チも行われている。加えて、アレルギー疾患や全身的な皮膚疾患による口腔症状を

有する患者などに対しては、非常勤の皮膚科医との連携も構築されている。 

一方、全身疾患や血液疾患などの患者の観血的処置などにおいては、「診療情報

提供依頼書」による診療情報の提供を積極的に行い、スムーズで安心・安全な歯科

医療を実践している。さらに、近隣の総合病院（JCHO、逓信病院など）とも連携が

強化され、地域医療機関との幅広い医科歯科連携が取れる体制を整えている。 

 

（３）医療連携室の活動 

令和 7(2025)年度の 3 月末時点における本院の医科・歯科の紹介患者総数は 11,573
人で、例年とほぼ同様の値であった。歯科の紹介患者数は 11,116 人で、口腔外科が

5,525 人と全体の約半数を占めていた。医科は 305 人で、外科は 264 人 (86.5%)であ

った。  
また、医療連携の基本である紹介医への返信については、初診 2 週後時点での返

信率は平均約 90%であった、1 か月後の時点では 100％の返信率を維持できていた。

なお、2 週間以内の返信率が 100％になるよう指導を行っている。  
そのため、紹介医への診療報告書の速やかな発送および返信の確認、診療情報提

供書の配布および診療科・センター担当医一覧表の配布、紹介患者さん向けのリー

フレットなどの発行と配布、病院ホームページへの情報掲載および更新を行った。  
なお、次年度では医療連携学術講演会を対面開催で予定し、病診連携の強化を図

る。  
 
（４）卒後教育について 

卒後研修プログラム（レジデント）においては、令和 7(2025)年 4 月より研修 11
コースのうち「歯内療法研修コース」「歯周病研修コース」「口腔外科研修コース」

「口腔リハビリテーション研修コース」の 4 コースに限り研修年限 2 年を 1 年に設

定して修了認定を受けやすくした。歯科衛生士、歯科技工士を対象に、1 年間の卒

後研修プログラムとして歯科衛生士研修コース、臨床口腔技工研修コースを令和

4(2022)年度より開設した。 
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令和 7(2025)年度は、矯正歯科研修コースに 2 年 8 人、1 年 4 人、小児歯科研修

コースに 2 年 2 人、1 年 3 人、口腔リハビリテーション研修コースに 2 年 1 人、1
年 3 人、口腔インプラント研修コースに 2 年 1 人、歯内療法研修コースに 1 年 4 人、

保存修復研修コースに 2 年 2 人、歯周病研修コースに 1 年 4 人、口腔外科研修コー

スに 2 年 1 人、歯科麻酔・全身管理科研修コースに 2 年 2 人の受講生が在籍した。

令和 7(2025)年度、受講生 27 人はそれぞれ 3 月に所定の単位を取得したため、修了

証を授与した。また、臨床口腔技工レジデントベーシックコースに在籍した 3 人と

歯科衛生士研修アドバンスコースに在籍した 1 人は 3 月に所定の単位を取得したた

め、修了証を授与した。 

各研修コースの修了者およびそれに準じる者を対象に、単年度更新のアドバンス

コースも設けており、本年度は、矯正歯科アドバンスコースに 1 人、口腔リハビリ

テーション研修アドバンスコース 3 人、歯周病研修アドバンスコースに 1 人、なら

びに、歯内療法研修アドバンスコースに 2 人、の計 8 人に研修を実施した。 

臨床見学研修として、前期（4 月～9 月）は、口腔インプラント診療科 1 人、総合

診療科 3、9 人、口腔リハビリテーション多摩クリニック 3 人、小児歯科 1 人の合

計 15 人を受け入れた。後期（10 月～3 月）は、総合診療科 3、11 人、口腔リハビ

リテーション多摩クリニック 2 人の合計 13 人を受け入れた。 

 
（５）歯科医師臨床研修の特色について 

①令和 7(2025)年度歯科医師臨床研修受入人数について  
令和 7(2025)年度歯科医師臨床研修に関して、管理型長期プログラムに所属す

る研修歯科医は 27 人（管理型 8 か月＋協力型 4 か月）、協力型長期プログラム

に所属する研修歯科医は 34 人（管理型 4 か月＋協力型 8 か月）、協力型複数プ

ログラムに所属する研修歯科医は 24 人（管理型 4 か月＋協力型 4 か月×2 施設）、

単独型プログラムは 10 人であり、各研修プログラムに従って、臨床研修を行っ

た。  
 

②研修歯科医の評価方法について 

研修歯科医の評価方法に関しては、ポートフォリオ評価システムを導入してい

る。内容に関しては、様式に従い日々の診療内容を記載し、指導歯科医からのフ

ィードバック等を行い適正な評価を行っている。研修歯科医修了判定は、目標を

達成するために必要な 156 症例、必須レポートの提出および研修ノートの評価か

ら、総括的評価を行った。 

 

③研修歯科医の協力型臨床研修施設への配属決定について  
本年度から、研修プログラムの変更により協力型施設での研修が 4 月からとな

った。それに伴い、協力型施設での研修先を決定する群内マッチングの準備が 2
月から始まった。研修歯科医の協力型臨床研修施設への配属方法は、平成 18(2006)
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年度から導入した本邦初の群内マッチングシステムを改良し、アルゴリズムによ

る新たな群内マッチングシステムに基づき、双方の希望に沿った組合せ決定を行

った。  
 

④研修歯科医の研修セミナー教育について 

研修歯科医を対象としたキャリアデザイン研修セミナーを開催し、歯科医師と

しての方向性や目標を定めるための研修を行った。また、歯科関係の業者による

開業セミナー、各診療科におけるセミナーにも参加した。 

 

⑤附属病院における令和 7(2025)年度協力型臨床研修施設について  
令和 7(2025)年度における日本歯科大学附属病院協力型 (Ⅰ ) 臨床研修施設は

110 施設、協力型 (Ⅱ )臨床研修施設は 2 施設であり、臨床研修施設群方式に沿っ

た臨床研修が行えるように整備が図られた。  
 

⑥附属病院を志望する研修歯科医説明会及び研修歯科医採用試験  
令和 8(2026)年度研修歯科医説明会は、オンデマンド方式で 10 日間実施した。 
令和 8(2026)年度研修歯科医採用試験は、本学在学者・本学既卒者を対象に書

類審査・小論文、他大学出身者（応募者 49 人）については書類審査・小論文に加

え集団面接と個別面接試験を行い、採用に関しては、総合評価で歯科マッチング

への順位づけを行った。  
 
（５）附属病院の省エネ活動について  

本院の令和 7(2025)年度の光熱費は、前年度比で電気使用量 14.6%減、ガス使用  

量 4.1%減となった。施設内の照明を蛍光灯から LED へ交換したことや遮熱スクリ 

ーンの設置により、電気の使用量、冷房運転にて使用されるガスが減少していると  

推察する。石膏製品廃棄物の再利用に取り組んでいる石膏回収業業者への依頼も継  

続している。令和 8(2026)年度は一般廃棄物や産業廃棄物を減らすためにごみの分  

別を行いリサイクルの徹底、院内の節電対策への積極的な取り組みを継続、産業廃  

棄物の減量化と再資源化を推進し、電気使用量と CO2 排出量の削減に努めていきた 

い。 

 

（６）歯科医師臨床研修の特色について 

①令和 7(2025)年度歯科医師臨床研修受入人数について  
令和 7(2025)年度歯科医師臨床研修に関して、管理型長期プログラムに所属す

る研修歯科医は 27 人（管理型 8 か月＋協力型 4 か月）、協力型長期プログラム

に所属する研修歯科医は 34 人（管理型 4 か月＋協力型 8 か月）、協力型複数プ
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ログラムに所属する研修歯科医は 24 人（管理型 4 か月＋協力型 4 か月×2 施設）、

単独型プログラムは 10 人であり、各研修プログラムに従って、臨床研修を行っ

た。  
 

②研修歯科医の評価方法について 

研修歯科医の評価方法に関しては、ポートフォリオ評価システムを導入してい

る。内容に関しては、様式に従い日々の診療内容を記載し、指導歯科医からのフ

ィードバック等を行い適正な評価を行っている。研修歯科医修了判定は、目標を

達成するために必要な 156 症例、必須レポートの提出および研修ノートの評価か

ら、総括的評価を行った。 

 

③研修歯科医の協力型臨床研修施設への配属決定について  
本年度から、研修プログラムの変更により協力型施設での研修が 4 月からとな

った。それに伴い、協力型施設での研修先を決定する群内マッチングの準備が 2
月から始まった。研修歯科医の協力型臨床研修施設への配属方法は、平成 18(2006)
年度から導入した本邦初の群内マッチングシステムを改良し、アルゴリズムによ

る新たな群内マッチングシステムに基づき、双方の希望に沿った組合せ決定を行

った。  
 

④研修歯科医の研修セミナー教育について 

研修歯科医を対象としたキャリアデザイン研修セミナーを開催し、歯科医師と

しての方向性や目標を定めるための研修を行った。また、歯科関係の業者による

開業セミナー、各診療科におけるセミナーにも参加した。 

 

⑤附属病院における令和 7(2025)年度協力型臨床研修施設について  
令和 7(2025)年度における日本歯科大学附属病院協力型 (Ⅰ ) 臨床研修施設は

110 施設、協力型 (Ⅱ )臨床研修施設は 2 施設であり、臨床研修施設群方式に沿っ

た臨床研修が行えるように整備が図られた。  
 

⑥附属病院を志望する研修歯科医説明会及び研修歯科医採用試験  
令和 8(2026)年度研修歯科医説明会は、オンデマンド方式で 10 日間実施した。 
令和 8(2026)年度研修歯科医採用試験は、本学在学者・本学既卒者を対象に書

類審査・小論文、他大学出身者（応募者 49 人）については書類審査・小論文に加

え集団面接と個別面接試験を行い、採用に関しては、総合評価で歯科マッチング

への順位づけを行った。  
 
（７）歯科衛生士実習生の臨床実習受入について  

附属病院では、臨床実習教育の一環として当短大の学生だけでなく幅広く他学校
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の歯科衛生士実習生の受け入れを行っている。  
令和 7(2025)年度の受け入れ実績として、日本歯科大学東京短期大学は令和

7(2025)年 4 月～9 月に 51 人、10 月～3 月 73 人、東邦歯科医療専門学校から令和

7(2025)年 9 月～令和 8(2026)年 8 月に 46 人、日本ウェルネス歯科衛生士専門学校

から令和 7(2025)年 10 月～令和 8(2026)年 3 月に 43 人の歯科衛生士実習生の受け

入れがあった。臨床実習開始前には Zoom によるオンラインでのオリエンテーショ

ンを行い、病院内個人情報保護、院内感染対策、感染性廃棄物の処理、臨床実習に

おける注意事項の指導も行っている。  
 

（８）臨床実習について  
令和 7(2025)年度は、第 5 学年 112 人が Student dentist として診療参加型臨床

実習に臨んだ。昨年の前・後期通じての各診療科をローテートする実習形態を変更

し、4 月～9 月をローテート実習、10 月～2 月をブロック制による担当患者制実習

として各診療科での臨床実習を行った。一昨年度から採用している担当患者制の運

用により、患者毎に診療科を移動してできるだけ治療完結までを経験できるよう配

慮した。実習期間の最後に自由選択実習期間を設け、興味ある診療科での臨床実習

に参加して、将来の進路決定の参考となるシームレス化を図った。  
PX については、担当患者制実習の期間を拡充することにより、自分の担当してい

る患者での CPX を実施することができた。CSX は例年通り運用し、特に問題はか

なった。  
勉強面では、過去 3 年間の国試問題から抽出した確認テストを 3 回（第 1 回：180

問，4 月 30 日実施、第 2 回：90 問，5 月 28 日実施、第 3 回：60 問，6 月 25 日実

施）行うことで、総合試験と次年度の学士試験、国家試験に向け、学習意欲と学力

の向上を目指した。また臨床実習と臨床実地問題をリンクさせて知識の定着を図る

目的で、臨実実力試験を 2 回（8 月 27 日，12 月 12 日）実施した。2 回目の試験で

は教務部にブラッシュアップを依頼し、問題の質の向上を目指した。  
 
（９）診療科の活動について 

①総合診療科 

ア．総合診療科 1 
総合診療科は、本学学部学生の臨床実習を主に行う診療科であり、一次医療教

育にあたっている。特定非営利活動法人日本歯科保存学会および一般社団法人日

本歯内療法学会の認定研修施設であり、総合診療科 1 には、両学会の認定研修施

設長が在籍している。また、総合診療科が日本専門医機構歯科保存研修施設に認

定され、総合診療科１に研修施設長が在籍している。  
日本歯科専門医機構歯科保存専門医指導医 1 人、日本歯科専門医機構歯科保存

専門医 1 人、日本歯科保存学会上級医・指導医 1 人、日本歯科保存学会上級医 2
人、日本歯科保存学会認定医 15 人、日本歯内療法学会専門医・指導医 1 人、日
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本歯内療法学会専門医 3 人が在籍している。令和 7(2025)年度は、教授 2 人、准

教授 2 人、講師 3 人、助教 8 人、非常勤歯科医師 9 人、臨床研究生 5 人、臨床講

師 22 人で構成された。そのほか、歯内療法チーム員に属する歯科保存学講座の先

生方も協働して、マイクロスコープ下での治療を中心に、主に歯内療法の紹介患

者の診療を行っている。  
令和 7(2025)年度の年間外来のべ患者数は 1 万 8,611 人、令和 6(2024)年度と比

較し、74 人とわずかに減少した。しかし、令和 7(2025)年度の総収入額は、9931
万 948 円で、令和 6 年 (2024)年度と比較し、710 万 3,871 円の増収となった。  

令和 7(2025)年度は、科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）による継

続 3 件の研究が順調に進行し、新規 2 件の研究が開始した。また、令和 8(2026)
年度の科学研究費助成事業の採択を目指し、多数申請を行った。総合診療科 1 主

催で日本歯科大学の校友会のポストグラデュエートコースを開催したほか、8 件

の学会関係の研修会を主催した。  
研究においては、著書 4 編、英文原著 3 編、和文原著 2 編、和文報告 2 編の業

績があった。研究発表 10 件、学会からの依頼講演 3 件を行った。また、1 人が日

本歯内療法学会専門医、7 人が日本歯科保存学会の認定医を取得した。  
令和 8(2026)年度は、日本歯科保存学会および日本歯内療法学会の専門医・認

定医取得者をさらに増やし、紹介患者数の増加を目指したい。さらに研究面では、

各競争的資金獲得には過去の英文論文の数が成否を決めるので、今後も積極的に

英文投稿を行いたいと考えている。  
 

イ．総合診療科 2 
令和 7(2025)年度の総合診療科 2 は、常勤 9 人、非常勤 1 人、レジデント 2 人

を含む 12 人で構成され、診療に従事した。令和 7(2025)年度の収入は約 73,902,530
円、延べ患者数は約 11,961 人であり、収入は前年度と比べ減収となり、患者数に

おいてもやや減少となった。診療内容は一般診療が主体であり、その中で臨床実

習生や臨床研修医、レジデントに対し指導医による保存修復学を中心とした教育

と臨床の指導を行った。具体的に、臨床実習生には、総合試験や臨床能力試験対

策を口答試問やスライドを用いた講義、模型を用いた技能実習を実施し、臨床研

修医には、院外研修でも対応出来るような臨床指導を行い、レジデントにおいて

は日本歯科保存学会認定医取得に向けた学会発表に対する研究や症例発表に対す

る指導、保険診療についての講義などを行い育成に努めた。  
また令和 7(2025)年度では、1 人が日本歯科保存学会専門医を取得し、1 人が日

本歯科保存学会認定医を取得した。  
次年度においても、教育や研究そして臨床実績を向上させるための努力を継続

していくよう努めたい。  
 

ウ．総合診療科 3 
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令和 7(2025)年度は、日本歯周病学会の指導医 4 人に専門医 3 人、認定医 2 人

となり、医局員 21 人のうちレジデント 5 人を除く約半数の医局員が資格を取得

している。診療としては、歯周組織再生療法や歯周形成外科手術に加え、レーザ

ー治療などの先端技術も取り入れ、歯周治療の専門性を高めている。 

令和 7(2025)年度の年間外来延べ人数は 21,427 人、総収入は 1 憶 4,449 万 8,791
円。研究においては、原著 3 編、報告 1 編、研究発表 21 件の業績であった。 

 
エ．総合診療科 4 

本学学部学生の臨床実習を主に行う診療科であり、一次医療教育にあたってい

る。所属員構成は、教授 5 人、准教授 3 人、講師 2 人、助教 2 人の 11 人であり、

一般歯科診療のほか、他院及び院内からの補綴治療に関する専門的な診療依頼に

対応している。  
令和 7(2025)年度の年間外来延べ患者数は 14,841 人、総収入額は 1 億 1,914 万

2,719 円で，令和 6(2024)年度と比較して、患者数で 315 人、総収入額で 1,280 万

7,284 円増加した。  
 

②小児歯科  
小児歯科は日本小児歯科学会専門医・指導医 3 人、専門医 8 人、認定医 1 人を含

む小児歯科研修を修了した歯科医師により構成されている。診療内容は、齲蝕予防、

齲蝕治療、歯の外傷、口腔機能発達不全、小児の咬合誘導、萌出異常、過剰歯、埋

伏歯、舌小帯、上唇小帯など小手術といった小児歯科一般診療に加え、歯科治療に

協力が得られない多数歯齲蝕の患児や治療困難な小児•障害児に対して、高次医療機

関としての診療を行っている。行動変容法により治療への適応能力の向上が認めら

れない場合には、抑制下や全身麻酔下での治療を実施している。近年患者側と医療

者側の要望を踏まえた上で全身麻酔での集中治療、完全埋伏過剰歯の抜歯などが増

加している。全身麻酔については本年度より月 1 回 1 泊 2 日も再開した。 

令和 7(2025)年度外来延べ患者数は 13,158 人、外来収入は 1 億 644 万円、全身麻

酔下で歯科治療は 252 件（1 泊入院 8 件を含む）で、令和 6(2024)年度と比較しそ

れぞれ増加した。また、在宅への訪問診療を小児歯科でも行っており、本年ではそ

の件数も増加している。 

日本小児歯科学会、日本障害者歯科学会など関連学会に症例報告、臨床統計など

の発表を積極的に行っている。研修活動としては、口腔リハビリテーション科と合

同で日本歯科大学校友会ポストグラディエートコースを開催した。 

患児ならびに保護者向けに小児歯科情報を発信することを目的に「こども新聞」

を定期発刊し、ホームページ上で公開している。 

 
③矯正歯科  

矯正歯科は公益社団法人日本矯正歯科学会指導医資格を有する 3 人、認定医資格
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を有する 15 人が所属している。また、 常勤歯科医師 17 人 (うち講座兼任 1 人 )、臨

床助手 14 人、レジデント 13 人、さらに講座所属員 7 人により診療、教育、研究に

従事していた。診療内容は、保険外診療では成人の本格矯正歯科治療、小児期の乳

歯列・混合歯列期の矯正歯科治療に加え、埋伏歯や先天性欠如を有する症例、補綴

処置に伴う矯正歯科治療など、多岐にわたる症例の治療を行った。また保険診療で

は、顎変形症、前歯及び小臼歯の永久歯のうち 3 歯以上の萌出不全に起因した咬合

異常、唇顎口蓋裂や 6 歯以上の先天性部分無歯症などの厚生労働大臣が定める疾患

に対して、当院他科のみならず東京慈恵会医科大学形成外科と連携しチーム医療を

行った。令和 7(2025)年度における延べ来院患者数は 18,034 人であり、外来収入は

保険が約 1 億 193 万円（34.6％）、保険外が約 1 億 9,268 万円（65.4％）であった。

教育面では、第 5 学年臨床実習において、常勤歯科医師、臨床助手が各日 1 人担当

し、診療参加や補助のみでなく、歯科医師国家試験対策の授業や口頭試問などを実

施した。臨床研修歯科医においては、ワイヤーベンディングや矯正装置の調整など

より実践的な指導を行うとともに、診療前後の清掃や点検、器材の洗浄・滅菌など

病院業務を指導した。また、第 4 学年の歯科矯正学実習などの学生実習、OSCE、

各種ワークショップに積極的に参加し、さらなる教育力の向上に努めた。また、医

局員の診療技術、知識の向上のため、「全症例カンファレンス」と称し、指導医が

主導となり全初診患者の治療方針を医局員で検討する会議を 1 年間通して開催した。

また年度中から「中間報告会」において，医局員に自分の受け持ち患者の治療の進

捗状況の報告を行ってもらい，進捗の確認をするとともに，若手医局員に前出の「全

症例カンファレンス」で治療方法を策定し，治療を進めた患者がその後どのような

状況になっているか知らしめている。教育的にそれらの成果もあり、令和 7(2025)年
度は公益社団法人日本矯正歯科学会の認定医を 5 人が取得できた。  

令和 8(2026)年度は、市民公開講座での啓発活動等により患者数を増加させ病院

の増収に貢献、歯科矯正学講座と連携しより高い impact factor を有する国際誌へ

の投稿を達成するための研究活動の強化、より充実した教育活動による歯科医師国

家試験の合格率の向上をめざして努力したい。  
 

④口腔外科  
令和 7(2025)年度、口腔外科の診療には、診療科所属員（11 人）と講座所属員（15

人）が従事してした。公益社団法人日本口腔外科学会の指導医・専門医  4 人、専門

医  0 人、認定医  8 人が在籍しており、総勢 26 人（令和 6 年度、26 人）で診療に従

事した。  
令和 7(2025)年度の口腔外科外来収入は約 2 億 1,530 万円（月平均  1,794 万円）

であり、これは令和 6(2024)年度の約 2 億 3,896 万円（月平均 1,991 万円）と比較

すると減収となった。  
入院収入に関しては令和 6(2024)年度の約 2 億 6,439 万円（年間入院患者数 3,132

人）に比較して、令和 7(2025)年度は、約  2 億  5,650 万円（年間入院患者数 2,695
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人）とやや減収となった。これは顎変形症患者の入院収入が若干減少したためと考

えている。なお、口腔外科の入院と外来の合計は、令和 7(2025)年度は約  4 億 7,180
万円であり、令和 6(2024)年度の約 4 億 8,957 万円と比較するとやや減収となった。

診療に従事したスタッフの数が令和 6(2024)年度は  26 人であったのに対して、令和

7(2025)年度も  26 人であったことを考慮すると医局員 1 人当たりの月平均収入は令

和 6(2024)年度の 1,613 万円に対し、令和 7(2025)年度は医局員 1 人当たりの月平均

収入は 1,512 万円であった。  
また、当直業務も 365 日行っており、夜間急患対応、休日診療を含む 24 時間体

制で総合診療科を含む全診療科の急患対応を行うことができた。  
学生教育面では臨床実習を行っている第 5 学年の口腔外科配属学生の教育を担当

した。口腔外科の臨床実習には、医療面接、外来処置の準備、処置のアシスタント、

全身麻酔手術の見学およびアシスタントが含まれ、実技面では医療面接、外来処置

の手洗い補助、抜歯後の説明、縫合をケースとして課したが全員が課題を習得する

ことができた。  
 

⑤歯科麻酔・全身管理科  
令和 7(2025)年度の歯科麻酔・全身管理科は、前年度同様、患者さんに対し安全安

心な全身管理技術の提供、円滑な手術ができる環境の提供を目標にした。そのため、

医療安全を重視した診療管理体制の構築に取り組み、症例カンファレンスの充実と

抄読会など医員の研修の充実を図り、また一般社団法人日本歯科麻酔学会をはじめ

とした関連学会への学術発表を行い、全身管理の質の向上に努めた。そして日本歯

科麻酔学会指導医 1 人、専門医 5 人、認定医 2 人を含む医員により多目的診療室並

びに中央手術室での麻酔管理を実施した。  
多目的診療室における全身管理症例は、全身麻酔 342 件、静脈麻酔 306 件、静脈

内鎮静法 279 件、笑気吸入鎮静法 15 件及びモニター管理 20 件で合計 962 件であ

った。また口腔顔面領域の知覚異常に対する治療も実施しており、その延べ患者数

は 2,807 人であった。中央手術室における全身管理症例は、全身麻酔 399 件、静脈

麻酔 270 件で合計 669 件であった。当科の全身管理症例は総計 1,631 件であった。

令和 8(2026)年度は症例数の増加及び医療安全管理体制のさらなる充実をめざして

努力したい。  
 

⑥放射線・病理診断科  
放射線診断科では、前年度に引き続き、歯科放射線学講座と連携し、常勤 3 人、

併任 5 人の計 8 人（うち、一般社団法人日本歯科専門医機構認定歯科放射線専門医

6 人）体制で画像診断を行っている。歯科に関連する全保険症例について、単純 X
線画像、CT および MRI の診断をダブルチェック体制で実施している。  

画像診断報告書の件数は、単純 X 線画像 10,202 件（前年度比 105 件減）、CT 
3,726 件（同 331 件減）、MRI 204 件（同 56 件減）であった。また、口腔および
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頸部の超音波検査件数は 807 件（同 100 件減）であった。  
病理診断科は年度当初は常勤 3 人体制であったが、年度途中から常勤 1 人体制と

なっている。客員准教授 1 人、客員教授 6 人の計 8 人体制で診療、教育、研究業務

を行なった。8 人全員が日本病理学会より病理専門医・口腔病理専門医の認定を受

けている。日本臨床細胞学会認定の細胞診専門医・細胞診専門歯科医、さらに日本

病理学会認定の分子病理専門医も在籍しており、さまざまな検査に対応可能な体制

を整えている。病理検体の総数は前年度より 168 件減少し、1,938 件であった。内

訳は院内組織診検査 1,151 件（口腔外科 657 件、乳腺・内分泌外科 472 件、その他  
22 件）、院外組織診検査（口腔のみ）206 件、院内細胞診検査 448 件（口腔外科  295
件、乳腺・内分泌外科 140 件、その他  13 件）、院外細胞診検査（口腔のみ）133 件

であった。前年と比較すると、院内検査数は 198 件減少し、院外からの依頼検査は

30 件増加した。  
 

⑦口腔リハビリテーション科  
 令和 7(2025)年度は、附属病院では常勤 7 人（1 人時短体制）、レジデント 1 人

（1 週に 1.5 日）が在籍していた。また診療協力部門として、附属病院では言語聴

覚士 2 人（2 月で 1 人退職）、歯科衛生士 3 人のほか、看護部、薬剤室等多くの他

部署・他職種とともに連携協力体制で業務を行っている。 

口腔リハビリテーション科医員の専門性に関しては、附属病院では日本障害者歯

科学会の認定医指導医・専門医が 1 人、認定医が 5 人である。日本老年歯科医学会

は、専門医・指導医・認定医が 5 人、認定医が 2 人、専門医・認定医・摂食機能療

法専門歯科医師が 3 人である。日本摂食嚥下リハビリテーション学会認定士の資格

は 7 人が取得している。診療内容としては、要介護高齢者や障害児者の摂食機能療

法、口腔がん術後患者の顎補綴治療や口腔衛生管理、さらに在宅や施設への歯科訪

問診療も積極的に取り組んでいる。高齢者への歯科訪問診療のみならず、摂食機能

療法を中心とした小児在宅歯科医療も行っており、地域の在宅小児科医や訪問看護

師との連携構築を図っている。  
今年度は、第 7 回小児在宅歯科医療研究会学術大会の主催に附属病院口腔リハビ

リテーション科、多摩クリニックのスタッフ一同大会運営に関わった。加えて、校

友会主催のポストグラディエイト・コースを小児歯科と合同で、「訪問診療を始め

よう！～小児から高齢者まで全世代に対応する～」をテーマに開催した。  
令和 7(2025)年度の診療実績は、初診患者数 885 人（内往診 552 人）、再診延べ

患者数 5,565 人、往診件数は 1,588 件（内小児 173 件）であった。乳腺内分泌外科

の周術期は 105 人であった。摂食機能療法は延べ 1,038 件、摂食嚥下機能検査実績

は嚥下造影（VF）検査 88 件、嚥下内視鏡（VE）検査 138 件（内往診 106 件）であ

った。  
教育面では、卒後研修（レジデント）コースを設けており、座学と臨床研修、英

語文献の輪読会や症例発表を行い、障害者歯科学会や老年歯科医学会の認定医取得
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を目指すための研修を行った。レジデントコースでは、摂食嚥下障害を専門とする

歯科医師の育成に努めている。研究面では、学会発表は 3 件（老年歯科医学会 2 件、

日本口腔リハビリテーション学会 1 件）であった。 

 
⑧ 口腔インプラント診療科  

令和 7(2025)年度の口腔インプラント診療科は（公社）日本口腔インプラント学会指

導医・専門医が 2 人、専門医が 3 人、（公社）日本顎顔面インプラント学会指導医・専

門医 2 人 , 専門医が 1 人を有する常勤歯科医師 7 人とレジデント 1 人の計 8 人で構成

されていた。診療実績はインプラント体埋入手術件数 511 件（838 本）であり、インプ

ラント手術に関連した上顎洞底挙上術などの骨造成術は 82 件であった。診療実績は、

外来患者延べ数 12,916 人（前年度比+1.7％）、外来収入 3 憶 4,290 万円（前年度比

+2.8％）入院収入は 1 億 484 万円（前年度比 -2.4％）であった。また、高次医療機関と

して他施設で行ったリカバリー症例は 37 件であった。  
 

⑨内科  
ア .運営   

常勤内科医 1 人（日本内科学会総合内科専門医、日本循環器学会専門医、日本脈  

管学会専門医、日本成人病（生活習慣病）学会管理指導医、日本総合健診学会人間   

ドック健診専門医）に加え、非常勤内科医 4 人（内科学会、循環器学会、高血圧学会、 

アレルギー学会、東洋医学会、睡眠学会、感染症学会、診療内科学会、老年医学会な 

ど）および皮膚科医 1 人（皮膚科、金属アレルギー検査を含む）により診療体制を構築し 

ている。主な業務として、歯科術前検査時の異常所見に対する対応、入院患者を含む歯  

科患者の内科合併症への対応、職員および学生の内科診療、健康診断、さらにいびき・  

睡眠時無呼吸診療センターにおける医科部門の診療を担当している。 

令和 7(2025)年度の総収入額は 5,381 万 6,960 円（前年度 4,901 万 8,486 円）と

前年より増加した。今後は 5,500 万円の達成を目標に、さらなる診療体制の充実に努め

たい。また、近年度は新たに心療内科認定施設を取得し、患者数の増加に大きく寄与し

ている。 

 

イ.学術研究ならびに学術向上対策  

臨床および基礎実習の継続、ならびに各種学術集会への参加を通じて、学識の向上  

に努めた。今後は従来から取り組んできた生活習慣病（高血圧、脂質異常症、糖尿病な 

ど）に加え、動脈硬化性心血管疾患の成因および予防に重点を置き、学術活動を継続  

する予定である。さらに新たな取り組みとして、医科歯科連携を実践できる本学の特性を 

活かした臨床研究の推進を図りたい。 
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⑩外科・乳腺内分泌外科  

平成 31(2019)年 4 月に乳腺内分泌外科が開設されてから 7 年が経過した。所属  
する 5 人の医師により、附属病院での外来業務、病棟業務、手術を行った。乳腺

疾患、内分泌疾患に加えて皮膚科疾患、外傷・一般外科疾患、消化管疾患、  
整形外科疾患を担当した。令和 7(2025)年度の外科外来受診患者総数は約 7,000 
人／年であり、過去最高であった。外来患者数の大幅な増加の理由として令和 5 
(2023)年 10 月から稼働を始めた MRI 検査機器、令和 7 年 (2025)年 4 月から設  
置された外来化学療法室の導入が大きいと考えている。外来の保険請求金額は当  
科発足以来右肩上がりで推移しており、令和 7(2025)年度は過去最高であり、  
前年度より約 5,000 万円増えて 3 億 3,000 万円であった。次年度の外来受診患者  
総数は 7,500 人／年を目標としたい。入院患者数は目標を上回り、約 1,600 件／  
年をであった。入院収益は 2024 年度に比べて約 500 万円の増収であった。手術  
総数は外来で行う小手術などを加えると約 470 件で横ばいであった。令和 7(2025)
年度は外来・入院をあわせた総保険請求金額は 5 億 4,000 万円を超え、過去最高

であった。当科発足初年度が 1 億 6,000 万円だったことを考えると隔世の感があ

る。次年度は 5 億 7,000 万円を目標としたい。  
診療科発足時に目標としていた日本外科学会の基幹施設認定、日本がん治療認  

定医機構の施設認定、日本超音波医学会の基幹施設認定、日本乳癌学会の修練基  

幹施設認定、日本内分泌外科学会の専門医修練施設認定を取得しており、各学会  
の定めた所定の症例数・論文数を満たし、本年度もすべてを更新し続けている。

本院が医政局より保険請求施設認定許可をいただいた、乳癌の BRCA 遺伝子検  
査、Oncotype DX 遺伝子検査、甲状腺癌の RET 遺伝子検査、BRAF 遺伝子検査  
は、他の医療機関がなかなか資格取得できない中、本院での検査を積極的に施行  
していく予定である。また、施設認定を取り保険償還することができるようにな  
った乳頭乳輪温存胸筋温存乳房切除術、インプラントによる乳房再建手術、自  
家組織による乳房再建術、乳頭乳輪再建術、陥没乳頭手術、発声機能回復手術、  
反回神経再建手術などを積極的に施行予定である。当科の診療に多大なご協力を  
頂いた、大学執行部、附属病院執行部、附属病院のスタッフの方々に深く感謝し  
ている。  

大学とは今後も 100 年、200 年と存在し続けなければならない。本邦では最近  
   の少子化に伴って、淘汰されて消滅してゆく大学を散見するようになった。こん  

な時代でも、歴史と伝統のある本学は、受験生や患者さんに選ばれ続けて、100 年、  
200 年と存在し続かねばならないと考えている。そのために附属病院ができるこ  
とは、赤字幅を縮小し、学費を下げて、受験者数を増加させ、国家試験の合格率  
を上げるようにしなければならないと考えている。一度危機に瀕した医科大学は  
みな同じように、必死にこの考えで努力して復活してきて、現在にいたっている。  

われわれは歯科大学も同じだと考えている。この現実を心の底から理解して、  



43 
 

患者さん第一に考えて診療を行えば、患者数は増加し、自然と増収してゆくもの  
だと確信している。当科の医局員にも、日々、このような社会の現実を伝え、現  
実を共有することに努めている。過程がなければ結果は出ないが、評価されるの  
は結果であり、過程ではないことを医局員と共有して、さらなる患者数の増加、  
手術件数の増加、化学療法施行件数の増加をめざしてゆく。同時に口腔外科と緊  
密に連携し、本学で増加しつつある口腔癌症例における術前・術後の化学療法も  
積極的におこなってゆきたいと考えている。  

また、質の高い臨床研究デザインを作成し、本学の特性を活かした歯科・医科  
   共通のリサーチクエスチョンに対して impact factor5 点以上の雑誌に採用される 

ような臨床研究と基礎研究を積極的に行って行きたいと考えている。各競争的資  
金獲得には過去の英文論文の数が成否を決める。バリエーションに富んだ患者を  
数多く診療し、豊富な資金があれば、よい研究ができ、よい成果が質の高い雑誌  
に採用される確率が高くなる。令和 8(2026)年度附属病院については、さらな  
る外来件数、手術件数、化学療法施行件数・演題発表数の増加・論文数の増加を  
目指して努力したいと考えている。  

 
（１０）診療センター等の活動について  

①心療歯科診療センター  
心療歯科診療センターは精神的な問題点を抱えた症例の歯科治療にあたっての

診断と対応、精神的な要因による口腔症状を表して来院する症例の治療を目的と

し、診療内容としては、精神医学的な問題点が疑われる症例の診断と専門病院へ

の紹介、歯科心身症といわれる、舌痛症、口臭症、セネストパチー、咬合違和感

症候群等への対応を主な業務としている。舌痛症をはじめ口腔顔面痛症状は口腔

顔面痛センターが、咬合違和感や顎関節痛は顎関節症診療センターが、口臭症は

歯周病専門医が対応しており、担当症例としてはセネストパチーに関連する症例

が主となっており、患者数は減少している。  
所属員構成は、教授 2 人、講師 3 人、助教 2 人、非常勤歯科医師 1 人、歯科衛

生士 3 人、歯科技工士 1 人であり、センター員は総合診療科内の歯周病、歯内療

法、補綴の各チームに所属しており、各々の専門性を除外診断に生かしている。  
平成 29(2017)年 4 月より、東京都小平市の医療法人晴生会東京病院と連携し、

歯科診療室にて、入院及び通院患者、勤務者に対して、心療歯科診療センター員

を出張派遣し、歯科診療を実施している。  
教育面では令和 4(2022)年度よりルーテル学院大学大学院臨床心理学専攻課程

の心理実践実習施設となり、大学院生の実習を行っている。この施設認定は、公

認心理士が常勤であることが必須であり、当センターの岡田智雄、加藤雄一が公

認心理士資格を持つため可能となった。令和 7(2025)年度は 2 人の大学院生を受

け入れ、各々15 日間の実習を実施した。  
診療面では令和 7(2025)年度の当センターにおける年間来院患者数の合計は 34
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人であり、うち年間初診患者数は 0 人であった。  
 

②顎関節症診療センター  
日本顎関節学会および国際診断基準である DC/TMD(Diagnostic Criteria for 

Temporomandibular Disorders)による診断基準に相当する顎関節症患者及び原因

不明の身体的訴えを有する患者に対して、除外診断及び当該症状に対する治療を

行った。治療方法は非侵襲的治療を最優先し、徒手的理学療法に特化し、運動療

法、および認知行動療法などの心理療法を必要に応じて構成し対応している。  
所属員構成は、教授 2 人、臨床教授 1 人、准教授 1 人、講師 3 人、助教 4 人、

非常勤歯科医師 2 人、及び歯科衛生士 4 人で構成され、診療・教育・研究に従事

した。診療実績は他科からの依頼を含めて年間初診患者数 512 人であった。  
本年度の当センターの専門学会等における主な活動としては、日本口腔顔面痛

学会雑誌（第 18 巻 1 号）、および東京都歯科医師会誌（第 74 巻 4 号）にブラキ

シズムと顎関節症治療に関する総説（依頼論文）が 2 編、センター長執筆により

掲載された。日本顎関節学会の歯科衛生士活動推進委員会において、認定歯科衛

生士制度を開始する体制づくりが整い、2025 年 12 月に行われた第 1 回認定試験

において、当診療センターの歯科衛生士 1 人が認定歯科衛生士を取得した。東京

都歯科医師会の都歯ハンズオンセミナー1 日コース（旧東京都歯科医師会卒後研

修）を附属病院の施設を利用して休日に主催した。日本顎関節学会主催認定歯科

衛生士セミナーおよび、日本口腔顔面痛学会主催口腔顔面痛ベーシックセミナー

において、センター長が教育講演を行いオンデマンド配信された。  
 

③顎変形症診療センター  
顎変形症診療センターは国内でも数少ない顎変形症に対する外科的矯正治療の

専門診療部門である。令和 7(2025)年度の初診患者数は 244 人であり前年度と比

べてやや減少したが、以前高い水準を維持しており、顎矯正手術（中央手術室症

例）192 件は前年度と比較しほぼ同様の水準を維持しており、一医療機関として

はトップクラスの実績である。  
ア．研究テーマ  

顎矯正手術における骨片固定材料に関する研究  
顎変形症患者における睡眠時無呼吸症候群 (SAS)のリスク評価に関する研究  

イ．研究業績・講演  
研究業績集を参照   

ウ．その他  
初診患者数                                        244 人  
中央手術室手術件数                                         192 件  
術式別手術件数   下顎枝矢状分割術                         100 件  

              Le Fort Ⅰ型骨切り術＋下顎枝矢状分割術        25 件  
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プレート除去                            57 件  
                     その他                      10 件  

 
④スペシャルニーズ歯科センター（障がい者歯科センター）  

スペシャルニーズ歯科センター（障がい者歯科センター）は、所属員はセンタ

ー併任で、総合診療科 5 人、小児歯科 18 人、口腔外科 2 人、歯科麻酔・全身管

理科 4 人、口腔インプラント科 1 人、歯科技工科 2 人、歯科衛生科 6 人の計 38
人の構成であった。  

延べ患者数は 307 人であった。初診件数は 57 例で、昨年度 86 例からは減少傾

向であった。初診時での予定管理法は、全身麻酔 25 例、静脈鎮静 2 例、その他

（外来対応等）27 例、不明 3 例であった。患者の主たる障害別では自閉スペクト

ラム症と ADHD が 25 例、知的能力障害 12 例、脳性麻痺 3 例、ダウン症 7 例、

その他 9 例、不明 1 例であった。  
初診件数は減少したものの、昨年度に引き続き障害者の歯科診療を行う施設か

らの紹介が多く、二次三次医療機関として役割を担うことができた。  
また、日本障害者歯科学会総会・学術大会に参加し、ポスター発表を行った。  

 
⑤歯科人間ドック  

歯科人間ドックでは歯科領域における人間ドックとして、口腔内全体を検査し

て口腔疾患を早期発見すると共に健康の維持・増進を図ることを目的としている。

検査項目には、パノラマエックス線検査、唾液・細菌検査、口腔軟組織検査、咬

合検査、う蝕検査、歯周病検査、口臭検査が基本的な検査で、この他に口腔がん

検診がオプションとしてある。  
令和 7(2025)年度は 6 件の受診者しかおらず、基本的な検査をされた検診者は

1 人、基本的検査＋口腔がん検診を検査された方が 5 人であった。昨年に引き続

き受診者数は依然として多くないため、歯科人間ドックのあり方について、歯科

人間ドック運営会議を令和 7(2025)年 11 月 4 日に開催し、増患を目的とした方策

が検討された。具体的には、歯科人間ドック紹介パンフレットの増刷・配布、附

属病院ホームページの歯科人間ドック紹介ページのリニューアル等が検討された。

次年度である令和 8(2026)年度は、このような方策を着実に実行して、歯科人間ド

ックの受診数の増加によって、地域の患者様に対して口腔疾病の早期発見および

健康の維持・増進に寄与するような事業展開を強力に推進する予定である。  
 

⑥いびき・睡眠時無呼吸診療センター  
いびき・睡眠時無呼吸診療センターは、社会的にも重要な疾患の一つである閉塞性睡  

眠時無呼吸症候群 (OSAS)のスクリーニング、診断および治療を、各部署の協力のもと 

実施している。 
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本センターは、創設者の一人である内科  三ツ林裕己特任教授の発案により、一般に 

医学的には睡眠障害として認知されている本疾患に対し、あえて「いびき」という用語をセ 

ンター名称に用いることで、患者にとって受診しやすい環境となるよう工夫されている。 

スクリーニングは医科外来において内科医が担当し、睡眠時無呼吸症候群が疑われる 

症例については、7 階病棟の病室を利用し、1 泊入院による終夜睡眠ポリグラフィー

(PSG)検査を実施し診断を行っている。PSG 検査の実施および解析は、病棟看護部の

協力のもと、非常勤臨床検査技師が担当している。 

昨年度より、入院を必要としない在宅 PSG 検査を導入したことにより、患者負担の軽  

     減が図られ、全体の PSG 検査数は増加した。 

診断結果に応じて、軽症例や内科的治療が適さない症例に対しては、総合診療科、 

矯正歯科、口腔外科、歯科技工室の協力のもと、口腔内装置（マウスピース）による治  

療を行っている。一方、中等症から重症例に対しては、内科外来において持続陽圧呼  

吸療法 (CPAP)を導入している。 

学術活動としては、日本睡眠学会、日本睡眠歯科学会等に参加している。今後は医  

科歯科連携をさらに強化し、患者数の増加に努めていく。 

今年度のいびき・睡眠時無呼吸外来における新規 CPAP 導入患者数は 21 人（昨年  

度 14 人）、総収入額は 88 万 9,510 円（昨年度 35 万 5,710 円）、および CPAP 算定  

者数も 1,486 人（昨年度 1,349 人）と増加を認めている。 

 
⑦口腔顔面痛センター  

口腔顔面痛センターは、非歯原性歯痛・疼痛（歯が原因ではないのに歯痛や口

腔顔面領域の痛みを感じる病態）の診断及び治療を行っている。当センターのみ

では対応不可能な場合は、専門の医科外来（三叉神経痛の場合は脳神経外科、頭

痛の場合は神経内科、頭痛専門外来、心臓性の場合は循環器科、精神疾患・心理

社会的要因によるものの場合は精神科など）への紹介を行っている。さらに病院

外での非歯原性歯痛の啓発（各地の本学校友会や、各地区の歯科医師会での学術

講演）も行っている。なお、当センターは日本口腔顔面痛学会の研修施設であ

る。  
受診患者の病態としては、筋・筋膜性歯痛（筋･筋膜痛からの関連痛）が最も

多く、神経障害性歯痛（三叉神経痛、外傷後神経障害性疼痛）、神経血管性（頭

痛からの歯痛、顔面痛、片頭痛や群発頭痛など）がそれに続く。筋・筋膜性歯痛

に関しては、本院の顎関節症診療センターとも連携し、診療を行っている。  
現在、院外の歯科や医科及び院内からの紹介患者、本院ホームページの口腔顔

面痛センターを見ての自発来院患者（この場合もかかりつけ歯科医院、医科から

の紹介状が必要）、インターネットで「口腔顔面痛」、「非歯原性歯痛」を検索
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しての来院患者（患者の自己判断で紹介状のない場合は、総合診療科初診で歯原

性疼痛のスクリーニングを行っている）も増加している。  
年間外来患者数は、令和 8(2026)年 3 月時点で令和 7(2025)年度の患者数を上

回り、紹介患者数も令和 8(2026)年 3 月時点で令和 7(2025)年度の紹介数を大幅

に上回っている。口腔顔面痛という病態が広く一般にも認知されたため、患者数

が増加したものと考える。  
 

⑧スキルラボ 

本年度も 2 階スキルラボ室において、引き続き、学生、研修医、医局員が使用。 

また、本年度もキャリアスタディの受け入れは継続、東京都市大学附属中学校

から 7 人の研修を受け入れた。 

これからも学生実習のみならず研修医や医局員の研修の場としての整備を行う

予定。 

 
⑨診療情報管理室  

ア．病院医療情報システムの管理運営  
病院医療情報システムの計画立案と管理運営を行っている。  
また記載・入力内容、退院時要約の照合と監査を実施し、必要に応じて利用者

への指導を実施している。  
令和 5(2023)年度にシステム本体の更新を完了し、現在は順調に稼働している。  

イ．入院患者の診療録の保管および貸し出し  
令和 8(2026)年 3 月現在、電子カルテ移行前の 11,227 件の入院診療録をアリ

バイ管理の下に保管し、必要に応じて貸し出している。  
ウ．入院患者の疾病コードへのコーディング  

入院患者の病名を ICD10 へコーディングしている。令和 7(2025)年度は 1,221
件のコーディングを行い、累計は 20,880 件になった。  

エ．入院患者の処置に対する処置コードへのコーディング  
入院患者の処置を ICD9CM へコーディングしている。令和 7(2025)年度は 1,034
件のコーディングを行い、累計は 21,260 件になった。  

 
⑩医療相談室  

医療相談室への電話相談は、本院の受診を希望している方、他の歯科医療機関

に通院している方、患者紹介を検討している医療機関からと様々である。そのた

め相談員は各分野から専門性に長けた職員で構成されており、かなり高度な相談

内容でも、各々相談内容に詳しい専門の方が対応するようにしている。また、電

話のみの解決が困難な場合は、本院への受診を勧めている。  
令和 7(2026)年度の医療相談室の相談員は人登 24 人録され、電話相談件数は

100 件弱程度であった（以前は平均 200 件程度あった。ここ数年は 30 件～40 件
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と、 COVID-19 の影響と推測される減少が見られたが、その影響は一昨年度から

減ってきていると推測される）。  
相談内容としては、本院で行われている治療内容、新しい治療法や薬剤に関す

るインターネットやマスコミ、報道等についての正否の問い合わせ、それらを本

院で行っているかの問い合わせが多い。また、医療機関からは紹介状の（診療科）

宛先についての問い合わせがほとんどを占めていた。  
 

⑪中央手術室  
令和 7(2025)年度中央手術室の手術件数は、口腔外科 255 件（前年度 231 件、

110.4％）、顎変形症診療センター141 件（前年度 163 件、86.5%）インプラント

診療センター283 件（前年度 285 件、99.3％）及び外科 152 件（前年度 153 件、

99.3%）の総計 831 件（前年度 832 件、99.9%）であった。本年度は手術用マイ

クロスコープを新規購入し、口腔外科にて微小血管吻合を含む再建手術を 9 件施

行した。また、運営管理を円滑に行うために中央手術室管理運営委員会 11 回と手

術入れ会議 11 回を開催した。  
 

（１１）診療協力部門の活動について  
①歯科技工科  

令和 7 (2025)年度の委託技工件数は 12,320 件（多摩クリニック 690件を含む）

で、一般の技工に加えインプラント診療科、いびき・睡眠時無呼吸診療センター、

口腔リハビリテーションセンター、スポーツマウスガード外来などと連携し専門

性の高い特殊装置の製作や診療補助にあたった。その他、レジデント 3 人の指導

等、歯科医師臨床研修の歯科技工ユニット（必修・選択）、生命歯学部第 1 学年

の病院医療概論技工体験実習、生命歯学部第 5 学年のローテーション実習、第 4
学年の統合臨床基礎学実習、臨床実習生、短期大学専攻科の教育活動を行った。 

 
②歯科衛生科  

令和 7 年 (2025)4 月～令和 8 年 (2026)3 月までの保険算定処置の件数は、 

歯科衛生実地指導料 6,335 件（昨年度 5,185 件）、機械的歯面清掃処置 19,226 
件（昨年度 5,477 件）、居宅療養管理指導 (Ⅰ )2 件、(Ⅲ )304 件（昨年度 270 件）、  
訪問歯科衛生指導料 293 件（昨年度 11 件）、歯科訪問診療補助加算 1,646 件  
（昨年度 537 件）、周術期等専門的口腔衛生処置 234 件（昨年度 283 件）であ  
った。入院患者の口腔ケア件数は 35 件（昨年度 349 件）であった。勉強会は 5 
回開催し最新の情報を学んだ。  

 
③放射線検査室  

放射線検査室では 5 人の診療放射線技師で放射線検査受付業務、画像データ入 

出力業務および歯科・医科の X 線撮影業務を行っている。 
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      令和 7(2025)年度の延べ患者数は 31,619 人であった。内訳は、口内法撮影 11,698
枚、口外法撮影 20,032 件、一般撮影 3,280 件、病棟・手術室でのポータブル撮影

177 件、CT 撮影 5,117 件、MRI 検査 757 件、マンモグラフィー検査 2,689 件、

X 線 TV 撮影 5 件、人間ドック 0 件、放射線・病理診断科による歯科用 CBCT 撮

影 1,709 件であった。また、画像情報提供用 CD・フィルム作成 

863 件、外部画像の取り込みを 726 件行った。 

 
③  臨床検査室  

令和 7(2025)年度に行った検査は次のとおり。   
1．血液・尿検査部門（検体数）  

（1）生化学  5,886 
（2）血液一般 6,001 
（3）凝固系  1,685 
（4）血清学  1,515 
（5）特殊検査 18,829（項目数）  
（6）尿一般  2,102 

 
2．輸血関連検査部門（検体数） 372 

 
3．生理検査部門（件数）  

（1）心電図      1,723 
（2）超音波（医科のみ）3,124 
（3）呼吸機能     1,022 

     令和 6(2024)年度件数（参考）  
（1）心電図             1,774 
（2）超音波（医科のみ）2,587 
（3）呼吸機能           1,174 
 

4．病理検査部門（件数）  
（1）組織診    1,151 
（2）外部組織診 206 
（3）細胞診   448 
（4）外部細胞診 60 
（5）遺伝子関連 41 
令和 6(2024)年度件数（参考）  
（1）組織診       1,324 
（2）外部組織診   186 
（3）細胞診       451 
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（4）外部細胞診  105 
 

生化学と血液一般は共に増加、超音波は約 500 件もの増加がみられた。  
また近年増加している遺伝子関連を今年度より数字化してみた。  

 

⑤言語聴覚士室 

言語聴覚士室は、言語聴覚士合計 4 人で構成され、うち、2 人が附属病院専従、

2 人が口腔リハビリテーション多摩クリニック（以降多摩クリニック）専従の形

で勤務した。  
本年度、年間を通しての患者数は、附属病院で 1,865 人（前年度 1,918 人）、

多摩クリニックで 1,813 人（前年度 1,787 人）であり、脳血管疾患等リハビリテ

ーション料（Ⅲ）、口腔機能発達不全症、自費診療などを含む総単位数が、附属

病院は 2,468 単位（前年度 2,595 単位）、多摩クリニックは 3,878 単位（前年度

4,114 単位）であった。初診は附属病院で 84 人（前年度 123 人）、多摩クリニッ

クで 108 人（前年度 87 人）であった。  
口腔リハビリテーション科と協力体制にあり、日常の臨床のほか、カンファレ

ンスを週 1 回開催し、連携を図った。口腔リハビリテーション科におけるレジデ

ントや研修歯科医、歯科衛生士の専攻科の研修において診療見学及び講師等で協

力した。  
社会的な活動では、多摩クリニックで、小金井特別支援学校への外部専門員と

しての活動がこれまで同様に実施された。また、一般社団法人東京都言語聴覚士

会のそれぞれ代表理事（会長）、事務局としての活動も 1 年を通して行った。地

域の住民、専門職を対象とした講演会の講師を担当し、言語聴覚療法の対象に関

する知識の啓発を行った。さらに、本院で開催している頭頸部がんの患者会は、

オンライン形式と対面方式の双方を開催し、患者支援も継続して行った。  
教育面では、言語聴覚士の養成校の学外実習担当施設として協力しており、今

年度は合わせて 5 校の臨床実習が委託された。言語聴覚療法の資質向上と他機関

との連携を目的に公開している月 1 回の勉強会は、オンラインで継続して 12 回

開催した。  
研究面では、構音障害、発達障害、当事者や家族の支援、高次脳機能障害など

多彩な方面に関する研究を行った。日本言語聴覚学会、日本摂食嚥下リハビリテ

ーション学会、日本口腔リハビリテーション学会で発表及び教育講演を行った。

認定士取得者は、日本言語聴覚士協会認定言語士（吃音・小児構音障害）1 人、

日本摂食嚥下リハビリテーション認定士 1 人である。修士（リハビリテーション

科学）取得は 1 人である。  
（文中の「単位」とは、歯科診療報酬点数表による最短診療時間での診療単位を

示し、脳血管疾患等のリハビリテーションは 1 単位が 20 分、摂食機能療法は 30
分で 1 単位としている。）  
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（１２）口腔リハビリテーション多摩クリニックの活動について  

令和 7(2025)年度は、事業計画に掲げた「安定収入の確保」「外部活動の拡充」

「教育の充実」を実現すべく各種施策に取り組んだ。  
「安定収入の確保」においては、適正な診療報酬確保のためのチェック体制構

築、口腔リハビリテーションの訓練枠の増設等の施策を講じ、開設から 13 年を経

て初めて医療収入が 2 億円を超え、2 億 1,723 万円（前年比 109.7％）となった。

診療実績では、初診患者数 1,519 人（前年比 108.4％）、延べ患者数 18,335 人（前

年比 106.1％）であり、そのうち訪問件数は 6,121 人（前年比 103.8％）、外来件

数は 7,698 人（前年比 110.8％）であった。  
「外部活動の拡充」においては、各種地域活動への参画、地域医療連携を目的

とした研修会の主催等に取り組み、高次医療機関とのハブ診療所としての役割を

高めた。今後においてはクリニック設置の小金井市と法人との包括連携協定締結

に向け活動を継続している。  
「教育の充実」では、臨床研修施設として新たに登録を成し、専門クリニック

での臨床研修を望む人材を確保する体制を整備した。  
多摩クリニックでは常勤歯科医師 13 人、非常勤歯科医師 4 人、歯科医師レジデ

ント 7 人が在籍、診療協力部門では、常勤歯科衛生士 5 人、非常勤歯科衛生士 1
人、歯科衛生士レジデント 1 人、言語聴覚士 2 人、管理栄養士 1 人、医療ソーシ

ャルワーカー1 人、事務職員 6 人（派遣職含む）が在籍し、多職種が一体となっ

た施設運営に当たった。そのほか、附属病院から小児歯科、歯科麻酔・全身管理

科、矯正歯科、生命歯学部から歯科麻酔学講座の応援を得て、スペシャルニーズ

歯科、矯正歯科相談外来を受け入れることができた。  
教育面では、第 1 学年、第 2 学年編入生の見学実習と、第 5 学年の臨床実習を

多摩クリニックで行った。第 5 学年に関しては、実習期間に全員訪問診療に同行

させ、地域連携の現場を体験させた。  
レジデントコースでは、クリニック内で座学と臨床研修、英語文献の輪読会や

症例発表を行い、日本障害者歯科学会、日本老年歯科医学会の専門医、認定医や

日本摂食嚥下リハビリテーション学会の認定士取得を目指すための研修を行った。  
歯科医師の資格獲得の状況は、日本障害者歯科学会の専門医指導医 1 人、専門

医 2 人、認定医指導医 3 人、認定医 10 人、日本老年歯科医学会の指導医 2 人、

専門医 9 人、摂食機能療法専門歯科医師 6 人、認定医 10 人、日本小児歯科学会

の認定医 1 人、日本口腔外科学会の認定医 1 人、日本口腔リハビリテーション学

会の専門医 1 人、認定医 1 人、日本放射線学会の専門医 1 人、認定医 1 人、歯科

用 CBCT 認定医 1 人である。  
歯科衛生士の資格獲得の状況は、障害者歯科学会指導歯科衛生士 1 人、日本歯

科衛生士会認定歯科衛生士 1 人、障害者歯科分野 1 人、摂食嚥下リハビリテーシ

ョン分野 2 人、医科歯科連携・口腔機能管理分野 1 人である。  
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管理栄養士の資格獲得の状況は、日本栄養士会摂食嚥下リハビリテーション栄

養専門管理栄養士 1 人、小児栄養分野管理栄養士 1 人、日本栄養士会在宅訪問管

理栄養士 1 人である。  
言語療法士の資格獲得の状況は、日本言語聴覚士協会認定言語聴覚士 1 人であ

る。  
また、日本摂食嚥下リハビリテーション学会認定士は、歯科医師・歯科衛生士・

管理栄養士あわせて 15 人（常勤、非常勤、レジデント含む）である。また、他大

学の社会人大学院に進学していた医療職員 2 人が修士号を授与された。  
研究面では、多摩クリニック勤務の口腔リハビリテーション科医員 6 人が科学

研究費助成金を受け研究を行った。  
 

（１３）東京短期大学移転後の校舎活用 

東京短期大学の新校舎移転に伴い、旧校舎の有効活用を目的とした改修計画を 

進めている。 

① 東京短期大学における一部の教育機能を残存させること。これにより教育 

体制の安定化と、多角的な学習スペースの確保をする。 

② 附属病院内の診療機能を拡張するため、現在病院内にある医局および控室 

を移設する。診療スペースに充当するとともに業務環境も整備する 

歴史ある旧校舎は日本歯科大学別館と称し、本計画は教育機能の維持と附 

属病院の機能拡充の両立を目指す。 
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Ⅲ．生命歯学研究科   
１．学位論文の質的向上  

令和 7(2025)年度においては、研究中間発表会を 4 月 24 日（木）および 25 日（金）

に開催し、第 3 学年大学院生 7 人が発表を行った。研究科委員および各講座の研究指

導者（講師・准教授を含む）による客観的評価を実施し、その内容を文書として指導

教員および大学院生にフィードバックした。さらに、大学院生がコメントに対する回

答を作成する双方向型の評価体制を導入し、研究内容の妥当性および論文完成度の向

上に寄与した。  
令和 7(2025)年度に学位を取得した 8 人の学位論文はすべて英語論文として学術誌

に受理され、そのうち 7 編はインパクトファクター付き国際誌に掲載された。インパ

クトファクター付き国際誌掲載率 100％の目標には至らなかったが、概ね高い水準を

維持しており、今後は投稿戦略の高度化および指導体制のさらなる強化により、達成

を目指す。  
 
２．研究指導体制の強化  

研究中間発表会における評価コメントおよびその対応状況を記録・共有する体制を

構築し、研究の進捗管理および指導過程の可視化を図った。これにより、研究計画お

よび実験結果の妥当性を早期に確認することが可能となり、論文投稿までのプロセス

の円滑化に寄与した。結果として、予備審査における再審査率は 0％を達成し、研究

指導体制の有効性が示された。  
一方で、論文受理までの期間短縮（前年比 20％短縮）の達成状況については十分な

検証には至っておらず、今後は進捗管理指標の明確化および定量的評価手法の導入に

より、継続的な改善を図る必要がある。  
 
３．入学者確保のための取り組み  

令和 7(2025)年度の入学者は 9 人であり、前年度（15 人）と比較して減少した。一

方、令和 8(2026)年度入学者は 10 人と回復傾向を示している。6 月には研修歯科医を

対象とした説明会を実施し、研究内容、奨学金制度、キャリアパスに関する情報提供

を行った。また、大学院ウェブサイトにおいて各講座の研究内容、教員紹介および連

絡先の情報を充実させ、入学希望者が指導教員と円滑に連絡を取れる体制を整備した。  
しかしながら、収容定員に対する充足率は依然として低く、安定的な入学者確保に

向けて、広報活動の強化およびキャリアパスの具体化を一層推進する必要がある。  
 
大学院在籍学生数（令和 7 年 4 月 1 日現在）  

研究科  専攻  
入学定員  
（人）  

収容定員  
（人）  

在籍学生数（人）  

一般  社会人  留学生  計  
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生命歯学

研究科  

歯科基礎系  9 36 9 1 0 10 

歯科臨床系  9 36 28 0 0 28 

 計  18 72 37 1 0 38 

 
４．経済的支援体制の充実  

本学独自の給付型奨学金制度を継続実施し、申請者 9 人のうち 5 人を採択した。ま

た、森田育英奨学金、寺山財団奨学金、ナカニシ財団奨学金等の外部奨学金制度につ

いても積極的に情報提供を行い、学生の経済的負担軽減に寄与した。今後は、奨学金

情報の一元化および相談体制の強化により、さらなる支援体制の充実を図る。  
 

５．研究能力向上プログラムの実施  
各講座において英語論文作成指導および統計解析支援が行われ、大学院生の研究遂

行能力の向上が図られた。一方で、研究科として体系的に整備された教育プログラム

の構築には至っておらず、今後は組織的なプログラム整備が課題である。  
 
６．キャリア支援体制  

大学院生に対して指導教員を中心とした個別指導を通じてキャリア形成支援を行っ

ている。今後は修了生の進路に関するデータの継続的な収集・分析を行い、キャリア

パスの可視化および支援体制の強化を図る必要がある。  
 
７．研究倫理教育の徹底  

大学院生に対し、e ラーニングを活用した研究倫理教育および利益相反に関する指

導を実施し、適切な研究活動の遂行を促した。今後はケーススタディの導入等により、

実践的な教育内容の充実を図る。  
 

８．研究品質管理体制  
論文投稿時における研究品質確保の重要性については各講座の指導教授を中心に指

導が行われており、不適切な投稿の防止および研究倫理の遵守に努めている。また、

類似度判定システム (iThenticate)は図書館のホームページを通じて利用可能な体制が

既に整備されている。  
一方で、その活用は各講座に委ねられている側面があり、研究科としての統一的か

つ体系的な品質管理体制の整備は十分とは言えない。今後は、iThenticate の活用を含

めた全学的なチェック体制を強化し、研究成果の質的向上を図る必要がある。  
 
９．大学院教育プログラムの充実  
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大学院共通カリキュラムとしての「大学院セミナー」を年間 12 回開催し、計画（年

間 10 回）を上回る実施となった。海外研究者による特別講義 2 回を含め、多様な専

門分野からの教育機会を提供し、大学院生の研究能力および国際的視野の向上に寄与

した。  
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Ⅳ．新潟生命歯学部 

１．学部の概要 

 （令和 7 年 5 月 1 日現在） 

学校名 学部・学科名 開設年度 修業年限 募集人員 在学者数 

日本歯科大学 
新潟生命歯学部・

生命歯学科 
昭和 47 年   6 年   80 人  368 人  

 

２．令和８年度入学試験結果 

（令和 8 年 4 日 1 日現在） 

（ ）内は女子 

 

３．入試広報関係（学生募集）  

（１）オープンキャンパスの開催 

  令和7(2025)年度の新潟生命歯学部のオープンキャンパスは、対面形式で7回（6月
22日（日）、7月27日（日）、8月7日（木）、8月22日（金）、9月21日（日）、10
月5日（日）、12月7日（日））開催し、遠方からの参加希望に対応するため12月7日
（日）のみ対面とWebのハイブリッド形式で行った。参加者には、宿泊提供（対面

型のみ）及び受験料1回免除（総合型選抜を除く）等の配慮をし、受験希望者の参加

試験区分 募集人数 志願者数 受験者数 合格者数   

総合型選抜Ⅰ期  
約 20 

10(7) 10(7) 8(6) 
 

総合型選抜Ⅱ期 7(6) 7(6) 5(5) 

学校推薦型選抜 約 15 15(7) 15(7) 15(7) 

大学入学 
共通テスト利用

（前期） 
約 10 88(38) 85(37) 14(6) 

大学入学 
共通テスト利用

（後期） 
若干名  20(5) 18(5) 3(1) 

一般前期 約 30 169(76) 162(74) 104(51) 

一般後期 若干名  71(29) 64(27) 16(7) 1 年次 

入学者数  

1 年次 計 80 380(168) 361(163) 165(83) 83(45) 

編入学前期 若干名   10(4) 10(4) 6(2)  

編入学後期 若干名  3(1) 3(1) 0(0) 2 年次 

編入者数  

2 年次編入 計 若干名  13(5) 13(5) 6(2) 5(2) 
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を促した。  
また、令和6(2024)年度より新潟生命歯学部の学費を大幅に減額したことについて

案内を行い、前述とは別に、更に学費が減免となる特待生になれる機会を増やすた

め、チャレンジ試験（特待生選抜試験）の案内もあわせて行った。  
なお、これらのオープンキャンパスは入試広報委員会がその企画・実施を担当し

た。  
 

（２）教員及び職員による高校・予備校訪問 

基本的には講師以上の教員を中心に、全国の高校及び予備校訪問を実施している。

この訪問は平成21(2009)年度から実施し、継続的訪問が効果を見せており、今年度

も引き続き実施した。  
年２回の訪問を基本とし、５～６月の早期から活動開始できるように、大学案内

の製作も５月上旬に完成させた。 

 
（３）イベント併催型入試相談・説明会への積極的参入  

業者開催の入試相談・説明会に積極的に参加し、模擬講義や体験実習ブースを併

設したイベント併催型の入試相談・説明会にも参加した。生命歯学部及び両短期大

学とともにオール日本歯科大学として対応した。  
 

（４）新潟生命歯学部・新潟短期大学共催ハノシゴトフェスティバルの開催  
令和7(2025)年度は、通常開催しているオープンキャンパスとは別に、「ハノシゴ

ト  フェスティバル2025」を新潟生命歯学部・新潟短期大学共催で7月13日（日）に

開催した。昨年度に続く企画として、歯科に関わる職種・仕事を幅広く広報し、歯

科の重要性を認知してもらえるよう努めた。また、この企画と同一の趣旨で作成し

た「ハノシゴト」ムック本も、引き続き高校訪問、入試説明会、体験イベント等に

用いた。 

 

４.教育関係 

（１）カリキュラム改革 

令和7(2025)年度第1学年〜第4学年までの授業は、全て一貫したカリキュラムで対

面授業を実施した。また、実習（第5学年の臨床実習を含む）は全て感染症拡大の予

防に留意しながら対面で行った。  
第6学年の講義については、4月から11月（本試験③）まで一貫したカリキュラム

で対面授業を実施した。  
平成29(2017)年度より、第6学年進級時の基礎学力、特に基礎系科目の持続的学習

を促すことを目的に、第5学年総合試験Ⅰを9月末に実施しており、令和7(2025)年度

においても実施した。第5学年（臨床実習中）の基礎学力（基礎・臨床）強化につい

ては、令和7(2025)年度も、全日臨床実習を11月末で終了し、以降、対面授業を行っ
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た。その後、総合試験IIを実施した。学年修了時の進級審査は、総合試験Ⅰと2月に

実施した総合試験Ⅱの結果を用いて行った。なお、令和7(2025)年度の第5学年にお

けるTBL(Team Based Learning)は、感染拡大に留意しながら実施した。  
第4学年次の進級は、令和7(2025)年度からの共用試験の公的化に伴った合格基準

点の引下げ、再試験の導入が義務化されたため、共用試験実施前に第5学年と同様、

総合試験  I とIIを実施し、この試験の合格を持って共用試験の受験資格とした。ま

た、学年修了時の進級審査は、総合試験Ⅰと総合試験Ⅱの結果に加え、共用試験 (CBT、

OSCE)の合格を用いて行った。  
第2学年、第3学年の総合試験については、CBTに準じたAタイプ（5つの選択肢か

ら1つの正解を選ぶ形式）に加えて、第2学年はX2タイプ（5つの選択肢から2つの正

解を選ぶ形式）、第3学年はX2〜XXタイプ（5つの選択肢から複数の正解を選ぶ形式）

を出題した。  
また、複数選択問題に対する苦手意識を補うために第4学年総合試験には、複数選

択問題を含んだ問題を出題した。  
 

（２）留級者に対する対応 

留級者オリエンテーションから開始する留級者の指導については、クラス主任・

副主任との面談等を繰り返し実施した。また、第6学年での留級者、除籍者の保護者

に対する説明会は、該当する学生数が少なく、保護者の居住地域が遠隔地であった

ことからWebによる面談を実施した。  
 

（３）第1学年・第2学年におけるサポーター制度の継続 

第1学年及び第2学年に実施しているサポーター制度について、面談に加え、Web
やメール等を活用し、個々の学生状況の把握に努めた。また、サポーター会議を各

学年で開催することで、学生の悩み、問題等現状の情報をより詳細により共有でき

るよう配慮し、学生指導に活用するとともに学年主任・副主任も同席し情報を共有

した。 

 

（４）早期三者面談の実施 

令和7(2025)年度の早期三者面談は、留級者及び低成績進級者を中心に、各学年の

クラス主任・副主任から学生の状況について、保護者に報告とその対応について説

明を行った。  
 

（５）保護者説明会の開催 

令和7(2025)年度の教務部・学生部を中心とした保護者説明会は、3月最終週から

4月中旬までに対面で実施した。  
なお、新入生の保護者に対しては入学式後及び前期試験終了後に対面形式で実施

した（編入生は入学後の1回のみ）。  
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（６）成績分析システムの導入  
令和3(2021)年度に、成績分析システムTableauを新たに導入した。学生の入学か

ら在学期間を通じた成績の推移、学年毎の成績分布等の経時的・網羅的な分析を目

的としている。目的に応じて、令和5(2023)年度に引き続き、新たな分析項目につい

て検討し、令和7(2025)年度も適宜分析項目を追加活用した。  
 

（７）富士見・浜浦フェスタの開催 

平成24(2012)年度から両生命歯学部の第4学年が一堂に会して開催している富士

見・浜浦フェスタは、相互の交流と両生命歯学部後半の3年間を充実したものとする

ことを目的として実施している。一方、令和7(2025)年度の富士見・浜浦フェスタは、

令和6年度からの第4学年での共用試験の公的化と総合試験の導入に伴い、開催する

学年を変更し、両生命歯学部第3学年において令和7(2025)年4月22日、23日に両学

部の中間に位置する新潟県湯沢のNASPAニューオータニで開催した。 

 

（８）教員のFDについて 

令和 7(2025)年度教員の FD として下記事項を計画、実施した。  
②  全教員参加の教育フォーラムの開催（令和 7(2025)年 5 月 28 日、30 日）  
②教員を対象としたカリキュラムプランニングのワークショップの開催（令和 7(2025）

年 7 月 15 日）   
③歯科医学教育ワークショップの開催（令和 7(2025）年 11 月 21 日）  
④指導医講習会（令和 8(2026)年 2 月 21 日、22 日）  
⑤学生関連の指導（クラス主任、副主任等）を目的としたワークショップの開催（令

和 8(2026)年 3 月 18 日）  
 

（９）実習室統廃合及び多目的スペース確保の検討  
教養系実習室の対面授業本格化に伴うゾーニングスペース・多目的スペースの確

保のため、令和5(2023)年度から教養系科目の実習は、基礎系実習室に場所を移し、

基礎系科目と共同で使用している。教養系実習室の利用と運用については、令和

8(2026)年度も引続き検討する。 

 

（１０）自習場所の通年確保等について 

第6学年以外の自習に使用する教室等について、令和7(2025)年度は、感染症の拡

大と感染予防の観点から、学年毎に時間、場所を区切って開放した。試験前も同様

の観点で、開放時間を23時まで延長することで学習環境の向上を図った。  
 

（１１）認知症患者とのふれ合いの場の定期開催  
外来及び認知症患者への対応を念頭に、平成28(2016)年度から第1学年のプロフェ

ッションの授業で認知症サポーター養成プログラムを実践し、第1学年次に認知症サ
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ポーターのオレンジリングを配布している。また、平成30(2018)年度より、認知症

患者と学生が触れ合うことを目的に、「認知症カフェ」を学内で定期的に開催して

いる。なお、担当は学内の認知症キャラバン・メイト及び訪問歯科グルンドとし、

講堂入口の喫茶室で実施している。  
 
（１２）入学予定者入学前スクーリングの実施  

総合型選抜、学校推薦型選抜入学試験に合格した令和8(2026)年度の入学予定者を

対象に、チャレンジ試験（特待生選抜試験）への学習意欲の向上及び入学後の修学

を円滑に進めるための準備学習を目的とし、各科目担当者による英語、数学、物理、

化学、生物の教養科目の授業を行う入学前スクーリングを実施した。  
 
５．歯科医師国家試験 

第119回歯科医師国家試験は、令和8(2026)年1月31日（土）、2月1日（日）の2日間、

本学新潟生命歯学部を新潟会場として実施された。3月の合格発表の結果、新潟生命歯

学部の新卒受験者は46人中39人合格、新卒合格率84.8％であった。さらに、既卒者は

10人中5人合格（既卒合格率50.0％）で、国公私立全体の平均合格率の27.8%を大きく

上回る結果であった。新卒・既卒を合わせた総数での合格率78.6％は、国公私立大学

29校中5位（私立大学で3位）であった。  
令和7(2025)年度の第6学年カリキュラムにおいて、4月から10月末までの授業期間で

は、臨床系科目は「講義―翌日問題演習」の授業形態で行った。各学生の基本知識の

定着の確認は、週の前後に行う演習を通じて、気づきと補填を繰り返し行わせ、講義

を中心に基礎知識をベースとした応用力の獲得を重点的に行った。第6学年課程修了後

の11月以降は、獲得した知識の維持と、さらなる向上を目的とした講義を行い、1月は

じめに学士試験を実施した。歯科医師国家試験に対する本学の教育方針については、

国家試験終了直後の成績上位者への聞き取り調査と本年度卒業生全員を対象として行

ったアンケート調査において、問題点と改善点の評価・検討を行った。  
調査結果については、教授会で各科目担当教授に伝えるとともに全教員に周知し、

次年度の講義に反映させている。  
 

６.学生関係 

（１）学生支援 

①新入生オリエンテーション合宿の実施 

新入生オリエンテーション合宿の目的は、医療人を志す6年間の大学生活を充実

させるために、建学の精神を理解して自身の目標を再認識すると共に、倫理観と

規則を遵守する常識を兼ね備えた歯科学生に相応しい態度を身に付けることにあ

る。  
令和7(2025）年度は、4月7日（月）、8日（火）に月岡温泉の華鳳で開催した。  
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②第2学年～第6学年進級オリエンテーション、留級者オリエンテーションの実施 

新年度開始にあたり、教務部・学生部からの教育概要、学生指導概要をガイダ

ンスするとともに、特に留級者に対しては別時間に進級に向けた意識付けを目的

とした内容の時間を設けた。  
学年に応じた説明・指導を行うため、年度始めの講義開始前に説明内容を分け

て実施した。  
また、学生部からは、学生相談室の利用方法に関する説明、各種奨学金及び学

生総合保険申請に関する説明、防犯及び防災、違法薬物対策に関する説明、国民

年金加入等に関する資料の配布（第2学年、第3学年）を実施した。さらに新潟県

消費者生活センターが作成する、近年の訪問販売やネットセールスでの県内被害

事例を紹介した資料を全員に配布し注意喚起を図った。  
防災に関しては、佐渡沖を震源とした地震やそれに伴う津波を平日日中の発生

を想定し、全学年を対象として避難訓練を実施した。実施時期は、6月、8月の授

業終了後とし、学年毎に分けて防災教育を行い、避難経路を確認した。なお、新

潟寮（女子寮）の寮生も対象に訓練を実施した。  
 

③第1学年クラス副主任の繰り上げ  
平成21(2009)年度から導入した副主任の持ち上がり制度については、第2学年以

上の学年でも継続し、前年度から継続的に学生を把握している教員によるシーム

レスな指導が可能となり、最短年限卒業率の向上を目指している。  
 

④薬物犯罪に関する教育講演会開催等による指導強化  
第1学年を対象に「青少年の薬物犯罪について」と題して、新潟中央警察署専門

警察官による教育講演会を夏季休暇前に例年開催している。  
近年、青少年層を中心に大麻や覚醒剤等の違法薬物使用が蔓延し、年々低年齢

化していることから大きな社会問題となっており、本学においては毎年1年生を対

象に、新潟短期大学の1年生にも聴講を呼びかけ警察官による講演会を実施してい

る。  
令和7(2025)年度も新潟県警察の薬物対策専任警察官による講演会を6月12日

（木）に本学講堂で実施した。  
各学年のクラスミーティングにおいても、薬物問題に関する注意喚起を学生に

対して行うよう、学生部長やクラス主任を中心に周知した。  
 

⑤学生健康管理、各種感染症等の感染予防対策の実施、保健指導の強化  
令和7(2025)年度においても、大学院を含む全学年の学生を対象とし、定期健康

診断を6月中旬に実施した。また、例年B型及びC型肝炎ウイルス抗体確認とB型陰

性学生へのワクチン接種について、本学新潟病院医科部門の協力を得て実施して

いる。  
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各種感染症等の予防対策としては、日々の健康観察の励行、関連する保健・受

診指導をクラス主任、副主任及び保健センター医師（学校医）と連携して重層的

に実施する体制を継続した。  
学生部やクラス主任、クラブ顧問の健康観察で体調不良等の問題点が確認され

た場合も、新潟病院医科部門への受診勧奨を行った。  
本館1階保健センターの面談室にてカウンセリング及び医療相談を実施している

が、その機能を拡充し保健指導の強化を図った。臨床心理士との情報共有を強化

し、症状に応じて休養や受診勧奨などの指導を行った。教員と臨床心理士間の連

携を促進し、学業の障害となるリスクの可及的低減を図った。  
 

⑥早期カウンセリング体制  
近年、大学生のストレス対応能力の低下が社会問題化しており、学業や人間関

係等に対して不安を訴える事例が増加している。臨床心理士は第1学年、第2学年

でのメンタルヘルスに関する一部の講義も担当し、学生との近接性の確保に配慮

している。必要に応じて担当教員や保護者との面談も実施し、予防的カウンセリ

ングを可能とした。また、面談受付システム（QRコードから携帯電話にて簡単に

面談予約が可能）を活用し、悩みを持つ学生に早期にカウンセリングを実施する

とともに、自己認識の手段として臨床心理テストの体験も可能とした。必要に応

じて電話での相談対応や、新潟市内の精神保健・医療機関とも連携し、学生の希

望に応じた重層的な支援を実施した。  
 

⑦障がいのある学生への支援とハラスメント防止対策の向上  
全ての学生の個性が尊重され、人権侵害や性差別などのハラスメントの無い、

平等性を追求した環境下で教育を受ける機会が保障されるよう、学生便覧に防止

と対策について記載し、オリエンテーションにおいても周知した。  
障がいのある学生に対しては、その要望を把握して必要な支援を実施し、学習

環境の向上を図る。令和6(2024)年度から障害者差別解消法による合理的配慮が義

務化されたことから、建設的対話に関して、学生部を中心に対応を継続している。  
 

⑧緑館（クラブハウス）、体育館・グラウンド利用向上に関する支援の実施  
建設後約30年が経過し、学生から修復希望が出ていた緑館（クラブハウス）の

全面改修工事を令和元 (2019)年度に実施した。令和7(2025)年度も継続して部活ご

とに室内環境の整備を実施した。また、体育館のトレーニング機材の更新や既存

機材のメンテナンスも実施し、基礎体力向上を目指した使用での利便性の向上を

図った。  
グラウンドについては、平成29(2017)年度にグラウンド整備計画に基づき、硬・

軟テニスコート4面とハーフラグビーコート兼8人制サッカーコートとして人工芝

ピッチ、短距離走スタート練習用のハードコートトラック50m走路3レーン、及び



63 
 

グラウンド全面を適正照度に保つLED照明、全周をカバーする防護ネット等を整

備した。令和7(2025)年度も引き続き管理を実施した。保守体制については、グラ

ウンド系部活で組織したグラウンド保守管理委員会を中心に、保守管理の向上に

ついての検討を実施した。  
 

⑨運動部の活動支援の実施  
体育系部活の活動継続対策の一環として、希望する学生が新潟県健康づくり・

スポーツ医科学センター（ビッグスワン内の県施設）が実施する競技力向上相談・

指導を受けられるよう学生部が仲介し、基礎的なトレーニング指導を受けられる

よう支援を継続した。  
 

⑩学生の社会活動参加等に対する支援  
近年、地域行政が学生を対象として地域交流イベント等を企画する事例が増加

している。本学においても、新潟市大学連携事業等に学生を派遣してきたが、今

後も同様の機会が増加すると予測されることから、必要に応じて学生部を中心に

学生の支援を実施した。  
また、令和7(2025)年度のSCRP(Student Clinician Research Program)の参加

支援に加え、歯学会大会や各専門学会でも発表を行う学生が増加していることか

ら、必要に応じて学生部がこれら支援を実施した。  
 
（２）学生活動  

①姉妹校交換学生及び訪問学生  
令和7(2025)年度姉妹校交換学生交流事業は、カナダ・ブリティシュ・コロンビ

ア大学歯学部及びアメリカ・ワシントン大学歯学部との間で実施の可否について

協議したが、先方の担当者と調整がつかず、本年度の学生の交換事業は中止とし

た。  
マンチェスター大学に関しては、例年、本学部の第5学年1人、生命歯学部第5学

年1人が訪問し、先方からも交換学生を受け入れている。令和7(2025)年度は、7月
28日（月）〜8月1日（日）で先方からの交換学生を受け入れた。  

台湾の中山医学大学交換学生については、令和7(2025）年度も本学部第5学年2
人、生命歯学部第5学年2人が同大学歯学部を訪問し、先方からも交換学生を受け

入れた。中山医学大学からの交換学生は10月6日（月）から10月15日（水）まで本

学を訪問し、本学からは令和8(2026)年2月28日（土）から3月14日（土）まで中山

医学大学を訪問した。  
中国の四川大学華西口腔医学院については、本学部第5学年1人、生命歯学部第

5学年1人が、同大学口腔医学院を約2週間訪問していたが、先方の担当者と調整が

つかず、本年度の訪問は中止とした。  
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②合同合宿の開催支援  
ゴールデンウィーク中の連休をクラブ活動週間とし、両生命歯学部学生のスポ

ーツ交流を主目的とした合同合宿を毎年実施してきたが、COVID-19 感染予防対

策の一環として、令和2(2020)年度から令和6(2024)年度まで中止となっていたが、

令和7(2025)年度は4月26日（土）〜28日（月）の日程で再開した。  
本学部からは総員100人以上の学生が参加し、両生命歯学部の練習試合、合同練

習を通して同一の大学である学生間の交流を深める重要な学生行事となった。今

年度は、埼玉県熊谷市校友会ならびに熊谷市市役所スポーツ振興課の協力を得て、

熊谷市のスポーツ施設群を使用し実施した。これらに関する全般的な支援は学生

部が中心となり対応した。  
 

③第54回浜浦祭の開催支援  
本学部学園祭である浜浦祭は学生の課外活動最大の行事であり、例年、各クラ

ブ、同好会は飲食の模擬店出店、日頃のクラブ等活動の発表や展示を行い、公開

講座や音楽コンサート、他校との対外試合などスポーツ系のイベントも盛りだく

さんの内容で実施しており、新潟病院においても無料歯科相談も開催され、これ

には登院中の第5学年全員が新潟病院診療科教員の指導のもと参加し、学外からの

来院参加者も多く好評を博していた。  
令和7(2025)年度は、6月22日（日）に開催した。今年度も5台のキッチンカーを

手配し、音楽部活の活動やダンスパフォーマンスなどの講堂での行事、写真部な

どの展示等を実施した。学外からも多くの訪問者があり、参加した学生からも非

常に好評だった。  
 

④全日本歯科学生総合体育大会（歯学体）への出場支援  
第57回全日本歯科学生総合体育大会（歯学体）は鶴見大学が事務主管校となり、

開催され、本学部からも多くのクラブが参加した。本学部では、部門主幹として

陸上競技部が佐渡市陸上競技場連盟の支援を得て佐渡島で開催した。準備期間中

から学生部門代表間の交渉での指導や、予算・決算の作成及び保険手続きの事務

処理等に関しては学生部が支援した。  
 

⑤令和7(2025)年度SCRP日本代表選抜大会  
歯科学生による研究実践発表大会である、令和7(2025)年度SCRP日本代表選抜

記念大会が日本歯科医師会主催（東京市ヶ谷）で開催された。本学部からは解剖

学第一講座の鳥海先生の指導のもと5年生の鈴木新大さんが発表した。発表準備に

関しては学生部が全般的な支援を実施した。  
 

⑥認知症カフェの開設と運営  
歯科医師を目指す学生が早い段階から高齢者やその家族と触れ合うことを目的
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に、平成30(2018)年12月、認知症カフェ「N-Cafe Angle」を学内（講堂入口の旧

喫茶室）に開設した。カフェの企画、運営には訪問歯科グルンドを中心にボラン

ティア学生も加わり、令和7(2025)年度は、毎月1回のペースで実施した。  
なお、歯科大学併設の認知症カフェは国内唯一であり、企画、運営も学生が担

うことから、当初より報道機関や行政機関の関心も高く、運営にあたる学生達の

モチベーションも必然的に高まった。  
 

⑦学生会と連携した学生支援活動  
学生会が実施した新入生歓迎会、新入生に対するクラブ紹介、学園祭の開催準

備等に対して学生部が中心となり支援した。学生会活動の活性化に向けて学園祭

準備に関しても学生会と事務職員らが学生部と連携して早期から準備に当たり、

オリジナル弁当（国家試験突破弁当）の配布、卒業生へのクオカードの配布等を

実施した。  
 

７．研究関係 

（１）科学研究費採択・申請について 

①令和7(2025)年度採択について 

（令和7(2025)年度新潟生命歯学部科学研究費採択一覧） 

研究種目 審査区分 採択件数 配分額（千円） 

基盤研究（ C） 一般  26  32,435 

研究活動ｽﾀｰﾄ支援    2   1,820 
若 手 研 究    8 13,910 

計   36  48,165 
 

②令和7(2025)年度科学研究費の申請について  
   令和7(2025)年度科学研究費申請件数  8件  
     研究活動スタート支援   8件 
   令和8(2026)年度科学研究費申請件数   68件  

学術変革領域研究（A）（公的研究）  1件 

    基盤研究（B）一般        3 件   基盤研究（C）一般   41 件  
  挑戦的研究（萌芽）        2 件   若手研究                21 件  

 

（２）科学研究費以外の競争的資金等の採択について 

   公益財団法人  持田記念医学薬学振興財団 研究助成金  
1 件     300 万円  

公益財団法人  TAKEUCHI 育英奨学金助成金   1 件     250 万円  
  一般財団法人  永井知覚科学振興財団「研究開発費」研究助成金  
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1 件        85 万円  
    

（３）海外との学術交流について 

令和7(2025)年度新潟生命歯学部教員海外出張による海外との学術交流は、31件の

予定申請のうち10件が実施され、予定申請外の先方負担等による海外出張は3件であ

った。  
 

（４）研究推進委員会について 

本学部の研究向上策構築を目的とした研究推進委員会は、令和7(2025)年度におい

ては歯学部長を委員長とする14人の委員により、対面2回と開催前審議のメール会議

にて開催された。  
  主な審議、活動内容は、次のとおり。  

①科学研究費の採択件数を増加させるため、昨年度に続き、小口客員教授と科研費

部会員によるブラッシュアップを複数回実施する等、具体的な対策を審議し、実

施した。  
 
②令和7(2025)年5月28日（水）に、アイヴイホールにおいて、小口春久客員教授に

よる研究推進セミナーを企画、実施した。  
 
③令和7(2025)年度科学研究費間接経費の用途について、先端研究センター等の研究

用設備と機器の整備を審議し配分した。なお、光熱費の高騰から、昨年度に続き、

研究に使用する部分の光熱費を面積で按分した額の一部に間接経費を充当した。  
 
④令和8(2026)年度の科学研究費採択に向けた取り組みとして、令和8(2026)年3月9

日（月）に、本館4階会議室において、大学院修了予定者等の若手研究者とその所

属長となる予定の者を対象に、前田健康客員教授による研究推進セミナーの開催

を企画、実施した。  
 

（５）産学等連携について 

令和 7(2025)年度新潟生命歯学部受託研究費一覧  

月日 研究依頼者 講座 
金額 

(単位：円) 
研究内容 

6 月 30 日 
静岡県立大学食
品栄養学部 

解剖学第 2 講座 542,751 

「自発性摂餌開始前メダ
カ仔魚を用いた甲状腺ホ
ルモン系内分泌撹乱作用
の新規 in vivo スクリ
ーニングと有害性評価法
の検討：生態リスク評価
のための両生類試験との
相関性 
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7 月 28 日 
(一財)永井知覚
科学振興財団 

解剖学第 1 講座 850,000 

変性神経回路選択的な蛍
光標識法を応用した感覚
神経障害における病態神
経回路の網羅同定 

8 月 29 日 
(公財)TAKEUCHI
育英奨学会 

物理学講座 2,500,000 
分散コンピューティング
環境の機械学習を用いた
異常検知の自動化 

9 月 11 日 
みなべ梅対策協
議会 

歯周病学講座 2,000,000 

梅の機能性に関する開
発。梅干しや梅酢の口腔
内環境への影響と梅を安
心して食べるための研究 

10 月 31 日 
新潟県歯科医師
会 

新潟病院 910,000 
在宅医療プロフェッショ
ナル歯科医師等養成研修 

10 月 31 日 
新潟県歯科医師
会 

新潟病院 610,000 
在宅歯科医療フォローア
ップ研修 

12 月 29 日 
新潟県歯科医師
会 

新潟病院 910,000 
在宅医療プロフェッショ
ナル歯科医師等養成研修 

12 月 29 日 
新潟県歯科医師
会 

新潟病院 610,000 
在宅歯科医療フォローア
ップ研修 

1 月 20 日 デンタルプロ㈱ 歯周病学講座 300,000 

歯間ブラシ使用時にかか
る負荷(力)の分析と評価
方法探索～口腔状態によ
る圧変化と臨床的効果～ 

2 月 10 日 第一三共㈱ 
歯科麻酔・全身
管理科 

11,000 有害事象情報の収集 

    合  計 9,243,751   

 

（６）先端研究センター 

令和7(2025)年度の新潟短期大学歯科技工学科開設に伴う6号館1階の改修工事が

完了し、電子顕微鏡施設及びマイクロCT施設の移設を行った。  
DNA施設において、科学研究費間接経費を活用しリアルタイムPCRシステムを更

新した。また生物科学施設において、新潟大学脳研究所ならびに島津製作所との共

同研究のため小動物用蛍光イメージングシステムを導入した。  
生物科学施設においては、日本実験動物学会の外部検証委員会による検証を、3年

後をめどに生命歯学部と新潟生命歯学部とで合同で受ける準備を進めている。令和

7(2025)年度は、検証に向けた打ち合わせと必要な規程の整備に着手した。  
 

８．施設・設備 

（１）令和 7(2025)年度に実施した主な施設・設備工事等  

№  件    名  場    所  金 額  
（単位：円）  目的  

1 
1､2､4､5 号館車椅子用昇降機設
置。1 号館バリアフリートイレ
新設   

1､2､4､5 号館  95,260,000  
バリアフリー化  
(令和7年度助成
金90,585千円 ) 

2 講堂吊天井耐震化工事   講堂   31,438,000  
非構造部材の耐

震化  
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(令和7年度助成
金28,215千円 ) 

3 
新潟病院・本館地下機械室天井
アスベスト・煙突アスベスト除
去工事   

新潟病院東側地
下機械室､本館地
下機械室   

32,868,000  
アスベスト除去  
(令和7年度助成
金16,962千円 ) 

4 7 号館エレベーター更新（1
機）  7 号館 (新潟病院 ) 16,060,000  更新  

5 新潟病院西側給水管更新  新潟病院西側診
療室  39,886,000  更新  

合    計  215,512,000 
 

 

 
（２）科学研究費間接経費  

令和 7(2025)年度の科学研究費間接経費（1141 万 9395 円）の使途について学内

で募集を行い、研究推進委員会で審議した結果、下記の備品購入及び光熱水費に決

定、執行した。  

№  品  名  場 所  金 額  
（単位：円）  目 的  

1 小動物近赤外蛍光イメージン
グシステム用光照射装置  生物科学施設 1,452,000 学 内 全 体 で の

使用  

2 リアルタイム PCR システム  先端研究センター 4,469,850 〃  

3 薬品・実験器具棚の設置  歯科保存学1研究室 495,880 研究環境  

4 ルームエアコン設置 (更新 ) 歯科保存学2第2 
研究室 247,500 〃  

5 流し台 (シンク )設置 (更新 ) 歯科保存学2第2 
研究室 448,800 〃  

6 フレークアイスメーカー (更新 ) 小児歯科学研究室 786,500 〃  

7 定温乾燥器 (更新 ) 歯周病学講座実験室 170,500 〃  

8 卓上遠心機 (更新 ) 内科学研究室２ 554,840 〃  

9 卓上マイクロ冷却遠心機 (更新 ) 内科学研究室２ 614,790 〃  

 合  計  9,240,660  

 

９．人事関係 

（１）部局長の選任について 

令和8(2026)年4月1日付の役職教員について、令和8(2026)年3月開催の理事会にお

いて次のとおり決定し、選任された。  
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役 職 名  所  属  職階  氏  名  

 歯学部長（重任）  先端研究センター 教授  中 原   賢  

 教務部長（重任）  歯 周 病 学 講 座 教授  佐 藤   聡  

大学院研究科長（重任）  生 理 学 講 座 教授  佐 藤 義 英  

 

（２）教員評価について 

令和 6(2024)年度分の学生による授業評価を集計し、ベストレクチャー賞の選考

を行った。  
 

（３）教職員健康診断について 

例年と同様に 5 月から実施し、全教職員個別宛に結果を報告した。  

日 付  場 所  内 容  人 数  

令和 7 年 5 月 15 日〜16 日  大学駐車場  胃 X 線間接撮影  39 人  

令和 7 年 6 月 16 日〜18 日  新潟病院医科外来  
教職員定期健康診断
（第 1 回特定業務従

事者健康診断）  
329 人  

令和 7 年 12 月 4 日〜5 日  新潟病院医科外来  第 2 回特定業務従事
者健康診断  77 人  

 

（４）ワクチン接種について 

令和 7(2025)年 4 月から本学学生（学部・短大）の希望者を対象とした、B 型肝炎

ワクチン接種、教職員・本学学生の希望者を対象としたインフルエンザワクチン接

種、新型コロナワクチン接種を行った。B 型肝炎ワクチンは抗体確認できるまで延

べ 3 回行った。  

日 付  場 所  内 容  人 数  

令和 7 年 4 月 22 日〜  
令和 7 年 12 月 18 日  医科外来  Ｂ型肝炎ワクチン  

（計 3 回と抗体確認）  

学部 2 年延 140 人  
学部 3 年延 12 人  
短大 1 年延 171 人  
（DH156、DT15）  

令和 7 年 10 月 27 日〜  
令和 7 年 12 月 8 日  内科外来  インフルエンザワクチン  

教職員 299 人  
学部学生 119 人  
短大学生  51 人  

令和 7 年 10 月 22 日〜  
令和 8 年 1 月 14 日  内科外来  新型コロナワクチン  教職員 7 人  

学部学生 2 人  
 

（５）新卒事務職員採用における就職情報サイトの利用について 

新潟生命歯学部における新卒事務職員応募者確保のため、令和 6(2024)年度から

マイナビ（就職情報サイト）の利用を開始し、令和 7(2025)年度は新卒者 3 人を採

用し、令和 8(2026)年 3 月卒業予定者の採用募集を行った。  
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１０．ＦＤ・ＳＤ関係 

（１）教員の FD について 

令和7(2025)年度教員のFDとして下記事項を計画、実施した。  
①全教員参加の教育フォーラムの開催（令和 7(2025)年 5 月 28 日、30 日）  
②教員を対象としたカリキュラムプランニングのワークショップの開催（令和 7(2025）

年 7 月 15 日）   
③歯科医学教育ワークショップの開催（令和 7(2025)年 11 月 21 日）  
④指導医講習会（令和 8(2026)年 2 月 21 日、22 日）  
⑤学生関連の指導（クラス主任、副主任等）を目的としたワークショップの開催（令

和 8(2026)年 3 月 18 日）  
 

（２）職員の SD について 

令和7(2025)年度職員のSDとして下記事項を実施した。  
①私立歯科大学協会主催各種研修会への参加  

  ②歯科衛生科研修会の開催  
  ③研究倫理 e-learning の受講  

 

１１．図書館 

（１）情報検索説明会の開催  
令和 7(2025)年 4 月に専門講師による医学中央雑誌説明会をオンラインで開催し

た。  
 
（２）図書館の利用増加促進  

令和 7(2025)年度は、計 4 回図書委員会を開催し、図書館の利用状況について都

度報告した。全体の入館者数は令和 6(2024)年度と変わりなかったが、新入生オリエ

ンテーションで図書館見学を行い、新潟短期大学 1 年生の約 7 割が図書館を利用す

るなど、効果が見られた。また、図書委員会では見計らい図書の選書、電子ジャー

ナルの購入タイトル見直し等を審議した。  
 
１２．医の博物館  

開館36周年を迎え、さらなる資料（史料）の収集・確認及び整理を行い、展示の充

実、寄贈品の管理を行った。また、各種メディアからの問合せや画像提供等には積極

的に応じ、博物館の広報を行った。  
 

（１）令和7(2025)年度来館者数  
令和7(2025)年度の来館者は約1,400人で、昨年よりも増加した。令和7年度も館内

空気の循環と来館者への手指消毒の依頼は継続して行った。  
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（２）貴重な史料のデータ保存  
貴重な書籍及び浮世絵・西洋版画等についてのデジタルデータは、博物館のホー

ムページへアップし、できるだけ情報提供の史料として活用した。   
 
（３）所蔵品の整理・データ集積  

8号館3階にある博物館史料保管室及び博物館館務室別室の整理並びに史料確認と

記録を行った。また、8号館会議室を利用しての企画展については、検討課題とした。  
 
（４）歯科機器・器材の保存  
   大型器材の寄贈等はなかったが、海外からの寄贈書籍を含めて数件保存を行った。  
 
（５）本学卒業生の資料集積  

本学出身者の歯科医業だけではない、ほかに秀でた才能に関する史料等を調査、

資料の保管を行い、関係者からの問い合わせにも応じた。  
 
（６）展示中の史料の保管  

展示中の史料保管は展示ケース内の温度・湿度に注意を払い、生物被害がおよば

ない環境整備に配慮した。また、寄贈・購入した史料で展示可能なものについては、

新規史料として館内で展示を行った。  
 
（７）校友文庫の管理  
   令和3(2021)年から開設した校友文庫では、寄贈の書籍や書籍の情報収集を継続し

て行った。  
 
（８）新規史料の購入  
   古書店からの紹介による史料について、必要性を十分検討して購入を行った。  
 
１３．ＩＴセンター 

（１）学内ネットワーク関連  
①学内ネットワークの保守管理  

学内ネットワークが円滑に機能するよう監視を行うとともにネットワーク基幹

網に配置された機器の保守管理とアクセスログの保全を行った。外部からのネッ

トワークへの攻撃に備えファイアウォールの設置など防御対策を実施した。IT セ

ンターで運用管理するサーバーについてはバックアップを日次で行い、サーバー

障害対策を行った。  
 

（２）各種サーバーの保守管理  
IT センターで運用しているサーバーの保守管理とともにサーバー室に設置された
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教務部・学生部、人事部用サーバー（出席管理、教員評価用サーバー等）が円滑に

運用できるようサーバー室内の環境整備に努めた。特に出席管理、授業評価サーバ

ーのリプレイスに伴い、令和 8(2026)年度より東京校でも同サーバーを利用すること

となり、導入のサポートを行った。  
運用サーバー  

    メール・DNS サーバー     1 台  
    DNS セカンダリサーバー     1 台  
    メールセカンダリサーバー     1 台  
    バックアップ保存用ディスクサーバー   1 台  

CBT 試験用サーバー      1 台  
出席管理用サーバー       1 台  
教員用 DESS 歯学サーバー     1 台  
授業評価・教員評価アンケートシステムサーバー  2 台  

 
（３）IT 教室の保守管理  

IT 教室内に設置されたコンピュータ、プリンター等の機器備品の保守管理を行い、

IT 教室での講義・実習・コンピュータ試験が円滑に行われるよう環境整備に努めた。  
令和 8(2026)年度より、IT 教室でのコンピュータ試験を本格化するため、エスエ

イティーティーの教育支援システム（ESS）の導入サポートを行った。  
 
（４）学部ホームページの保守管理と更新  

ホームページ委員会、入試広報委員会と連携し、大学ホームページの更新作業を

行うとともに、受験希望者への情報発信の強化を行った。またホームページ管理ソ

フト (Movable Type)の更新作業を適宜行い、セキュリティ対策を行った。  
 
（５）新潟病院歯科部門における歯科医師臨床研修マッチングシステムの管理・運用  

歯科医師臨床研修責任者、院務部と連携し、新潟病院歯科部門における歯科医師

臨床研修マッチングシステムの構築・保守管理を行い、参加医療機関と研修医のア

カウント管理とマッチング登録、マッチング評価を実施した。  
 

１４．新潟病院 

（１）診療実績について（歯科・医科） 

令和7(2025)年度外来患者延べ数は、約9万人（前年度比+1.2%）で1日あたり380.3
人であった。入院患者延べ数は、3,933人（前年度比 -12.5%）で1日あたり10.8人で

あった。また、平均在院日数は4.1日で、病床稼働率は21.5%（許可病床数92床だが、

届出病床数50床での計算）であった。  
令和7(2025)年度紹介患者数は、2,587人（前年度比+0.3%）、紹介率は52.1%（前

年度比+1.6%）と紹介患者数および紹介率共に増加した。  
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令和7(2025)年度の医療収入について、総収入は、10億1800万円（前年度比+1.5%）

で、その内訳は、外来収入7億8273万円（前年度比+3.1%）であり、入院収入は、2
億3560万円（前年度比 -3.4%）であった。  

令和7(2025)年度の在宅ケア新潟クリニックの外来患者延べ数は、588人（前年度

比+1.7%）、外来収入は679万円（前年度比 -40.7%）であった。  
 
延べ患者数（人）  

令和7年度（A） 令和6年度（B） 差引（A-B） 増減（A/B）

歯　科 74,914 74,377 537 0.7%
医　科 15,607 15,056 551 3.7%
小　計 90,521 89,433 1,088 1.2%
１日平均来院患者数 380.3 374.2 6.1 1.6%
在宅ケア新潟クリニック 588 578 10 1.7%
新潟クリニック１日平均来院患者数 3.4 3.2 0.2 6.3%
合　計 91,109 90,011 1,098 1.2%
歯　科 2,861 2,794 67 2.4%
医　科 1,072 1,703 -631 -37.1%
合　計 3,933 4,497 -564 -12.5%
１日平均入院患者数 10.8 12.3 -1.5 -12.2%

外来

入院

区分

 
 
診療収入（円）  

令和7年度（A） 令和6年度（B） 差引（A-B） 増減（A/B）

歯　科 589,488,015 561,311,240 28,176,775 5.0%
医　科 186,445,859 186,383,428 62,431 0.0%
小　計 775,933,874 747,694,668 28,239,206 3.8%
在宅ケア新潟クリニック 6,796,490 11,455,570 -4,659,080 -40.7%
合　計 782,730,364 759,150,238 23,580,126 3.1%
歯　科 193,846,951 183,758,297 10,088,654 5.5%
医　科 41,754,472 60,095,923 -18,341,451 -30.5%
小　計 235,601,423 243,854,220 -8,252,797 -3.4%

1,018,331,787 1,003,004,458 15,327,329 1.5%

区分

外来

入院

総　合　計  
 

（２）人材育成について  
医療スタッフ（医師、歯科医師、看護師）減少については解消されておらず、引

き続き問題解決に努めていく。歯科医師の人員確保として各診療科の専門性と魅力

を学生や臨床研修歯科医にアピールするとともに、将来的に長く勤務を目指す者に

は学位と認定医・専門医を取得できる大学院を、認定医を取得し一定期間診療科勤

務を考えている者には専門研修医を薦めていく。講座・診療科の協力体制は構築さ

れているため、今後も診療、教育を中心に協力して人材育成を行う。 歯科衛生士に

ついては、本来の職務である専門的口腔ケアと予防、メンテナンスをプロフェッシ

ョナルとして行える体制の構築しており、順調に進んでいることから引き続き継続

する。診療放射線技師や歯科技工士においては高齢化が進んでおり、計画的な補充

と育成が必要と考えている。  
 
（３）医療連携室の活動  
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令和 7(2025)年度は、医療職員（社会福祉士）1 人を含む 3 人体制で運営を継続し

た。これまで、患者への入院説明等の適切な場所がなかったことから、地域医療連

携室内の一角を改修した。  
①  予約初診、紹介患者の管理：患者来院報告、返書管理、FAX 予約管理は現状維持

とした。  
②  退院支援・退院調整・相談業務：例年同様に、退院支援・退院調整の必要な患者

を早期に特定し、スムーズな在宅、他院、他施設等への移行を支援した。歯科医

科含め、延べ 110 件／月の入院患者、述べ 72 件／月の外来患者への電話や面接

による相談や支援を行った（昨年同等）。また、外部からの電話や FAX による相

談、紹介患者等に対する紹介先からの苦情対応も行った。  
③  地域歯科保険医療広報活動：広報誌 IVY NEWS LETTER Vol.54（6 月 1 日）、

Vol.55（8 月 1 日）の発行、紹介患者への各種連絡や年賀状の送付、各種啓発イ

ベント（第 45 回歯と口の健康フェア；6 月 1 日、リレーフォーライフジャパン

2025 にいがた；10 月 18～19 日、福祉・介護・健康フェア 2025 in 新潟；11 月

8 日）への企画参加を行った。  
④  地域歯科医療、医療・福祉従事者への教育研修支援に関する調整 :「在宅歯科医療

支援事業 在宅歯科医療推進のための人材育成事業 在宅プロフェッショナル歯

科医師等養成研修 在宅歯科医療フォローアップ研修」を訪問歯科口腔ケア科と

協力して現地及びオンライン Live 配信にて開催した（9 月 28 日、10 月 26 日、

11 月 30 日、2 月 15 日の 4 回）。3 月 19 日は在宅歯科医療支援事業「合同公開

フォーラム〜在宅歯科医療における歯薬連携〜」として開催された。また、地域

歯科医療研修事業の一環として「第 20 回新潟口腔ケア研究会」がテーマ「原点

回帰〜誤嚥性肺炎と口腔ケアを考える〜」で日本歯科大学新潟生命歯学部講堂（12
月 14 日）にて第 20 回記念特別講演として現地及びオンデマンド配信（2026 年

2 月 16 日〜3 月 30 日）のハイブリッドで開催された。  
⑤  行政・地域歯科医師会との地域保健、医療連携に関わる各種調整業務：新潟市が

実施している在宅医療連携拠点整備事業において、在宅歯科医療機関として

SWAN ネット（Net4U）を利用し、退院支援や退院調整等の地域医療機関との情

報交換を継続し、地域包括ケアシステムに参画した。訪問口腔ケア支援モデル事

業では、信楽園病院、燕労災病院、地域歯科医師会と協働し、訪問口腔ケア、摂

食嚥下・食支援の連携体制を継続した。また、平成 29(2017)年度より開始した済

生会新潟病院との医科歯科連携も継続した。平成 25(2013)年度から行っている新

潟県歯科医師会とがん患者に対する歯科医療連携推進事業も継続している。昨年

同様に新潟県歯科医師会と共同開催した「地域歯科保健医療見学ツアーへの学生

参加を実施した（6 月 5 日佐渡市、7 月 1 日魚沼市、7 月 10 日阿賀野市、7 月 31
日新発田市の 4 か所、計 8 人の学生参加）。また、12 月 13 日に新潟県歯科医師

会館にて「地域歯科保健医療見学ツアーふりかえり会」が実施され、新潟県歯科

医師会役員、新潟大学歯学部学生との交流を深めた。  



75 
 

⑥  その他  
校友会支援事業である会員診療所業務継続互助事業は 0 件であった。さらに、大

規模災害時の歯科保健医療支援又は身元確認支援の調整業務、新潟県歯科医師会

災害医療コーディネーターとしての協力については、新潟県警察歯科医会身元確

認研修会に参加した。福祉施設等への無料歯科検診事業やフィールド実習など学

生教育への協力、各種講演会や研修会への講師派遣を実施した。  
 

（４）歯科部門における研修教育 

①新潟病院専門医取得プログラム  
令和 7(2025)年度の新潟病院専門医取得プログラムは  9 コースであり、17 人の

専門研修医が研修を行い、5 人が認定医を取得しプログラムを修了した。  
ア 小児歯科専門医コース     2 人  
イ 矯正歯科認定医コース     3 人  
ウ 口腔外科認定医コース      3 人  
エ 歯科麻酔認定医コース      0 人  
オ 総合診療コース  

     （ア）歯周病認定医コース      4 人  
     （イ）歯科補綴専門医コース    1 人  
     （ウ）歯科保存専門医コース    0 人  

カ インプラント専修医コース    5 人  
キ 訪問歯科診療コース       0 人  

 
②歯科医師臨床研修 

令和 7(2025)年度採用の臨床研修歯科医は、単独型プログラム 13 人、複合型短

期プログラム 16 人、複合型長期プログラム 8 人の計 37 人であった。  
今年度も指導歯科医の資質の向上と指導体制の確保を目的として、歯科医療振

興財団主催（厚生労働省補助事業）プログラム責任者講習会に、単独型プログラ

ム責任者の高塩智子准教授がタスクフォースとして、歯科保存学第 2 講座の佐藤

史明助教が受講者として参加した。また、一般社団法人日本歯科医学教育学会主

催の指導歯科医講師養成研修会に、臨床研修指導歯科医委員会委員の佐々木善彦

准教授、歯科麻酔講座の押切孔助教が受講者として参加した。  
指導歯科医の育成のため、令和 7 年度指導歯科医講習会を開催した。プログラ

ム責任者の高塩智子准教授、若木卓講師、副プログラム責任者の水谷太尊准教授、

三瓶素子准教授、臨床研修指導歯科医委員会委員の大橋誠教授、瀬戸宗嗣講師、

赤柴竜講師、吉岡裕雄講師、太田信講師、総合診療科の清水公太助教、歯科保存

学第 2 講座の佐藤史明助教、附属病院総合診療科の佐藤友則准教授がタスクフォ

ースとして参加した。受講者として、歯科矯正学講座の飯島重樹教授、山本早織

助教、歯科保存学第 2 講座の宮野侑子助教、山口耀平助教、高橋天佑助教、口腔
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外科学講座の町田東子助教、花田大地助教が参加した。  
令和 3 (2021)年に一部改正が行われた歯科医師臨床研修制度を基に、本院も令

和 4(2022)年度より新たな臨床研修プログラムで開始したが、令和 7(2025)年度も

同プログラムを継続し、問題なく実施された。  
協力型施設に関しては、令和 7 (2025)年度の施設数は協力型（Ⅰ）研修施設 78

施設、協力型（Ⅱ）研修施設 3 施設、研修協力施設 6 施設であり、群方式での研

修環境は充実していると考えている。今後も本院臨床研修プログラムを毎年精査

し、より充実した臨床研修にしていく予定である。  
 
（５）診療科の活動について 

歯科部門 

①総合診療科  

総合診療科は、第 5 学年の臨床実習生、歯科衛生士実習生（日歯新潟短大、明

倫短大）、臨床研修歯科医師指導など新潟病院の教育面における中核を担ってい

る。また、研修歯科医を含む所属医員の活動計画を作成し、講習会や検討会を通

して医員や臨床研修歯科医の資質向上に取り組んでいる。日本歯科保存学会、日

本歯内療法学会及び日本総合歯科学会の認定研修施設であり、日本歯科保存学会

の指導医 3 人、専門医 4 人、認定医 3 人、日本歯内療法学会の指導医 1 人、専門

医 1 人、日本総合歯科学会の指導医 1 人、認定医 1 人が在籍している。また、日

本歯科補綴学会の指導医 2 人、専門医 3 人、認定医 3 人、日本歯周病学会の指導

医 3 人、専門医 5 人、認定医 2 人、日本口臭学会の指導医 2 人、専門医 2 人、認

定医 2 人、日本歯科審美学会の認定医 1 人も在籍している。  
令和7(2025)年度の診療実績は外来患者延べ数28,421人（前年度比+0.6%）、外

来収入2億54万円（前年度比+4.9%）と、いずれも前年度より微増という結果とな

った。  
優秀な若手の入職者確保と育成プログラム構築を目的として、令和4(2022)年度

に講座・診療科の若手に対して講座・診療科が協力して各専門領域の指導医がチ

ームを形成して指導する新規初診システムを構築し、徐々に優秀な若手の人材が

確保されつつある。そのため令和8(2026)年度以降も継続していく。指導医チーム

による指導体制は、各指導医にとっても自己専門領域外の知識・技能の自己研鑽

や再確認に役立つと考えている。さらに、各学会の認定医、専門医、指導医の取

得者の増加を目指す。   
令和7(2025)年3月より「メンテナンス移行システム」の移行基準を明文化させ、

歯周治療患者のメンテナンス・SPT前の再評価において、移行基準を満たしてい

る患者については、歯科衛生士によるメンテナンスへの移行を順次行っており順

調に患者数も増加している。今年度末よりメンテナンス専門のフロアを改築しリ

ニューアルした。歯科衛生士がメンテナンスを担当することで、歯科医師の診療

予約が入りにくいことを解消し、積極治療がスムーズに行うことができ、新潟病
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院の患者数が増えることから増収が期待できる。診療ガイドライン策定について

は他の領域でも進めていく予定である。  
 

②小児歯科 

小児歯科は、日本小児歯科学会の専門医指導医4人、専門医1人在籍しており、

令和7(2025)年度は新たに2人が専門医を取得した。小児歯科医療のスペシャリス

トとして、質の高い医療が提供できているとの自負がある。実際の臨床において

は、齲蝕・歯周疾患の予防と治療、歯の外傷への対応、乳歯の早期喪失に対する

保隙、乳歯列・混合歯列期の動的咬合誘導、口腔習癖への対応、外科的処置、口

腔軟組織疾患の処置、全身疾患を有する小児、障害児の歯科診療など、小児期に

みられる歯科疾患に幅広く対応している。また、当科は矯正歯科と診療室を共有

しており、相互の協力体制が築かれている。したがって、歯列不正・咬合異常に

ついては、乳歯列期・混合歯列期からの早期治療が可能となっている。  
令和7(2025)年度の診療実績は、外来患者延べ数3,068人（前年度比 -3.9％）、外

来収入1813万円（前年度比 -5.4％）と、いずれも前年度をわずかに下回る結果と

なった。主な要因として、自費診療の患者数の減少（前年度比 -15.4％）、さらに

1人が育児休業中であったことなどが挙げられる。  
今後のさらなる発展に向けて、人員体制の充実が重要な課題である。安定した

診療体制の確立と診療の質の維持・向上を図るため、歯学部学生や臨床研修歯科

医に対する積極的なリクルート活動に取り組んでいく。あわせて、既存スタッフ

の業務効率化や診療体制の見直しを行い、限られた人員の中でも最大限のパフォ

ーマンスを発揮できる環境整備を進めていく。  
 

③矯正歯科 

日本矯正歯科学会及び日本歯科専門医機構認定の専門医・研修指導医・臨床医

が1人、日本矯正歯科学会認定医3人が在籍している。令和7(2025)年度は新たに2
人が日本矯正歯科学会の認定医を取得した。  

矯正歯科と歯科矯正学講座は協力し、総勢11人で診療に従事している。診療は、

永久歯列期の様々な不正咬合に対するマルチブラケットによる本格的矯正治療だ

けではなく、乳歯・混合歯列期の様々な不正咬合に対する抑制矯正や予防矯正を

行い、幅広い年齢層に矯正歯科治療を行っている。また、保険治療として唇顎口

蓋裂やDown症候群等に対する育成・更生医療や顎変形症に対する外科的矯正治療

を口腔外科や小児歯科等の他科と協力し治療を行っている。  
令和7(2025)年度の診療実績は、外来患者延べ数4,705人（前年度比 -2.6％）、外

来収入6813万円（前年度比+7.8％）（自費：5723万円、保険：1090万円）であっ

た。保険収入は減少したが、それを自費収入の増加分が上回り、外来合計収入は

前年度と比較し増加した。これらは、令和6(2024)年度の料金改定が診療実績に反

映されたと考える。  
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矯正歯科の専門性と魅力を学生や研修歯科医に伝え、将来的に長く勤務を目指

す者には学位と認定医・専門医等を取得できる大学院を、認定医を取得し一定期

間診療科勤務を考えている者には専門研修医を薦め、今後も継続的な人材確保に

努める。それに加え、在籍医局員の認定医以上の資格取得者の増加を目指す。  
 
④口腔外科 

令和7(2025)年度は、診療科所属11人、講座所属13人が口腔外科の診療に従事し、

その内日本口腔外科学会の指導医4人、専門医3人、認定医4人が在籍している。  
外来診療においては、紹介患者数が令和7(2025)年度が1,584件（前年度比+0.5％）

で、院内では例年最も多い状況には変わりはなかった。疾患の内訳は、炎症、外

傷、粘膜疾患、腫瘍（良性・悪性）、嚢胞、唾液腺疾患、顎関節疾患などの幅広

い症例に対応しているが、外来での観血的処置に様々な不安を抱えている患者も

少なくなく、そのような患者に対しては処置中の精神的・肉体的ストレスから守

るために、笑気吸入鎮静法や静脈内鎮静法を積極的に併用している。入院治療に

関しては、炎症、外傷、腫瘍（良性・悪性）、嚢胞、口唇口蓋裂、顎変形症、薬

剤関連顎骨壊死などの幅広い症例に対応している。特に悪性腫瘍や薬剤関連顎骨

壊死については、地域の歯科・医科はじめ多くの医療機関から診断・治療の受け

皿として重要な役割を果たしている。また、顎変形症患者に対しては矯正歯科と

密接に協力して診療している。1年間の顎変形患者の手術は16症例で前年度と変わ

りなかったが、上下顎骨切り術の症例としては（今年度：上下顎8症例・下顎単独

8症例、前年度：上下顎6症例・下顎単独10症例）と徐々に増加傾向にある。これ

は、3Dシミュレーションソフトを活用しながら、口腔外科・矯正歯科で行ってい

る症例検討会での情報共有により術者の熟練度が高まった結果と考える。今後も

安心安全に顎変形症手術を行なっていく予定である。  
令和7(2025) 年度の鎮静法を併用しての観血的処置は879件、全身麻酔件数は

194件であった。令和7(2025)年度の診療実績は、外来患者延べ数は12,581人（前

年度比+4.1％）で外来収入は6533万円（前年度比+2.6％）、入院患者延べ数は3,655
人（前年度比+2.8％）で入院収入は1億5413万円（前年度比+2.4％）であった。患

者の内訳であるが、先天異常・発育異常8人、外傷（軟組織損傷・骨折）291人、

炎症157人、口腔粘膜疾患304人、嚢胞142人、良性腫瘍138人、悪性腫瘍50人、歯

の疾患（慢性化膿性根尖性歯周炎、智歯周囲炎、埋伏歯など）2,649人、歯科心身

症3人、顎関節疾患54人、神経性疾患7人、唾液腺疾患13人となっていた。また、

当直業務は365日行なっており、急患対応及び入院患者対応を24時間体制で行っ

ている。  
研究では、令和 7(2025)年度は 3 人が日本学術振興会科学研究費の基盤研究（C）

の研究を遂行している。  
 

⑤歯科麻酔・全身管理科 
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歯科麻酔・全身管理科は日本歯科麻酔学会歯科麻酔学指導施設に認定されてお

り、日本歯科麻酔学会の指導医1人、専門医4人、認定医3人が在籍している。ま

た障害者歯科医療を担当する関係上、日本障害者歯科学会の認定医2人も在籍す

る。さらに日本有病者歯科医療学会の認定施設として指定を受け、指導医・専門

医2人、認定医2人を擁しており、近年増加する有病高齢者に対する安全な歯科

医療のための全身管理を遂行するための陣容を揃えている。当科の業務として

は、口腔外科の実施する処置時の全身麻酔、静脈麻酔、静脈内鎮静法の他、障害

者など通法では歯科治療困難な症例の歯科治療中の全身管理、三叉神経痛、三叉

神経麻痺、顔面神経麻痺に対する外来診療も行っている。また診療中に気分不快

を訴えるなど、バイタルサインの急変を示した患者の初期対応も当科の重要な任

務の一つで、その一環として院内職員に対するBLS実習などにも取り組んでい

る。  
令和7(2025)年度の診療実績は中央手術室、外来手術室、共用処置室2、インプ

ラントセンターで行われた全身管理症例は1,118例（前年度比 -3.4％）であっ

た。全身麻酔は169例（前年度比+6.0％）と増加した。今後も、口腔外科、障害

児・者センターと協力して安全な医療も進めていく。  
外来診療については、外来患者延べ数3,387人（前年度比+9.9％）、外来収入

741万円（前年度比+2.8％）であった。全身管理症例数は減少したが、全身麻酔

症例の増加が増収に繋がったと考えられる。  
 
⑥放射線科 

令和 7(2025)年度の診療実績は、外来患者延べ数 10,985 人（前年度比 -0.1％）、

外来収入 6407 万円（前年度比 -3.9％）であった。画像検査の内訳は、CT 検査 1,730
件、CBCT 検査 606 件、MRI 検査 155 件、US 検査 307 件、SPECT 検査 30 件、

パノラマエックス線検査 4,499 件であった。外来患者、外来の収入が微減となっ

ているが、これは MRI 検査が年度途中から停止したためと思われる。それ以外の

外来患者検査数はほぼ微増となっている。  
放射線科においては日本歯科放射線学会の指導医 1 人（専門医含む）、専門医

4 人の計 5 人が在籍している。検査においては診療放射線技師（5 人）が検査に加

わり、教員と大学院生（2 人）で画像診断報告書を作成している。  
学生教育については、第5学年の臨床実習生、歯科衛生士実習生など新潟病院で

の放射線診療実習をはじめ、第3学年、第6学年の歯科放射線学講義も担当してい

る。新潟病院は口内法エックス線撮影装置、パノラマエックス線撮影装置、一般

エックス線撮影装置をはじめ、歯科用コーンビームCT装置、マルチスライスCT装

置、MRI装置、超音波診断装置、SPECT/CT装置、放射線治療装置を所有してお

り、日本有数の歯学部附属病院放射線科であると自負している。そのため、マル

チモダリティイメージングを駆使した画像診断・放射線治療が可能であり、大変

充実した学生教育を提供できるよう試行錯誤しながら対応している。また、MRI
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や放射線治療装置の施行が停止しているが、いつでも再開できるよう研鑽を続け

ている。  
研究業績については、原著（国際誌）10編、報告（国際誌）1編を発表した。ま

た、日本核医学会（口腔顎顔面核医学フォーラム）を主催した（令和7(2025)年度）。  
 

⑦訪問歯科口腔ケア科 

日本老年歯科医学会学会の専門医 1 人、日本摂食嚥下リハビリテーション学会

認定士 2 人、日本心理学会の認定心理士 1 人、日本スポーツ歯科医学会の指導医

1 人が在籍している。訪問歯科口腔ケア科では、歯科医師、歯科衛生士による訪

問歯科診療を行っており、訪問先は、高齢者施設、障害者福祉施設、病院、個人

宅等、対象となる患者は要介護高齢者、障害者、医療的ケア児等となっている。

令和元 (2019)年度は外来患者延べ数 3,288 人、外来収入 3357 万円、COVID-19 の

影響を受けた令和 2(2020)年度は外来患者延べ数 1,595 人、外来収入 1669 万円と

大幅に減少、令和 3(2021)年度は外来患者延べ数 1,942 人、外来収入 2065 万円と

回復し、令和 4(2022)年度は外来患者延べ数 1,861 人、外来収入 1995 万円、令和

5(2023)年度は外来患者延べ数 2,100 人、外来収入 2239 万円であった。令和 6(2024)
年度は前年度と比べ歯科医師 2 人減となり、外来患者延べ数 1,743 人（前年度比

-17.0％）、外来収入 1722 万円（前年度比 -23.0％）であった。令和 7(2025)年度

は前年度と比べ歯科医師 1 人減となったが、外来患者延べ数 1,774 人（前年度比

＋1.8％）、外来収入 1754 万円（前年度比＋1.9％）と維持することができた。  
    学生教育については主に 1 年早期臨床実習Ⅰ、3 年早期臨床実習Ⅱ、3 年地域

包括ケア学実習、5 年臨床実習を担当し、5 年臨床実習においては令和 7(2025)年
度も全員の学生が訪問歯科診療へ同行し実習を行った。  

    平成 27(2015)年度より新潟県歯科医師会の「在宅歯科医療支援事業」における

在宅歯科医療における人材育成を目的とした研修について委託を受け、事業の企

画、実施を行っており、令和 7(2025)年度も在宅歯科医療プロフェッショナル歯科

医師等養成研修、在宅歯科医療フォローアップ研修の委託を受け、基本実習、基

本研修会、現場研修、合同公開フォーラムを企画・実施した。基本実習 10 月 26
日（日）、11 月 30 日（日）に会場参加形式にて実施し、基本研修 9 月 28 日（日）、

令和 8（2026）年 2 月 15 日（日）についてはオンライン Live 形式にて実施した。

また、現場研修については、研修場所として新潟病院と在宅ケア新潟クリニック

を使用して実施した。合同公開フォーラムは、令和 8(2026)年 3 月 1 日（日）に

「在宅歯科医療における歯薬連携」をテーマとして開催した。東京理科大学薬学

部教授の鹿村恵明先生を講師に迎え、在宅歯科医療における歯薬連携についての

取り組みを学ぶとともに、現状と課題についてディスカッションを行った。この

合同公開フォーラムには在宅医療プロフェッショナル歯科医師等養成研修、在宅

歯科診療フォローアップ研修参加者の他に、県内の在宅歯科医療連携室担当者、

行政担当者、新潟県歯科医師会会員、医師、看護師、薬剤師なども参加し、合計
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101 人の参加があり盛会であった。  
    平成 30(2018)年 12 月より開始した学生参加型の認知症カフェ「N-Cafe Angle」

は、コロナ禍での中止期間を経て、令和 5(2023)年 5 月より再開しており、令和

7(2025)年度も 5 月 25 日（日）、6 月 22 日（日）、7 月 27 日（日）、10 月 5 日

（日）、11 月 16 日（日）、12 月 21 日（日）、令和 8(2026)年 3 月 29 日（日）

に開催し、訪問歯科グルンドの学生も企画、運営に参加した。  
 
⑧口腔インプラント科 

令和 7(2025)年度の口腔インプラント科は、常勤歯科医師 1 人と専門研修医 5
人の計 6 人で診療等業務にあたった。常勤歯科医師 1 人は、日本口腔インプラン

ト学会指導医・専門医、日本顎顔面インプラント学会指導医・専門医の資格を有

しており、その他の診療科、講座の日本口腔インプラント学会指導医 3 人、専門

医 2 人や専門医資格取得希望者を含め、各患者に対応した診療を行った。  
令和 7(2025)年度の診療実績は、外来患者延べ数 5,481 人（前年度と同数）、

外来収入 1 億 2817 万円、入院収入 515 万円、総収入 1 億 3332 万円（前年度比

+20.6％）であった。昨年度より増収となったが、これは専修医を取得し専門医取

得を目指していた 2 人の専門研修医が症例を伸ばしていたためと考えられる。し

かし、今後指導医・専門医を取得している常勤医が 1 人のみであることから、新

規専門研修医 2 人の研修が始まり、指導に時間が要すること、また他科や講座所

属の口腔インプラント専門医取得希望の先生方に対する指導を行いながら治療を

進めることから、今後は人的、時間的制約が考えられる。  
令和 7(2025)年度インプラント埋入症例の内訳は、埋入本数が 293 本で昨年度

よりも 45 本増加した。埋入件数は 192 件で過去最高であった昨年よりも 8 件増

加した。しかし骨移植等の関連手術は 31 例と昨年度より 20 件減少した。これは

埋入手術の件数が増加したためと考えられる。他院でのトラブルに対するリカバ

リー症例は昨年より 1 件増加し 7 例であった。  
 

医科部門  
①内科  

常勤内科医は2人であり外来、検査、当直業務をこなしている。外来は毎週月曜

日に名誉教授、水曜日に日本大学循環器内科の派遣医師に対応を依頼しており、

外来診療体制は月、水、木が2診制、火、金が1診制であり、平均30人強の患者に

対応している。内視鏡検査は水曜日が常勤医、金曜日は、非常勤医師が行ってお

り、静脈麻酔下の鎮静内視鏡検査を希望する患者も多い。また、救急車の収容要

請があれば、かかりつけ患者でなくても、新潟市内急患対応体制事情に配慮し、

適宜対応し、必要があれば入院対応をとっている。  
常勤内科医2人の専門は消化器内科医であるが、一般内科医として高血圧や糖尿

病など広く内科診療を行っている。また2人とも日本内科学会認定専門医、日本消
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化器病学会専門医・指導医、日本肝臓学会の専門医を有しており、上部、下部内

視鏡検査の一般から応用（ESD、ERCP、胃瘻など）まで治療が必要な患者に行っ

ており、歯科治療中の義歯誤飲なども対応している。  
入院患者数は常時数人程度であり、常勤医が主治医となっている。  
内科輪番の当番病院に人を連ね、長く新潟市の救急体制に関与してきた。常勤

医が減ったため令和7(2025)年度は年間4回の輪番当番（準夜帯）を行った。今後

常勤医が更に減るため令和8(2026)年度の輪番当番（準夜帯）は担当しない。  
令和7(2025)年度の診療実績は、外来患者延べ数10,661人（前年度比 -0.2％）で

外来収入1億3723万円（前年度比 -2.4%）、入院患者延べ数783人（前年度比 -45.5％）

で入院収入3038万円（前年度比 -38.3％）であった。  
 
②外科  

常勤外科医は1人（外科、消化器外科、消化器病の各専門医及び指導医と乳癌学

会認定医の資格を有する）であり、令和7(2025)年度の診療実績は、外来患者延べ

数350人（前年度比 -29.4％）で外来収入225万円（前年度比 -29.2%）、入院患者延

べ数36人（前年度比 -61.7％）で入院収入237万円（前年度比 -48.7％）といずれも

前年度を下回った。入院の在院延日数は36日、平均在院日数は4日であった。手術

件数は9件（前年度比 -62.5％）で、全身麻酔2件、脊椎麻酔4件、局所麻酔3件であ

った。手術の内訳で最も多かったのは鼠径ヘルニアで5件、他に痔核根治手術1件、

CVポート造設2件、皮膚良性腫瘍摘出術1件等であった。  
学生教育では第5学年臨床実習生を対象に、令和7 (2025)年4月10日～11月20日

まで木曜日午後を中心に18回の病院実習を行い、手術見学又は中央材料室の業務

内容の見学を行った。  
 

③耳鼻咽喉科  
地域医療と密接した耳鼻咽喉科診療を近隣のクリニックと連携して展開してい

る。一般的な耳鼻咽喉科疾患はもとより、クリニックが難渋することが多いとさ

れる、めまい平衡疾患、嚥下障害症例、頭頸部癌の診断と治療をできる限りワン

ストップで行っている。当院の体制では不可能な治療は、新潟県立がんセンター

新潟病院、新潟大学医歯学総合病院、済生会新潟病院と連携することで対応して

いる。  
常勤耳鼻咽喉科医2人、理学療法士1人、言語聴覚士1人、臨床検査技師1人であ

り、特徴的な診療内容としてVR技術を用いためまい平衡機能検査機器「Pit Eye」
による平衡機能検査、喉頭全摘による失声患者に対して、Provox®(人工声帯 )を留

置しリハビリによって音声を再獲得する等を行っている。また、院内嚥下サポー

トチームによる摂食嚥下障害症例へのケア（口腔がん術後の嚥下機能障害、頸部

郭清後の肩関節障害に対する評価及びリハビリテーション）や、口腔がん症例に

対する内視鏡検査による咽喉頭領域のスクリーニングとともに、高齢患者に対す
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る簡易的認知機能検査 (MMSE)によるMCI、認知症例の抽出と専門医施設への紹

介を行っている。さらに、慢性上咽頭炎による難治性の後鼻漏に対して、上咽頭

擦過療法による治療を行い良好な経過を得ている。  
研究では、日本学術振興会科学研究費基盤研究（C）として令和7(2025)年度は

喉頭全摘後におけるAIを用いた音声（シャント発声）の質の向上やシャント発声

者に適したがんリハビリテーションプログラムの新たな構築など2件の研究を継続

中である。  
教育では歯学部第5学年の臨床実習生に頸部超音波検査実習、頭頸部内視鏡検査

実習、聴力検査・平衡機能検査実習、人工声帯症例患者との面談、医療安全セミ

ナーを行い、第4学年では耳鼻咽喉科学の講義、短大歯科衛生学科の第2学年の講

義、実習（嚥下機能の評価診療、頭頸部内視鏡検査実習、医療安全セミナー、医

療安全KYT実習）を行った。その他、言語聴覚士・理学療法士による第1,3学年の

講義・実技（地域包括ケア学Ⅰ ,Ⅱ・実習）及び短大歯科衛生学科の第2学年へ講

義と実技（リハビリテーション論）を行った。  
令和7(2025)年度の診療実績は、外来患者延べ数4,275人（前年度比+21.1％）で

外来収入3563万円（前年度比+16.1%）、入院患者延べ数253人（前年度比+48.0％）

で入院収入900万円（前年度比+62.5％）といずれも前年度を大きく上回ったが、

以前の水準までは回復していない。患者数と収入増加の要因として、常勤医1人の

育児休暇取得（半年間）が終了し診療に復帰したことが考えられる。  

 
（６）診療センター等の活動について 

①障害児・者歯科センター 

当センターでは、日本障害者歯科学会の認定医2人が在籍しており、特に発達障

害を持つ患者の診療に力を入れている。一人ひとりの状態や特性を丁寧に把握し、

安心・安全な診療が提供できるように努めている。具体的なアプローチとしては、

歯科治療への不安や恐怖心を軽減するための行動療法や、必要に応じて薬物療法

（静脈内鎮静法、全身麻酔）を実施している。  
令和7(2025)年度の診療実績は外来患者延べ数712人（前年度比 -1.7％）、外来

収入446万円（前年度比 -8.2％）と、いずれも前年度を下回る結果となった。これ

は小児歯科で障害児の初診患者を多く受け入れている影響に加え、成人患者の減

少が一因と考えられる。  
近年は、いわゆる「8050問題」にみられるように、高齢の親と中高年の子の双

方に医療や生活支援が必要となるケースが増えている。こうした背景から、保護

者の高齢化により通院が難しくなり、近隣の歯科医療機関への転院、当センター

での診療を終了せざるを得ないケースも増加傾向にある。今後は、地域の歯科医

療機関との連携をさらに強化し、対応が難しい症例を積極的に受け入れながら、

診療体制の充実を図っていく。  
②口腔ケア機能管理センター 
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口腔ケアを目的とした診療実績として、令和 7(2025)年度当センターの新患登

録は 130 人（前年度 122 人）で微増であったが、診療患者数は 799 人（前年度

845 人）で昨年度と比較し減少（ -5.4％）であった。その他、術後の顎補綴の作製

や周術期の歯科治療などを含めた収入集計は、187 万円（前年度 241 万円）で昨

年度から減少（ -22.4％）であった。令和 6 年（2024）年 4 月より、新潟病院では

SST の活動が本格実施され、当センターはその活動の窓口業務や、精密検査、口

腔リハビリテーションなどの役割を担っている。また毎週実施される SST カンフ

ァレンスの場を提供し、口腔外科の周術期患者の摂食嚥下障害に関して、チーム

としての介入を推進してきた。システム化が定着し、特に口腔がん患者等の術前

術後の摂食嚥下機能の画像診断料は 9 万 8270 円（前年度 4 万 7950 円）となり

前度の 2 倍に増加した。専門的な評価から専門職へのリハビリテーション依頼が

可能となり、患者の術後の復帰率や満足度にも寄与できていると考えている。引

き続き、歯科と医科の垣根を超えた院内における多職種連携やチーム医療の土壌

醸成を進めて行く。  
学生教育としては、短期大学病院実習生に対しての病棟ミールラウンドの参加

を必須とし、周術期における口腔ケア等の歯科の取り組みの現場を経験さえるこ

とが出来ている。今後は、歯学部の新しいコアカリキュラムの内容を踏まえ、CSL
にも摂食嚥下障害患者の評価や対応などに関して組み込めるよう体制整備を行っ

ていく。  
 

③睡眠歯科センター 

当センターは、日本睡眠学会専門医療機関で、日本睡眠学会歯科専門医および

日本睡眠歯科学会指導医、認定医を有する常勤医1人が在籍しており、睡眠時無呼

吸患者の初診、検査、治療を行っている。  
令和7(2025)年度の診療実績は外来患者延べ数1,802人（前年度比 -4.6％）、外来

収入375万円（前年度比 -19.5％）と、いずれも前年度を下回った。一方、初診患

者数は令和6(2024)年度に比べると増加している。院外からの紹介が増加傾向で、

口腔内装置作製依頼は増加している。CPAP療法から脱落し、口腔内装置治療を希

望する患者が増えていると考える。初診担当医員が1人退職したため、現在、外来

診療を担当している医員も初診を担当して初診数の増加を図る。  
終夜睡眠時ポリグラフィー検査（PSG）のための入院は、令和6(2024)年度の72

人から令和7(202)年度は67人と5人減少した。  
今後も週2人の検査入院体制を維持し、初診患者のPSG入院だけでなく、口腔内

装置の効果判定のPSGを勧め、検査数の増加に努め病院収入に寄与して行く。  
 
（７）診療協力部門の活動について  

①歯科技工科  
令和 7(2025)年度の院内技工件数は 1,129 件で、前年度に比べ 611 件の減少と



85 
 

なった。原因としては、退職者と新潟短期大学の併任で実働人数が半減したこと

が考えられる。しかしながら、件数が半減しなかった要因としては、CAD/CAM シ

ステムの導入により院内のデジタル技工が、昨年度 206 件から 341 件と院内技工

件数の 3 割を超える件数となり、業務の効率化が図られた結果と考えられる。ま

た、一般の技工に加え口腔インプラント科、訪問歯科口腔ケア科、睡眠歯科セン

ターなどと連携し専門性の高い特殊装置の製作や診療補助にあたった。そのほか、

例年行っている新潟生命歯学部第 5 学年臨床実習での歯科技工実習見学、新潟生

命歯学部第 1 学年早期臨床実習、新潟短期大学第 1 学年早期臨床実習、中学生の

職場体験等の教育活動を行った。  
 
②歯科衛生科  

各診療科（総合診療科、小児・矯正歯科、口腔外科、歯科麻酔・全身管理科、

訪問歯科口腔ケア科、口腔インプラント科）と中央材料室に配属され業務を行っ

た。令和 7(2025)年 4 月～令和 8(2026)年 3 月までの保険算定処置の件数は、歯周

精密検査 6,816 件（前年度 6,442 件）、歯周病安定期治療  1,422 件（前年度 1,356
件）、歯周病重症化予防治療 368 件（前年度 322 件）、歯科衛生実地指導料 3,068
件（前年度 2,152 件）、機械的歯面清掃処置 9,029 件（前年度 9,073 件）、訪問

歯科衛生指導料 791 件（前年度 763 件）、居宅療養管理指導費（歯科衛生士等が

行う場合）159 件（前年度 133 件）、歯科訪問診療補助加算 1,443 件（前年度 1,229
件）、周術期等専門的口腔衛生処置 241 件（前年度 215 件）、顎口腔機能診断料

39 件（前年度 30 件）であった。前年度と比較し増加傾向にあると考える。今後

もさらに増加を目指す。  
研修会は、現任研修：6 回、新人研修：10 回を行い業務の質向上や人材育成を

行った。勉強グループ（リスクマネジメント、歯科治療技術材料、院内感染防止

対策、患者サービス向上、教育・学術・研究）は、それぞれのグループで活動目

標と計画を立てて活動した。  
 
③放射線検査部門  

放射線検査部門では、診療放射線技師5人が業務を行っている。  
主な検査として、CT 検査（歯科部門、医科部門）2,494 件（前年度 2,125 件）、

MRI 検査（歯科部門、医科部門）183 件（前年度 462 件）、US 検査 311 件（前

年度 271 件）、CBCT 検査 605 件（前年度 644 件）、歯科撮影 6,972 件（前年度

6,824 件）、人間ドックパノラマ撮影 31 件（前年度 34 件）、一般撮影（歯科部

門、医科部門）978 件（前年度 1,121 件）、X 線 TV 検査（歯科部門、医科部門）

86 件（前年度 48 件）を行った。  
さらに、RI 検査（歯科部門、医科部門）41 件、ポータブル撮影（歯科部門、医

科部門）30 件、OPE 室での透視検査、骨密度検査（医科部門）、紹介患者の対応

及び CD 作成（医科部門の紹介用 CD271 件（前年度 256 件）作成）、放射線科
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の受付業務、患者誘導、PACS サーバーの管理、漏洩線量測定、画像診断、臨床

実習生の指導及び評価等を行った。また、休日、祝日、夜間の急患対応の携帯電

話での待機などの業務を行った。  
 
④中央検査科  

令和 7 年 (2025)年度に行った検査は次のとおり。  
ア 血液・尿検査部門（項目数）  
（ア）生化学    8 万 7877 

    （イ）血液一般    5 万 6614 
        ※血液像（機器）     3274 
       血液像（目視）      145 

（ウ）凝固         428 
（エ）血清学        5382 
（オ）尿一般    2 万 1956 
イ 輸血関連部門（項目数）       604 

        ※交差適合試験         23 
ウ 生理検査部門（件数）  

     （ア）心電図          766 
     （イ）超音波（医科のみ）        331 
      （ウ）呼吸機能     89 

エ 微生物検査  (件数 ) 
     （ア）一般細菌          352 
     （イ）結核菌            0 
     （ウ）嫌気性菌          127 

外部精度管理では例年通り、「2025 年度日臨技臨床検査精度管理調査」「令和

7 年度新潟県臨床検査精度管理調査」をはじめとする各種の外部精度管理調査に

参加した。  
例年行われている、新潟生命歯学部第 5 学年臨床実習及び新潟短期大学第 1 学

年早期臨床実習における中央検査科業務内容の説明、中学生の職場体験等の教育

活動を行った。  
 
⑤機能訓練室  

リハビリテーションセラピストは理学療法士（以下 PT）1 人、言語聴覚士（以

下 ST）1 人の体制であり、患者の在宅復帰や社会復帰を目標として、個々に合っ

たリハビリテーションプログラムをオーダーメイドで作成し実践している。PT は

主に口腔癌による頸部郭清術後の肩関節機能障害症例や関節の変性疾患、慢性運

動器疾患の方々に対し運動器リハビリテーションを実施し、肺炎や慢性呼吸器疾

患による呼吸困難例や ADL が低下している方々に呼吸器リハビリテーションを
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実施した。実施内容は、機能障害に対するアプローチや基本動作練習、歩行練習、

ADL トレーニングであった。ST は摂食機能療法の算定を本格的に開始しており、

口腔癌の術前、術後の嚥下造影検査も全例行う体制に整備された。これに伴い、

SST（Swallowing Support Team：摂食嚥下サポートチーム）の活動も活発にな

り、週に 1 回のカンファレンスとミールラウンドを実施し、医師、歯科医師、歯

科衛生士、管理栄養士、看護師、理学療法士、言語聴覚士など、多職種連携で食

事の支援を行うことが可能になり、より安全で快適な食事環境を目指し、食事に

関する QOL の維持・向上に努めている。診療報酬の算定は、以下の通りである。  
令和 6(2024)年度  
運動器（Ⅲ）169 単位  
呼吸器（Ⅱ）：PT121 単位、ST35 単位  
令和 7(2025)年度  
運動器（Ⅲ）324 単位  
呼吸器（Ⅱ）：16 単位  
摂食機能療法：48 回  
 

（８）在宅ケア新潟クリニック 

在宅ケア新潟クリニックは、令和 6(2024)年度に有病者歯科医療管理学会認定施

設となり、有病者歯科医療学会指導医、日本老年歯科医学会認定医、日本歯科医療

管理学会認定医、歯科放射線学会準認定医を取得している常勤医 1 人が在籍してい

る。開院以降、三条市及び三条歯科医師会と連携し、三条市高齢者口腔ケア向上事

業（介護施設における口腔ケア指導）ならびに要支援の無料歯科検診の企画から検

診表作成を行い協力してきた。現在も歯科検診は継続しており、延べ 1,000 人に迫

る状況である。  
介護保険においては、令和 6(2024)年度から口腔衛生管理が義務化された。現在、

2 施設と連携を図り口腔衛生管理を実施している。  
障害者への歯科診療支援事業が企画進行中で、在宅ケア新潟クリニックは協力要

請を受けており、さらなる地域医療に貢献できる機会が増える。  
開院 8 年間で外来患者延べ数 787 人（平成 30(2018)年 4 月〜令和 8(2026)年 3 月

末）、令和 7(2025)年度の初診患者数 86 人（再来初診 28±0 人）となっている。訪

問診療の場所内訳は、施設 61 人（再来初診 18 人）、居宅 22 人（再来初診 7 人）、

病院 0 人（再来初診 0 人）となっている。紹介医別では施設が 34 人と最も多く、

歯科医院 23 人、介護支援所 13 人、本人又は家族 7 人、総合病院 1 人、在宅連携室

2 人の順となっている。  
令和 7（2025）年度の診療実績は、外来患者延べ数 588 人（前年度比+1.7%）、

外来収入 679 万円（前年度比−40.7%）であった。「在宅療養支援歯科診療所 1（歯

援診 1）」の施設基準を満たすことができなかった事が最大の要因であった。令和

8(2026)年 3 月には歯援診 1 の施設基準を再取得したため、今後は増収の見込みであ
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る。  
 

（９）個別指導（再指導）（歯科） 

令和 7(2025)年 6 月 6 日付で、厚生労働省、関東信越厚生局及び新潟県から通知

があり、7 月 10 日個別指導（再指導）が実施された。患者 30 人分の個別レセプト

指導及び施設基準等指導、集団指導及び講評が行われた。この講評を受け、医療管

理委員会が中心となり指導内容の取りまとめに入り、院内の改善指導の周知徹底を

図った。  
令和 7(2025)年 8 月 29 日付で、個別指導（再指導）の結果通知が届いた。その後

に改善報告書を提出、診療報酬及び患者一部負担金の自主返還作業を行った。  
 

（１０）その他  
①本学教職員・学生の健康管理について  

本学教職員及び学生を対象とした定期健康診断を、令和 7 (2025)年 6 月 16 日

（月）から 18 日（水）に実施した。有害業務従事者に対する年度内 2 回目の健康

診断は、令和 7 (2025)年 12 月 4 日（木）から 5 日（金）に行った。  
また、令和 7 (2025)年 10 月より教職員・学生の希望者にインフルエンザワクチ

ン接種と新型コロナワクチン接種を順次行った。B 型肝炎ワクチン接種は、学部

第 2 学年、短大第 1 学年及び明倫短期大学 1 学年に実施した。  
 
②特定健診、がん検診、企業健診について  

特定健診については、令和6(2024)年度332件、令和7(2025)年度317件（前年度

比 -4.5％）であった。  
がん検診については、令和6(2024)年度460件、令和7(2025)年度510件（前年度

比+10.9％）であった。  
企業健診については、4事業所に対して行った。  
また、新潟県校友会へ職員健診及び人間ドックの案内を配信し、職員健診3事業

所、人間ドック3件の申込があった。  
 

１５．補助金の獲得 

補助金獲得のため、行政機関の補助金に関する事業募集については令和7(2025)年度

も積極的に申請を行った。 

（１）新潟生命歯学部については、次の補助金の交付を受けた。  
①1、2、4、5号館車椅子用昇降機設置・1号館バリアフリートイレ新設工事  

9058万5,000円  
②講堂吊天井耐震化工事         2821万5,000円  
③新潟病院・本館地下機械室天井アスベスト・煙突アスベスト除去工事  

1696万2,000円  
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（２）新潟病院においては、次の補助金の交付を受けた。 

①病院群輪番制運営事業           13万2,000円  
②医療施設食材料費高騰対策緊急支援事業支援金       31万9,000円  

    ③令和 7 年度医療機関等における賃上げ・物価上昇に対する支援事業費補助金  
   （病院物価支援事業）       1521 万 2,000 円  
 
  



90 
 

Ⅴ．新潟生命歯学研究科 

１．入学者及び在籍学生数 

（１）新潟生命歯学研究科入学者について 

令和7(2025)年度は11人が入学した。また、令和8(2026)年度入学試験（Ⅰ期とⅡ

期）を実施して合格者9人（志願者9人）を選抜し、9人が入学した。 

  

（２）在籍学生について（単位：人）            （令和7年4月1日現在） 

研究科 専攻 
入学
定員 

収容
定員 

在籍学生数 

一般 社会人 留学生 計 

新潟生命歯学研究科 生命歯学専攻 18 72 30 ― ― 30 

 

２．学位授与者 

令和7(2025)年度における新潟生命歯学研究科学位授与者は、甲論文の6人であった。

学位授与時、3人はインパクトファクター付国際誌（IF誌）に受理されており、3人は

IF誌に投稿中であった。 

 

３．研究発表会 

令和7(2025)年度新潟生命歯学研究科研究発表会は、令和7(2025)年8月21日（木）に

開催した。第4学年大学院生6人と第3学年大学院生3人が発表し、活発な質疑応答があ

った。また、新潟生命歯学研究科研究中間発表会は、令和7(2025)年12月9日（火）に

開催した。第3学年大学院生6人が発表し、活発な質疑応答があった。  
 

４．奨学生募集 

令和7(2025)年度の新潟生命歯学研究科奨学生を募集し、5月12日（月）に実施され

た試験等により応募者11人の中から5人の奨学生を選抜し、就学のための経済的支援を

行った。  
 

５．教育内容の充実 

第1学年に対し、シラバスに基づいて共通授業を行った。共通授業では、各専門領域

における先端医療の症例解説を通年で行い、研究の遂行に必要な基本的知識・手技に

関する講義・演習を後学期に行った。この後学期授業では、一連の組換え遺伝子実験

を実施した。また、歯科統計学の授業は第1学年の9人に対し、研究データの分析に重

要な統計学の基礎と応用を研鑽させ、適正な統計処理に基づく質の高い論文作成が図

れるように努めた。  
 

６．入学者の確保 

令和7(2025)年度の入学者は11人で、令和8(2026)年度の入学者は9人であった。収容
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定員（72人）に対する令和8(2026)年度の在籍学生数は33人で、充足率（46％）は前年

度より上昇したが十分とは言えない。そのため、例年4月に実施している研修医に対す

る大学院説明会に加え、第4・5・6学年に大学院に関する説明を行った。第3学年は、

時期尚早と考え説明は行わなかった。  
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Ⅵ.東京短期大学 

１．東京短期大学の概要 

（令和 7 年 5 月 1 日現在） 

学校名  学部学科名  開設年度  
修業年限

（年）  
入学定員

（人）  
収容定員

（人）  
在学者数

（人）  

日本歯科大学 
東京短期大学 

歯科技工学科  平成 17 年  2 20  55※ 1 30 

歯科衛生学科  平成 17 年  3 80  220※ 2 202 

専攻科  
歯科技工学専攻 

平成 24 年  2 5 10 6 

専攻科  
歯科衛生学専攻 

平成 21 年  1 10 10 8 

 ※ 1 歯科技工学科の 2 年次が入学時の定員は 35 人  
※ 2 歯科衛生学科の 2・3 年次が入学時の定員は 70 人  

 
２．入試概要 

令和 8(2026)年度 4 月の入学者数は歯科技工学科 12 人、歯科衛生学科 55 人であっ

た。  
令和 7(2025)年度入学試験から、歯科技工学科の募集定員を 35 人から 20 人に減員

し、歯科衛生学科の募集定員を 70 人から 80 人に増員した。  
専攻科は一般選抜の受験回数を 1 回に変更した。また、専攻科歯科技工学専攻は令

和 7(2025)年度入学者より募集を停止し、令和 8(2026)年 3 月末で廃止した。  
 
試験区分別における入学者数等は次のとおりである。  

【歯科技工学科（定員 20 人）】  

試験区分  
募集人員

（人）  
志願者数

（人）  
合格者数

（人）  
入学者数

（人）  
総合型選抜Ⅰ期  

約 15 
7 7 6 

総合型選抜Ⅱ期  3 2 2 
学校推薦型選抜  約 5 0 0 0 

一般選抜  若干名  3 3 3 
社会人選抜  若干名  1 1 1 

合 計  14 13 12 
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【歯科衛生学科（定員 80 人）】  

試験区分  
募集人員

（人）  
志願者数

（人）  
合格者数

（人）  
入学者数

（人）  
総合型選抜Ⅰ期  

約 50 
37  34※ 1 33 

総合型選抜Ⅱ期  22  21※ 1 14 
学校推薦型選抜  約 20 2 2 2 

一般選抜  約 10 15 13 6 
社会人選抜  若干名  0 0 0 

合 計  76 70 55 
※ 1 内 7 人は総合型選抜Ⅰ･Ⅱ期とも合格  

 
【専攻科歯科衛生学専攻（定員 10 人）】  

試験区分  
募集人員

（人）  
志願者数

（人）  
合格者数

（人）  
入学者数

（人）  
一般選抜Ⅰ期  約 10 14 10 10 

合 計  14 10 10 
 

３．学生募集 

（１）オープンキャンパスは、令和 6(2024)年度の開催回数を両学科ともに 7 回とした

が、その実績を踏まえて、令和 7(2025)年度は歯科技工学科 7 回、歯科衛生学科 5 回

の開催となった。参加者は歯科衛生学科 209 組、歯科技工学科は 42 組であった。  
 
（２）オンライン個別相談会は、平日に完全予約制で入試相談等を行った。参加者は歯

科衛生学科 2 組、歯科技工学科 1 組であった。  
 
（３）来校型平日見学会は、完全予約制で週に 2～3 日開催し、1 開催あたり 2 組（同伴

者 1 人）まで受け付けをし、学内の施設見学を行った。参加者は歯科衛生学科 29 組、

歯科技工学科 5 組であった。  
 
（４）高等学校等へは、学外の会場型ガイダンスで 9 会場、高校内ガイダンスで 15 会場

に訪問した。  
 
４．新入生歓迎会 

本会は、東京短期大学と生命歯学部学生間との交流及びクラブ活動への勧誘を主目

的として開催されている。令和 7(2025)年度は 4 月 5 日（土）に開催し、生命歯学部

富士見ホールにおいて、歯科技工学科、歯科衛生学科、生命歯学部新入生が参加し、

クラブ活動紹介を行った。  
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５．校外授業・校外研修 

（１）歯科衛生学科第 2 学年  
全国小学生歯みがき大会において、6 月 5 日（木）に品川区立浅間台小学校と練

馬区立旭町小学校において歯科保健指導実習を行った。  
 
（２）歯科衛生学科第 2 学年  

歯と口の健康週間行事において、6 月 7 日（土）に秦野市保健福祉センターと伊

勢原市立中央公民館において歯科保健指導実習を行った。  
 
（３）歯科衛生学科第 3 学年  

7 月 7 日（月）に千代田区立富士見小学校において歯科保健指導実習を行った。  
 
６．臨床実習開始 

歯科技工学科第 2 学年においては、臨床実習を開始するにあたり、令和 7(2025)年
4 月 21 日（月）に学長をはじめとする短大教員出席のもと技工実習オリエンテーショ

ンを挙行し、5 月 7 日（水）～8 月 29 日（金）に日本歯科大学附属病院における臨床

見学実習等を行った。  
歯科衛生学科第 2 学年においては、臨床実習を開始するにあたり、令和 7(2025)年

9 月 25 日（木）に学長をはじめとする短大教員出席のもと登院式を挙行した。  
 
７．国家試験 

（１）歯科技工士国家試験（第 10 回）は、令和 8(2026)年 2 月 15 日（日）に、日本歯

科大学生命歯学部を試験会場として施行された。結果は、令和 8(2026)年 3 月 26 日

（木）に発表され、歯科技工学科の受験者 10 人全員が合格した。  
 
（２）歯科衛生士国家試験（第 35 回）は、令和 8(2026)年 3 月 1 日（日）に、立教大学

池袋キャンパスを試験会場として施行された。結果は、令和 8(2026)年 3 月 26 日

（木）に発表され、歯科衛生学科の受験者 48 人中 47 人が合格した。  
 
８．専攻科 

（１）歯科技工学専攻は、平成 24(2012)年度に大学評価・学位授与機構の認定専攻科と

なり、修了生の輩出が 12 年目となる。令和 7(2025)年度は、歯科技工学専攻を修了

した 6 人全員が学士の学位授与が認定された。本年度をもって閉科となった。  
 
（２）歯科衛生学専攻は、平成 26(2014)年度に大学評価・学位授与機構の特例認定の専

攻科となり、令和 7(2025)年度には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構によ

る特例適用認定専攻科に係る教育の実施状況等の審査を受けた。その結果「適」と
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認められた。また、歯科衛生学専攻を修了した 7 人が特例認定の審査方式により、

また 1 人が通例認定の審査方式により、学士の学位授与が認定された。  
 
９．施設・設備 

学校法人日本歯科大学中期事業計画（2020～2027）に基づき、令和 7(2025)年 1 月

末に校舎が完成し、令和 7(2025)年 4 月から開校した。竣工から 1 年が経過したため、

現状の不具合箇所の確認と修繕を行い、学習環境の整備を図った。  
 
１０．地域連携事業 

（１）歯科衛生学科第 3 学年  
学生が主体となり、11 月 11 日（火）に文京区立茗台中学校において、歯と口腔

に関する健康教育を行った。  
 
（２）専攻科歯科衛生学専攻  

専攻科学生が主体となり、地域と連携した健康教育事業を展開している。  
7 月 22 日（火）に和洋九段女子中学校高等学校の生徒希望者に対して感染予防に 

関する健康教育を実施した。また、11 月 11 日（火）に文京区立茗台中学校におい  
て歯と口腔に関する健康教育を第 3 学年と合同で実施した。さらに、令和 7(2025) 
年度品川区介護予防事業（6 月 13 日（金）、6 月 20 日（金）、9 月 12 日（金）、

10 月 10 日（金）、令和 8(2026)年 1 月 30 日（金）、2 月 6 日（金）各日 2 人ずつ）

に参加し、口腔衛生管理に関する講話を実施した。  
 

１１．雑 誌 

日本口腔保健学雑誌は、15 巻 1 号を刊行した。掲載された論文は、原箸論文 2 編、調査

研究 5 編であった。投稿者は、東京短期大学教員、新潟病院職員、東京短期大学の専攻

科修了生、新潟短期大学の専攻科修了生であった。 
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Ⅶ.新潟短期大学 

１．新潟短期大学の概要 

                                   （令和 7 年 5 月 1 日）  

学 校 名 学 科・専攻科名 開設年度 

修業

年限 

（年） 

入学

定員 

（人） 

収容

定員 

（人） 

在学

者数 

（人） 

日本歯科大学 

新潟短期大学 

歯科衛生学科 昭和 62 年  3 50 150 159 

歯科技工学科 令和 7 年  2 20 40 5 

歯科衛生学専攻 
（認定専攻科） 

平成 23 年  1 5 5 6 

在宅歯科医療学専攻  
平成 26 年  

1 3 3 0 
がん関連口腔ケア学

専攻  
1 3 3 0 

 

２．歯科技工学科開設 

本学では、令和7(2025)年度より歯科技工学科を開設した。全国的な歯科技工士の減

少は歯科医療現場にとって大きなインパクトとなっており、国民に良質な医療を提供

するという医療法の理念を維持できない状態が危惧されている。日本歯科大学新潟歯

学部時代より全国に先駆けて推進してきた在宅歯科医療の増加を支える点からも、歯

科技工士数の養成体制の強化は重要な課題となっているが、歯科技工士養成機関では

閉鎖や募集停止が続き、東北地方の日本海沿岸や長野県では歯科技工士養成機関が存

在しない状態となっている。  
すでに全国の歯科技工士数は35,000人を割っており、全国的な歯科技工士不足は今

後も継続すると予測され、これら社会的要請に応えるために本学に歯科技工学科(入学

定員20人 )を開設した。本学が設置されている新潟キャンパス内に歯科医師及び歯科衛

生士養成課程を持つ環境やノウハウを活かして、新たな視点で歯科技工士養成課程を

新設し、歯科領域だけではなく地域包括ケアシステムの中で活躍できる歯科技工士の

養成に取り組む体制を整備した。令和7(2025)年度は5人の入学者を迎えた。入学者は

多様な経歴を持つ者が多く、異なる背景を持つ学生同士が協働して学生生活を送るこ

とにより、単一の価値観に縛られない柔軟な思考が養われている。これは、将来の多

職種連携やチーム医療において異なる専門性や意見を尊重し、円滑にコミュニケーシ

ョンを図るための基盤となるものと考えられる。多様なライフステージを経てきた学

生の確保は、多角的な視点を持つ人間性の豊かな歯科技工士の養成と学内教育の活性

化にも不可欠な要素と考え、今後も入学者選抜制度の検討や学習環境の整備を継続し

たい。  
開設に際しては長年に渡り歯科技工士を養成してきた日本歯科大学東京短期大学の

ノウハウを継承しつつ、同一キャンパス内の日本歯科大学新潟生命歯学部及び日本歯
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科大学新潟病院と連携して訪問歯科診療に対応したカリキュラムを取り入れ、時代的・

社会的な要請に応える対応力の高い歯科技工士を養成する環境を整備した。令和

7(2025)年度にはCAD/CAMシステムの導入も進み、歯科大学に併設した歯科技工学科

の強みを活かし、時代の変化に対応した歯科技工士の養成に励みたい。 

 

３．学生募集 

（１）入学者選抜改革 

令和8(2026)年度入学者選抜においては、総合型選抜Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、学校推薦型選抜

（指定校制・公募制）、社会人選抜、一般選抜Ⅰ・Ⅱにより、学力の3要素（知識・

技能、思考力・判断力・表現力、主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度）

を多面的・総合的に判断し、本学のアドミッションポリシーに適合する学生の確保

に努めた。  
結果として、令和8(2026)年度歯科衛生学科入学者数は36人であり、令和7(2025)

年度歯科衛生学科入学者数の55人から19人減少した。各選抜区分の入学者数は、総

合型選抜Ⅰ・Ⅱ・Ⅲは8人、学校推薦型選抜（指定校制・公募制）は25人、社会人選

抜は1人、一般選抜Ⅰ・Ⅱは2人であった。厳しい結果であったことを受け、県外で

の現地選抜実施、オープンキャンパスリニューアル及び高大接続連携等の各種改革

を進めている。不断の努力により定員充足を満たす覚悟である。  
また、令和8(2026)年度歯科技工学科入学者数は9人であり、令和7(2025)年度歯科

技工学科入学者数の5人から4人増加した。各選抜区分の入学者数は、総合型選抜Ⅰ・

Ⅱ・Ⅲは5人、学校推薦型選抜（指定校制・公募制）は4人であった。各種学生確保

対策の早期展開や受験料免除制度の導入等が効果的であったと考えられる。引き続

き、入学定員20人の50%である10人の入学生確保を目標として、学生募集活動を継

続する予定である。  
なお、令和8(2026)年度入学者選抜結果は次のとおりである。  

【歯科衛生学科】    

区  分 志願者数(人) 受験者数(人) 合格者数(人) 入学者数(人) 

総合型選抜Ⅰ 7 7 7 7 

総合型選抜Ⅱ 0 0 0 0 

総合型選抜Ⅲ 1 1 1 1 

学校推薦 

型選抜 

指定校制 23 23 23 23 

公 募 制 2 2 2 2 

計 25 25 25 25 

社会人選抜 1 1 1 1 
一般選抜Ⅰ 5 3 3 2 
一般選抜Ⅱ 0 0 0 0 
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合  計 39 37 37 36 

【歯科技工学科】  
   

区  分 志願者数(人) 受験者数(人) 合格者数(人) 入学者数(人) 

総合型選抜Ⅰ 3 3 3 3 

総合型選抜Ⅱ 1 1 1 1 

総合型選抜Ⅲ 1 1 1 1 

学校推薦

型選抜Ⅰ 

指定校制 4 4 4 4 

公 募 制 0 0 0 0 

計 4 4 4 4 

社会人選抜 0 0 0 0 

一般選抜Ⅰ 1 0 0 0 

一般選抜Ⅱ 0 0 0 0 

合  計 10 9 9 9 

【専攻科】   

専  攻 志願者数(人) 受験者数(人) 合格者数(人) 入学者数(人) 

歯科衛生学Ⅰ 15 14 14 13 

歯科衛生学Ⅱ 1 1 1 1 

がん関連口腔ケア学 0 0 0 0 

在宅歯科医療学 0 0 0 0 

合  計 16 15 15 14 
 

（２）高校訪問・入試相談会 

令和7(2025)年度も、県内外への高校訪問を実施した。過去の入学実績から本学へ

の受験が見込まれる学校や、中越地区方面へは複数回の高校訪問を実施し、進路担

当教諭への働きかけと意見の吸い上げを行った。さらに、工業系高校や定時制及び

通信制高校へも訪問し、歯科技工学科に関する説明を重点的に実施した。今後も、

歯科衛生学科及び歯科技工学科それぞれの受験者層を分析したうえで、訪問の時期

と回数について検討していく。  
全国で開催される進学相談会にも新潟生命歯学部スタッフとともに参加し、新潟

生命歯学部、新潟病院と連携した教育カリキュラムを実施していることを強調した。

一部の進学相談会では新潟生命歯学部と合同の体験ブースも企画し、治療に用いる

器材を使用した体験型実習を行い、参加者から良好な反応が得られた。今後も引き

続き体験ブースでの広報を継続する方針である。  
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（３）オープンキャンパス 

令和7(2025)年度も、概要説明、キャンパスツアー、体験実習及び在学生との懇談

会等を含むオープンキャンパスを計8回実施し、歯科衛生学科は延べ115人、歯科技

工学科は延べ31人が参加した。オープンキャンパスの開催時期は、高校生のキャリ

アデザインの構築時期を考慮し、初回の開催を5月、最終開催月を11月に設定してい

る。さらに、高校1、2年生を対象とした3月開催については、多数の高校生が参加す

る結果となっている。オープンキャンパス内容については、抜本的な改革を進めて

おり、さらなる参加者の確保を目指す予定である。また、令和7(2025)年度も新潟生

命歯学部と合同で、歯科医療に関する職種の啓蒙を目的とした「ハノシゴトフェス

ティバル2025」を実施した。新潟県内の小学生から高校生まで、父母同伴を含む112
組249人と多数の方に参加いただいたことからも、「ハノシゴト」に対する認識が高

まったものと思われる。  
 
（４）広報活動  

令和7(2025)年度は県内外への高校訪問、全国の進学相談会への参加、オープンキ

ャンパスの開催、「ハノシゴトフェスティバル2025」の実施、SNSによる情報発信、

新聞広告掲載、各種媒体の記事掲載等により広報活動の強化を図った。また、新潟

生命歯学部のデザインコンセプトをベースにウェブサイトのリニューアルを図り、

新潟キャンパスとしての統一感を持たせ、歯科衛生学科及び歯科技工学科の魅力を

存分にアピールした。今後も、高大接続連携の強化や修学支援新制度対象校である

ことの情報発信等を含め、引き続き学生募集対策を模索していく。  
 
（５）社会人経験学生の確保  
   本学歯科衛生学科は、厚生労働省の教育訓練給付制度における専門実践教育訓練

講座として認定されている。一定の条件を満たせば授業料等の補助を受けることが

できるため周知に努めた結果、社会人選抜での入学者数は1人であった。引き続き、

本制度の周知と実績をアピールし、給付制度の対象者への受講を推奨し、社会的知

識、経験が豊富で資格取得に意欲のある受験生の確保を今後も継続して目指してい

く方針である。  
 
４．教務  
（１）カリキュラム  

＜歯科衛生学科＞  
令和5(2023)年度入学者より新カリキュラムを導入し、令和7(2025)年度は第3学年

において新カリキュラム開講の年となり、初の国家試験受験を迎える年となった。

「自主独立」という建学の精神を踏まえつつ社会のニーズに対応しうる教育内容の充

実化を図ろうとするものであり、本学の強みである日本歯科大学新潟生命歯学部及び

日本歯科大学新潟病院との連携を強化し座学と臨床を結びつけ、そしてチーム医療に
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おける歯科衛生士の役割について、さらに学びを深めることを期待して行なわれてき

た。また、地域包括ケアや高齢者口腔機能管理に関する教育の充実を図ることを目的

とし、日本歯科大学新潟病院所属の医師及び看護師・理学療法士・作業療法士・管理

栄養士の協力を得て、授業及び実習を実践してきた。新カリキュラム移行第1期生と

なる令和5(2023)年度生は、各学年で実施される総合試験・卒業試験及び国家試験自

己採点全てにおいて、旧カリキュラムの学年を上回る結果となった。しかし、修業年

限内国家試験合格率は、コロナ禍による「学びの損失」の影響を受けた令和2(2020)
年度入学生から令和3(2021)年度入学生で80％台へと低下し、新カリキュラム移行後、

上昇を期待したが、令和5(2023)年度入学生においても81％と依然として低い状況で

ある。修業年限内国家試験合格率の向上には、国家試験対策の強化のみならず、国家

試験に至るまでの学修のつまずきや留年者・退学者を減少させ、修業年限内に卒業・

国家試験受験に至る学生を増やす取り組みが不可欠であると考える。  
 

＜歯科技工学科＞ 

超高齢社会における人口構成と疾病構造の変化に伴い、地域生活者を中心にした

地域包括ケアシステムの構築が急がれている。歯科技工学科では地域包括ケアシステ

ムの中で歯科技工業務に対応でき、さらに、歯科医療分野に急速に導入されている

Digital Dentistryにも対応できるスキルを持つ歯科技工士の養成をめざし、2年間

の体系的なカリキュラムを策定した。第1学年では基礎分野の充実を図り、チーム医

療に参画するために必要なコミュニケーション能力の向上を目的とする科目を設置

するとともに、専門基礎分野と専門分野の講義と実習をプランニングした。専門基礎

分野にはデジタル対応スキルを身につける内容を多く取り入れ、早期体験実習では新

潟病院での臨床見学実習を実施した。これにより、早期から医療人としての自覚を促

し、協調性、責任感、使命感を高め、チーム医療の中での歯科技工士の役割と求めら

れる資質を身につけている。また、歯科系3職種の養成体制が整っている強みを生か

し、「初年次セミナー」として協同学習技法を用いた新潟生命歯学部、歯科衛生学科

との合同授業や、コミュニケーション技法の講義を導入した。令和8(2026)年度から

は第2学年で臨床実習を開始する。この実習では新潟病院での専門性の高い臨床現場

を体験し、高度な歯科技工ニーズに対応力のある歯科技工士の育成を目指す。訪問歯

科診療にも同行し、実際の臨床現場で医療スタッフとしての歯科技工士の重要性を実

感させ、学びの意欲を高めたい。今後は構築した教育カリキュラムの効果を検討し、

改善に活かしたい。  
 
（２）学生の学力判定  

＜歯科衛生学科＞  
令和7(2025)年度も入学前教育プログラム（リメディアル）を継続した。令和7(2025)

年度は低学年から通年でのプレポストテストを継続し、ワークショップにて学び方を

学ぶ機会を設けた。実際の学力判定のフィードバックを学生自身へ確実に行うために
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も、卒業試験・総合試験・模擬試験・プレポストテストの結果について自己分析シー

トなどを活用し、一人一人の学力を可視化できる仕組みを導入し、学生のモチベーシ

ョン向上及び維持に努めた。なお、各学年進級時の基礎学力を判定する総合試験及び

卒業試験の進級基準を明確化するとともに、成績開示方法も見直し、国家試験出題基

準に沿わせ、成績可視化の促進につながった。その結果、令和6(2024)年度に引き続

き、総合試験・卒業試験は平均60点を超えたものの、各学年での留年者の存在及び

ボーダー付近学生の底上げが課題である。  
 

＜歯科技工学科＞ 

令和7(2025)年度は、第1学年全科目の総合平均点が65点以上とする進級基準を

設定した。自ら課題に取り組み学修習慣を身につけた学生が多く、全員が進級基

準を達成した。前期から開始したプレポストの結果を学生にフィードバックした

ことにより、学生が学力を客観的に認識し、効率的で的確な復習を行い、学習成

果の向上につながったものと考えられる。今後は学生の成績結果データから進級

基準や合格基準の妥当性を検証し、第1学年での総合試験の導入についても検討し

たい。また、令和8(2026)年度からは第2学年で総合試験・卒業試験が実施され

る。どちらも61点以上を合格基準と設定しているが、合格基準についても学生の

成績データと国家試験結果を検証し、必要に応じて変更する予定である。 

 
（３）国家試験対策  

＜歯科衛生学科＞  
令和4(2022)年度、令和5(2023)年度と2年連続で国家試験合格率100％が途絶え、

令和6(2024)年度にようやく100％回復となった。令和7(2025)年度はそれを維持する

ためにも、ボーダー付近進級学生の底上げが大きな課題となった。特に、卒業試験

後、国家試験までの1か月間のモチベーション維持を行うため、自己学習時間の見回

り強化を実施した。また、令和7(2025)年度は引き続きブラッシュアップ体制強化の

下、信頼のおける試験作成に取り組んだ。TAは引き続き継続し、再履修生に対する

学習面及び生活面におけるサポート強化を図った。その結果、第35回歯科衛生士国

家試験は自己採点結果による平均点は80.44点と過去最高点をマークし、100％合格

という結果となった。しかし、修業年限内国家試験合格率の上昇にはつながってお

らず、引き続き低学年のボーダー付近学生の底上げを徹底し、余裕を持った国家試

験受験を目指すべく、今後の国家試験対策をさらに見直す必要性がある。  
 

＜歯科技工学科＞  

 歯科技工士国家試験合格率100%をめざし、第1学年から基本的な知識と実技の修

得をめざした。知識については、国家試験問題演習や国家試験対策教材の導入を図

り、学生が早期から国家試験問題傾向を理解し、自ら学習できる環境を整えた。ま

た、第1学年前期からプレポストテストを導入しその結果を基に毎月の教務学生委
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員会において学生状況の共有を図り、国家試験内容を反映した講義と実習の実施に

努めた。履修範囲の広い科目には臨時試験を導入し学生の理解度を深め、定期試験

問題では国家試験合格を保証できる質の高い問題作成を行い、適正な学力評価を行

った。実習においては国家試験に直結した歯のデッサン、歯型彫刻、ワイヤー屈曲

の実習では、製作手順と使用機材の基本的な使用法を反復し、技工技術の獲得を行

った。また、製作に不可欠な口腔解剖学については課題の提出や模型教材を有効活

用し、知識の定着を図った。知識、技術とも学生の到達度に応じて、個別指導や補

習授業を実施し、国家試験に備えている。  
 
５．学生支援  
（１）学生相談  

各学年（専攻科含む）の指導は、クラス主任・副主任を中心に、4～5月に個人面

談を行い、個々の状況を把握し、全教員が状況に応じた個別指導を行った。さらに

学生相談員2人を配置し、生活面や精神面でのサポートを行い、実習や授業に関する

悩みについては専任教員を配置し、習熟状況に応じた学習支援や相談、生活指導等

を実施した。  
本学では学生相談室を設置し、嘱託のカウンセラー（臨床心理士）を配置し毎週

2回の相談日を設けて悩みの相談に対応している。カウンセラーからの要望もあり、

予防的な早期面談を実施可能とするべく、各学年、4月のオリエンテーション時に学

生課長又はクラス主任等から学生相談室の利用を積極的に指導した。なお、年度初

めに行う保護者説明会では保護者の利用も可能であることを周知しており、令和

7(2025)年度は保護者の利用も確認している。  
防犯や防災に関する連絡体制もメール配信を中心に随時実施し、警察からの不審

者情報や気象悪化による交通障害情報等の配信も必要に応じて実施した。  
 
（２）学長懇談会  

歯科衛生学科及び歯科技工学科第1学年の学生57人を対象に、10月22日、11月5日、

11月12日に学長懇談会を実施した。対面形式での懇談会には学長のほか、学生課長、

クラス主任・副主任も参加し、自己紹介で親睦を深めるとともに、学生より在学中

に感じた率直な意見を求めた。授業方法の改善や学習環境の整備、自動販売機の内

容についてなど、要望のあった内容について対応の可否の検討を行った。授業担当

者への要望やゴミ箱や掃除用具の設置、自販機の内容改善等すぐに改善できる項目

は対応し、時間のかかる項目や実現不可能な項目についてはホームルームを通じて

学生へ回答を伝えた。  
 
（３）第1学年入学時オリエンテーションの実施  

4月4日、7日の2日間、対面でのオリエンテーションを実施した。キャンパス内に

おける基本的なルール等について説明を行い、クラス運営方針を指導した。また、
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安全な通学の仕方など日常の諸注意を行い、これからの学生生活への心構えを教授

した。ワークショップや学内見学等、専攻科生6人もピアサポートとして参加した。  
 
（４）東京短期大学・新潟短期大学交流事業  

東京短期大学との親睦を図ることを目的として実施してきた交流事業は、学長交

換授業として令和8(2026)年1月20日に両短期大学の第2学年の学生を対象に実施し

た。両大学ハイブリッド形式で、東京短期大学学長及び新潟短期大学学長の講義を

同時に聴講し、質疑応答を行った。  
 
（５）多職種連携教育事業  

令和6(2024)年に行っていた新潟医療福祉大学が主催する連携教育推進委員会総合

ゼミに替わって、新潟キャンパス内で歯科衛生士、歯科技工士、歯科医師の3職種で

多職種連携教育を行った。前期では、歯科衛生学科は「接遇・コミュニケーション

技法」、歯科技工学科は「コミュニケーション技法」、日本歯科大学新潟生命歯学

部第1学年は「初年次セミナー」の科目として、協同学習の技法を用いた演習を行っ

た。後期は「地域包括ケア学」として、歯科の職種以外の講師を招き合同で講義を

受講した。授業では、主に在宅介護・支援等について学び、多職種連携の重要性を

学んだ。  
 
（６）感染予防対策  

建物内及び各教室の入り口に手指消毒用アルコール、教室内には清拭用材を設置

し、各自でリスク管理を行えるよう環境整備した。  
 
（７）就職・キャリア形成支援活動  

 歯科技工学科学生は2年間で卒業となるため、卒後の就職支援やスキルアップ支援

を目的として、市内の歯科技工所2か所、福島県内の大手歯科技工所の工場訪問見学

を実施した。また、海外で事業展開する歯科技工士の特別講義を実施し、幅広い卒

後進路の確保が可能なよう、歯科技工業界の実情等を紹介する時間を設けた。  
歯科衛生学科においても、進路指導委員会が中心となり、毎月の求人票の内容等

を分析し、学生のニーズに応じた支援が可能な体制を維持している。  
 
６．研究活動  
（１）研究推進  

令和7(2025)年度科学研究費助成事業（基盤研究C）の採択状況は、新規が0件、継

続が4件であった。今後も、更なる競争的研究資金獲得をめざして学内研究のレベル

アップを図っていく予定である。科学研究費助成事業以外の研究も積極的に推進・

遂行し、学内のみならず、新潟生命歯学部研究者との共同研究や産学連携など、他

施設と連携した研究活動も推進したい。  
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（２）研究倫理教育  

令和7(2025)年度も、教職員へは研究活動における不正行為の注意喚起やメール等

での情報共有を随時行った。新入教職員及び専攻科生は、新潟生命歯学部で開催し

ている「研究倫理入門セミナー（全5回）」に参加し、さらに日本学術振興会の研究

倫理e-ラーニングコースを受講し、研究不正の徹底を図った。  
 
（３）研究成果の公表  

令和7(2025)年度も、多くの学会で研究成果の発表が行われた。また、査読ありの

国際学術雑誌、日本口腔保健学雑誌、日本歯科衛生学会雑誌、日本歯科衛生教育学

会雑誌等に原著論文が多数掲載された。専攻研究では専攻レポートを学位授与機構

に提出する一方、毎年行われている歯科保健研究会（歯科衛生研究会より名称変更）

の第1部において専攻科生6人全員が発表を行った。一般講演の第2部では教職員によ

る発表も行われた。  
 
（４）産学等連携研究活動  

令和7(2025)年度の産学等連携研究活動状況は、以下のとおりである。  

月 日 研究依頼者 
金額 

（単位：円） 
研究内容 

令 和 7 年

10月1日  
デンタルプロ㈱ 300,000 

歯間ブラシの選択サイズと使用時にか

ける圧(力)との関係解析～把持と刷掃

動作の機械的計測～ 

 

７．専攻科 

歯科衛生学専攻が学位授与機構認定の専攻科となってから15年目の令和7(2025)年
度は、歯科衛生学専攻の6人が学位授与機構より学士（口腔保健学）の学位を認定され

た。この6人は所定の単位をすべて取得し、専攻科修了証書が授与された。さらに全員

が食生活アドバイザー（3級）も取得した。 

今後も専攻科の周知を図るため、ホームページへの掲載のほか、校友会や歯科衛生

士会、歯科医師会を通じてパンフレットの配布等を行い、本学在学中の学生だけでは

なく、既卒者への広報活動も積極的に行っていく。 

 

８．地域連携事業 

（１）「高等教育コンソーシアムにいがた」の加盟校として、新潟県内の高等教育機関

と相互に連携・協力し、大学の教育・研究の質的向上及び地域社会に貢献した。そ

の活動の中心となるのは歯科系タスクフォース部会であり、新潟県歯科医師会とも

連携して、県内各地での「歯と口の健康週間」事業、県や市区町村が主催する健康

イベント、歯科衛生士の職業紹介、進路相談会及び健康講座等を開催する。令和



105 
 

7(2025)年度は、4月27日の新潟「わ」の会フードバンクにいがた主催無料歯科相談

には専攻科生3人、10月25日の新発田市健康フェアには歯科衛生学科第1学年学生5
人及び教員2人、11月9日のつばめ歯っぴーフェアには歯科衛生学科第1学年学生3人
及び教員2人、令和8(2026)年3月11日の新発田市新栄団地保健自治会の健康づくり活

動の一環である講演会に講師として教員1人及び専攻科生1人が参加した。  
 

（２）小学校での歯科保健指導を専攻科生とともに行った。令和7(2025)年度は下記の日

程で歯みがき教室として講話を行った。なお、これら一連の活動は、ディプロマ・

ポリシー（学位授与の方針）に掲げた社会貢献のできる歯科衛生士養成のためのも

のであり、本学学生に体験型学習を行わせるための工夫である。 

①  6月25日長岡市立新組小学校1～6年生  
②11月10日新潟市立東特別支援学校6年生及び保護者  
③11月20日新潟市立日和山小学校1、4年生  
④11月21日新潟市立日和山小学校2、6年生  
⑤11月18日新潟市立木山小学校1～5年生  

 
９．施設・設備  
（１）デジタルデンティストリーに対応できる知識と技術の修得のため、2号館2階CAD

実習室に歯科用CAD/CAM関連の設備一式を導入し、デジタル歯科教育効果の向上

を図った。  
 
（２）「令和7年度私立学校施設整備費補助金」の交付を受け、3号館1階基礎実習室ユニ

ットディスプレイの入替えを行い、教育効果の向上を図った。  
 
（３）3号館3階332教室に設置されているプロジェクターをリプレイスし、教育効果の向

上を図った。  
 
（４）3号館1階自習コーナーにウォーターサーバーを設置し、学生生活の快適性向上を

図った。  
 
（５）3号館3階廊下の張替補修を行い、学内環境の整備を図った。  
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